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第一章　総則

（目的）

第一条　この法律は、資産の再評価を行うことにより、法人及び個人を通じて、適正な減価償却を可能にして企業経理の合理化を図り、資

産譲渡等の場合における課税上の特例を設けてその負担を適正にし、もつて経済の正常な運営に寄与することを目的とする。

（定義）

第二条　この法律において「評価額」とは、事業の用に供する資産については、財産目録又は貸借対照表（財産目録又は貸借対照表を備え

付けていない場合においては、これらに準ずる帳簿書類。以下同じ。）に附せられる価額（減価償却資産についてその償却額を当該価額

から直接控除しないで、その償却額に相当する金額を貸借対照表の負債の部に引当金、準備金等として計上している場合においては、当

該価額から当該償却額に相当する金額を控除した価額）を、事業の用に供しない資産については、所得税法（昭和四十年法律第三十三

号）に規定する山林所得の金額又は譲渡所得の金額の計算の基礎となる価額をいい、「帳簿価額」とは、法人の有する資産についての評

価額をいう。

２　この法律において「再評価」とは、法人又は個人がその有する資産について、この法律の定めるところにより評価額を増額することを

いう。

３　この法律において「再評価額」とは、再評価に因り法人又は個人の有する資産の評価額が増額される場合における増額後の評価額をい

う。

４　この法律において「再評価日」とは、その日現在において再評価を行つた日又は再評価が行われたものとみなされた日をいう。

５　この法律において「事業」とは、商業、工業、金融業、農業、水産業、不動産貸付業、医業その他対価を得て行う継続的行為で政令で

定めるものをいう。

６　この法律において「減価償却資産」とは、有形減価償却資産及び無形減価償却資産をいう。

７　この法律において「有形減価償却資産」とは、建物、機械器具その他の固定資産（無形減価償却資産を除く。）でその償却額が法人税

法（昭和四十年法律第三十四号）又は所得税法の規定による所得の金額の計算上損金の額又は必要経費に算入されるものをいう。

８　この法律において「無形減価償却資産」とは、事業の用に供する鉱業権（租鉱権及び採石権その他土石を採掘又は採取する権利、旧重

要鉱物増産法（昭和十三年法律第三十五号）附則第三項の規定によりなおその効力を有する同法第十七条ノ二の規定による使用権及び旧

石炭鉱業権等臨時措置法（昭和二十三年法律第百五十四号）第十七条の規定による使用権を含む。以下同じ。）、漁業権（入漁権を含む。

以下同じ。）及び水利権、特許権、実用新案権、意匠権及び商標権（これらに関する権利を含む。以下同じ。）、営業権（対価を支払つて

他から取得したもの又は相続税若しくは財産税の課税の対象となつたものに限る。以下同じ。）並びに専用側線利用権（鉄道事業者又は

軌道事業者に対して鉄道又は軌道の敷設に要する費用を負担してその鉄道又は軌道を専用する権利をいう。以下同じ。）、鉄道軌道連絡通

行施設利用権（鉄道事業者又は軌道事業者が、他の鉄道事業者若しくは軌道事業者又は国若しくは地方公共団体に対して当該他の鉄道事

業者若しくは軌道事業者の鉄道若しくは軌道との連絡に必要な橋、地下道その他の施設又は鉄道若しくは軌道の敷設に必要な施設を設け

るために要する費用を負担してこれらの施設を利用する権利をいう。以下同じ。）及び電気ガス供給施設利用権（電気事業者又はガス事

業者に対して電気又はガスの供給施設を設けるために要する費用を負担しその施設を利用して電気又はガスの供給を受ける権利をいう。

以下同じ。）をいう。

９　この法律において「取得価額」とは、法人又は個人がその資産を取得（製作及び改良を含み、立木、家畜その他これらに準ずるものに

ついては植林、飼育、管理その他これらに準ずる行為を含み、これらの行為のために要した金額が法人税法又は所得税法の規定による所

得の金額の計算上損金の額又は必要経費に算入された場合を除く。以下同じ。）するために要した金額（相続、遺贈又は贈与に因り取得

した資産については、第二十九条第十三号及び第十四号に規定するものを除き、その取得の時における価額）をいい、当該資産の取得後

再評価日前にその一部が滅失した場合においては、当該金額からその滅失した部分に対応する金額を控除した金額とする。

１０　この法律において「財産税調査時期」とは、財産税法（昭和二十一年法律第五十二号）第一条に規定する調査時期（昭和二十一年三

月三日午前零時）をいう。

１１　この法律において「財産税評価額」とは、個人の有する資産については財産税法第三章の規定により評価されたその価額を、法人の

有する資産については財産税調査時期における当該資産の現況により同法第三章に規定する評価の方法により計算したその価額（財産税

調査時期後再評価日前に当該資産の一部が滅失した場合においては、当該価額からその滅失した部分に対応する価額を控除した価額）を

いう。

１２　この法律において「事業年度」とは、別に定める場合を除く外、法人税法第十三条及び第十四条に規定する事業年度をいう。

１３　この法律において「旧再評価」とは、法人又は個人がその有する資産について、資産再評価法の一部を改正する法律（昭和二十八年

法律第百七十五号）による改正前のこの法律（以下「改正前の法」という。）の規定により行つた評価額の増額を、「旧再評価額」とは、

旧再評価に因り法人又は個人の有する資産の評価額が増額された場合における増額後の評価額を、「旧再評価日」とは、その日現在にお

いて旧再評価を行つた日を、「旧再評価差額」とは、改正前の法第四十条から第四十三条までに規定する再評価差額をいい、「旧再評価

税」とは、旧再評価差額につき改正前の法第四章の規定により課した、又は課すべきであつた税金をいう。
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（基準日）

第三条　この法律において「基準日」とは、昭和二十八年一月一日をいう。但し、左の各号に掲げる資産については、当該各号に掲げる日

（左の各号の二以上に該当する資産については、当該各号に掲げる日のうちいずれか遅い日）をいう。

一　昭和二十八年一月一日後企業再建整備法（昭和二十一年法律第四十号）の規定により旧勘定及び新勘定を併合する特別経理会社（会

社経理応急措置法（昭和二十一年法律第七号）に規定する特別経理会社をいう。以下同じ。）の有する資産については、その併合の日

の翌日

二　旧勘定のみを設けている特別経理会社で昭和二十八年一月一日後その旧勘定を廃止するものの有する資産については、その廃止の日

の翌日

三　昭和二十八年一月一日後決定整備計画（企業再建整備法に規定する決定整備計画をいう。以下同じ。）又は企業再編成計画書（過度

経済力集中排除法（昭和二十二年法律第二百七号）に規定する企業再編成計画書をいう。以下同じ。）の定めるところにより資産の出

資又は譲渡を受ける第二会社（企業再建整備法に規定する第二会社をいい、過度経済力集中排除法の施行に伴う企業再建整備法の特例

等に関する法律（昭和二十二年法律第二百八号）第二条の規定による第二会社を含む。以下同じ。）の当該出資又は譲渡を受ける資産

については、その出資又は譲渡を受ける日

四　昭和二十八年一月一日後旧日本占領地域に本店を有する会社の本邦内にある財産の整理に関する政令（昭和二十四年政令第二百九十

一号）に規定する決定整理計画書の定めるところにより在外会社（同令に規定する在外会社をいう。以下同じ。）から資産の出資又は

譲渡を受ける新会社（同令に規定する新会社をいう。以下同じ。）の当該出資又は譲渡を受ける資産については、その出資又は譲渡を

受ける日

五　旧産業設備営団法（昭和十六年法律第九十二号）の規定に基き昭和二十八年一月一日において産業設備営団から借り受けている資産

で同日後産業設備営団から譲渡を受けるものについては、その譲渡を受ける日

六　前各号に掲げる資産に準ずる資産で政令で定めるものについては、政令で定める日

（所有者とみなす場合）

第四条　信託財産については、その受益者がこれを有するものとみなして、この法律を適用する。但し、合同運用信託（信託会社又は信託

業務を兼営する銀行が引き受けた金銭信託で共同しない多数の委託者の信託財産を合同して運用するものをいう。以下同じ。）の信託財

産については、この限りでない。

２　前項の規定の適用については、基準日において受益者が特定していないとき、又はまだ存在していないときは、委託者又はその相続人

を受益者とみなす。

３　前二項の場合において、受益者が二人以上あるときは、これらの受益者がそれぞれその受けるべき利益の価額の割合に応じて信託財産

を有するものとみなす。

第四条の二　基準日において被相続人の有していた資産で相続又は遺贈に因りその相続人が取得したもの及び基準日において包括遺贈者の

有していた資産で昭和二十九年一月一日以後に包括遺贈に因りその包括遺贈者の相続人以外の者が取得したものは、この法律の適用につ

いては、当該財産を取得した者が基準日において有していたものとみなす。

（適用除外）

第五条　この法律の規定は、左の各号に掲げる法人には適用しない。

一　都道府県、市町村、特別区、地方公共団体の組合及び財産区

二から六まで　削除

七　日本育英会、私立学校振興会、社会保険診療報酬支払基金、日本放送協会、国民健康保険組合及び同連合会並びに健康保険組合及び

同連合会

八　土地改良区及び同連合、普通水利組合及び同連合、水害予防組合及び同連合、北海道土功組合、耕地整理組合及び同連合会並びに土

地区画整理組合

第二章　再評価資産の範囲及び再評価の時期

（法人の資産の再評価）

第六条　基準日においてこの法律の施行地に資産を有する法人は、当該資産について再評価を行うことができる。但し、左の各号に掲げる

資産については、この限りでない。

一　現金及びこれに準ずるもの（日本銀行の有する金及び銀を含む。）

二　預金、貯金、貸付金、売掛金その他の債権（借地権たる賃借権を除く。）

三　国債、地方債、社債、株式その他の有価証券（出資を含む。）

四　商品、原材料、製品、半製品、仕掛品、貯蔵品その他のたな卸資産

２　前項の規定は、信託会社又は信託業務を兼営する銀行の有する合同運用信託の信託財産については適用しない。

（帳簿価額のない資産の再評価）

第七条　法人の有する資産で基準日において帳簿価額のないものについては、前条第一項の規定にかかわらず、再評価を行うことができな

い。但し、左の各号に掲げる資産については、この限りでない。

一　当該資産の取得後基準日までに減価償却又は帳簿価額の減額に因り帳簿価額がなくなつた資産で、その償却額及び帳簿価額の減少額

の合計金額のうちに法人税法の規定による所得の金額の計算上損金の額に算入されなかつた金額があるもの

二　当該資産の取得後基準日までに資産として財産目録又は貸借対照表に記載されなかつた資産で、その取得価額に相当する金額が基準

日を含む事業年度以前の事業年度の法人税法の規定による所得の金額の計算上益金の額に算入されたもの

三　当該資産の取得後基準日までに資産として財産目録又は貸借対照表に記載されなかつた資産で、再評価日の直前においてその取得価

額に相当する金額がその帳簿価額として財産目録又は貸借対照表に記載されたもの

四　賠償指定施設（昭和二十五年一月一日において旧工場、事業場等の管理に関する件（昭和二十一年商工・文部省令第一号）第一条又

は旧造船関係の工場、事業場等の管理に関する件（昭和二十一年運輸省令第三十二号）第一条の規定により指定されていた施設（当該

施設に附随する施設でその指定されていた施設の賠償による撤去に伴い滅失、
ヽ

き損又は損壊することが予想されていたものを含む。）

をいう。以下同じ。）

五　前号に掲げる資産に準ずる資産で政令で定めるもの

（個人の減価償却資産の再評価）

第八条　基準日（昭和三十六年十二月三十一日以前に到来するものに限る。以下第十条までにおいて同じ。）においてこの法律の施行地に

減価償却資産を有する個人は、当該資産について再評価を行うことができる。

２　基準日において個人がこの法律の施行地に有する減価償却資産のうち家屋について基準日以後昭和三十六年十二月三十一日までの間に

譲渡（出資を含む。第二十九条を除き以下同じ。）、贈与又は遺贈（包括遺贈又は被相続人の相続人に対する遺贈を除く。以下この章、第
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二章、第二十六条、第四章、第四十七条第一項、第五十三条第三項、第五十四条第一項、第六十二条第二項、第六十三条第三項及び第九

章において同じ。）があつた場合においては、当該家屋については、前項の規定により再評価を行つたかどうかを問わず、基準日現在に

おいて、第二十六条に規定する再評価額により再評価が行われたものとみなす。但し、前項の規定により行つた再評価の再評価額が第十

七条第一項本文、第三項又は第四項の規定により計算した再評価額の限度額に達しているときは、この限りでない。

（個人の減価償却資産以外の資産の再評価）

第九条　基準日において個人がこの法律の施行地に有する土地、立木、事業の用に供していない家屋その他の資産（減価償却資産を除く。）

について基準日以後昭和三十六年十二月三十一日までの間に譲渡、贈与又は遺贈があつた場合においては、当該資産については、基準日

現在において、第二十条第二項、第二十一条第二項又は第二十五条に規定する再評価額により再評価が行われたものとみなす。但し、第

六条第一項各号に掲げる資産及び所得税法第九条第一項第八号に規定する資産については、この限りでない。

（非事業用資産を事業の用に供した場合の再評価）

第十条　第八条第一項の規定は、個人が基準日においてこの法律の施行地に有する事業の用に供していない資産を同日後昭和三十六年十二

月三十一日までの間にその事業の用に供したため、当該資産が減価償却資産に該当することとなつた場合について準用する。

２　前項の場合においては、前条の規定は、当該資産をその事業の用に供した日以後は適用しない。

３　第八条第二項の規定は、個人が基準日においてこの法律の施行地に有する事業の用に供していない家屋を同日後にその事業の用に供し

た場合において、当該家屋についてその事業の用に供した日以後に譲渡、贈与又は遺贈があつたとき（当該譲渡、贈与又は遺贈が昭和三

十六年十二月三十一日以前にあつたときに限る。）について準用する。

（資産の所在）

第十一条　第六条及び第八条から前条までの規定の適用について左の各号に掲げる資産がこの法律の施行地にあるかどうかについては、当

該各号に規定するところによる。

一　動産又は不動産若しくは不動産の上に存する権利については、その動産又は不動産の所在。但し、船舶については、船籍の所在

二　鉱業権については、鉱区の所在

三　漁業権については、漁場に最も近い沿岸の所在

四　特許権、実用新案権、意匠権又は商標権については、その登録をした機関の所在

五　前各号に掲げる資産以外の営業所又は事業所に係る営業上又は事業上の権利については、その営業所又は事業所の所在

六　前各号に掲げる資産以外の資産については、権利者の住所又は居所の所在

第十二条　削除

（事業用資産の再評価の時期）

第十三条　第六条第一項の規定による再評価は、昭和二十八年中に開始する事業年度開始の日のいずれか一の日及び昭和二十九年中に開始

する事業年度開始の日のいずれか一の日現在において行うことができる。但し、第三条各号に掲げる資産についての再評価は、当該資産

についての基準日が左の各号のいずれに該当するかに応じ、当該各号に掲げる日現在において行うことができる。

一　基準日が昭和二十八年十二月三十一日以前に到来した資産については、その基準日又は基準日後同年十二月三十一日までに開始する

事業年度開始の日のいずれか一の日及び昭和二十九年中に開始する事業年度開始の日のいずれか一の日

二　基準日が昭和二十九年中に到来した資産については、その基準日又は基準日後同年十二月三十一日までに開始する事業年度開始の日

のいずれか一の日

三　基準日が昭和三十年一月一日以後到来した資産については、その基準日

２　法人（第三十九条第一項各号及び法人税法第二条第七号に規定する協同組合等を除く。）の事業年度が六月をこえる場合においては、

前項の規定の適用については、当該事業年度開始の日から六月を経過した日の前日まで及びその翌日から当該事業年度終了の日までをそ

れぞれ一事業年度とみなす。

３　第八条第一項の規定による再評価は、昭和二十八年一月一日及び昭和二十九年一月一日現在において行うことができる。但し、第三条

各号に掲げる資産についての再評価は、当該資産についての基準日が左の各号のいずれに該当するかに応じ、当該各号に掲げる日現在に

おいて行うことができる。

一　基準日が昭和二十八年十二月三十一日以前に到来した資産については、その基準日及び昭和二十九年一月一日

二　基準日が昭和二十九年一月一日以後到来した資産については、その基準日

４　第十条第一項において準用する第八条第一項の規定による減価償却資産についての再評価は、当該資産をその事業の用に供した日（そ

の日が昭和二十八年十二月三十一日以前であるときは、その日及び昭和二十九年一月一日）現在において行うことができる。

（合併の場合における再評価）

第十四条　法人が昭和二十八年中に合併した場合又は法人が昭和二十九年中に合併し、且つ、被合併法人（合併に因り消滅した法人をい

う。以下同じ。）が昭和二十九年一月一日から当該合併の日までの間に第六条第一項の規定による再評価を行つていない場合においては、

合併法人（合併に因り設立した法人又は合併後存続する法人をいう。以下同じ。）は、合併の時期及び昭和二十八年中に被合併法人が再

評価を行つたかどうかの区分に応じ、左に掲げる日現在において、当該合併に因り取得した同項に規定する資産について、再評価を行う

ことができる。

一　昭和二十八年中に合併が行われ、且つ、被合併法人が既に第六条第一項の規定による再評価を行つているときは、昭和二十九年中に

開始する事業年度開始の日のいずれか一の日

二　昭和二十八年中に合併が行われ、且つ、被合併法人が第六条第一項の規定による再評価を行つていないときは、当該合併の日又は同

日後昭和二十八年十二月三十一日までに開始する事業年度開始の日のいずれか一の日及び昭和二十九年中に開始する事業年度開始の日

のいずれか一の日

三　昭和二十九年中に合併が行われたときは、当該合併の日又は同日後同年十二月三十一日までに開始する事業年度開始の日のいずれか

一の日

２　前項の規定は、合併法人が合併に因り取得した資産のうち第三条各号に掲げる資産で当該合併の日までにその基準日の到来したものに

ついては、各別に他の資産と区別して適用する。

３　法人が昭和三十年一月一日以後合併した場合において、合併法人が当該合併に因り取得した資産のうちに被合併法人が再評価を行わな

かつた第三条各号に掲げる資産でその基準日から当該合併の日までの期間が六月以内であるものがあるときは、合併法人は、当該資産に

ついて、合併の日現在において再評価を行うことができる。

４　第六条第二項の規定は、第一項及び前項の場合について準用する。

５　前条第二項の規定は、第一項の事業年度について準用する。

第十五条　削除
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（死亡の場合の再評価の承継）

第十六条　個人が昭和二十九年十月三十一日以前に死亡した場合において、当該個人がその死亡した年において第八条第一項の規定による

再評価を行つていないときは、当該個人の相続人（包括受遺者を含む。以下同じ。）は、当該個人が基準日において有していた減価償却

資産について、その死亡した年の一月一日（第三条各号に掲げる資産でその基準日がその死亡した年の一月一日後死亡の日までに到来し

たものについては、その基準日）現在において再評価を行うことができる。

２　第三条各号の規定により当該資産についての基準日が昭和二十九年十月三十一日後昭和三十六年十二月三十一日までの間に到来する減

価償却資産を有していた個人がその基準日から基準日の属する年の翌年三月十五日までに死亡した場合において、当該個人が当該資産に

ついて第八条第一項の規定による再評価を行つていないときは、当該個人の相続人は、当該資産について、その基準日現在において再評

価を行うことができる。

３　第十条第一項の場合において、当該個人が同項に規定する資産をその事業の用に供した年の翌年三月十五日（昭和二十八年中に当該資

産を事業の用に供したときは、昭和三十年三月十五日）までに死亡し、且つ、当該資産について同項の規定による再評価を行つていない

ときは、当該個人の相続人は、当該資産について、その事業の用に供した日（その日が昭和二十八年十二月三十一日以前であつて、且

つ、当該個人の死亡の日が昭和二十九年三月十五日後であるときは、昭和二十九年一月一日）現在において再評価を行うことができる。

４　前三項の場合において、相続人が二人以上あるときは、前三項の規定による再評価は、共同して行わなければならない。

５　第一項から第三項までの規定により相続人が行つた再評価は、被相続人（包括の名義で遺贈した者を含む。第二十九条を除き以下同

じ。）が行つたものとみなす。

６　前五項の相続人には、相続人の相続人を含むものとする。

７　第十四条第二項の規定は、第一項の場合について準用する。この場合において、第十四条第二項中「合併法人」とあるのは「相続人」

と、「合併に因り」とあるのは「相続に因り」と、「合併の日」とあるのは「被相続人の死亡の日」と読み替えるものとする。

第三章　再評価の基準

（有形減価償却資産の再評価額）

第十七条　有形減価償却資産（鉱業の用に供する有形減価償却資産で個人の有する家屋以外のものを除く。以下この条において同じ。）の

再評価額は、当該資産の取得価額にその取得の時期及び耐用年数（法人の有する資産については法人税法の規定により、個人の有する資

産については所得税法の規定により再評価日において当該資産について定められている耐用年数をいう。以下同じ。）並びに再評価の時

期に応じて定められた別表第一又は別表第二の倍数を乗じて算出した金額をこえることができない。但し、昭和二十五年一月一日前に取

得した有形減価償却資産でその耐用年数が旧耐用年数（同日において法人税法又は所得税法の規定により当該資産について定められてい

た耐用年数をいう。）に比して短いものの再評価額は、本文の規定による再評価の限度額をこえ、第一号に掲げる金額から第二号に掲げ

る金額を控除した金額以下の金額とすることができる。

一　当該資産の取得価額にその取得の時期及び旧耐用年数に応じて定められた改正前の法別表第一の倍数を乗じて算出した金額を一・五

倍した金額

二　当該資産を昭和二十五年一月一日において前号に掲げる金額により取得したものとみなした場合において同日以後再評価日までの期

間につき法人税法又は所得税法の規定による所得の金額の計算上損金の額又は必要経費に算入されるべき償却額の限度額の累計額

２　法人の有する有形減価償却資産で当該法人がその製作又は改良の完成のために一年以上の期間を要したものについては、当該法人が当

該資産を製作又は改良するために支出した時期ごとに左の算式により計算した金額の合計額をその取得価額とみなし、その製作又は改良

の完成の時期をその取得の時期とみなして、前項の規定を適用する。但し、第三十条の規定の適用を妨げない。

製作又は改良のために支出した金額×（当該支出の時期に応ずる別表第三の倍数／完成の時期に応ずる別表第三の倍数）

３　有形減価償却資産のうち個人の有する家屋で財産税調査時期前に取得したものについては、その財産税評価額をその取得価額とみな

し、財産税調査時期をその取得の時期とみなして、第一項の規定を適用する。

４　企業合理化促進法（昭和二十七年法律第五号）第四条又は旧租税特別措置法（昭和二十一年法律第十五号）第五条の五から第五条の八

まで若しくは第二十一条の規定の適用を受ける資産についてその取得の日以後再評価日の前日までの期間につき法人又は個人が行つた償

却の額（法人税法又は所得税法の規定による所得の金額の計算上損金の額又は必要経費に算入された、又は算入されるべき償却額に限

る。）の累計額がこれらの規定の適用がないものとして計算した場合における法人税法又は所得税法の規定による所得の金額の計算上損

金の額又は必要経費に算入される償却額の限度額（以下「普通償却範囲額」という。）の累計額をこえる場合においては、当該資産の再

評価額は、前三項の規定にかかわらず、これらの規定により算出した金額からそのこえる金額を控除した金額をこえることができない。

（無形減価償却資産の再評価額）

第十八条　無形減価償却資産（鉱業権を除く。）の再評価額は、当該資産の取得価額にその資産の種類及び取得の時期並びに再評価の時期

に応じて定められた別表第四又は別表第五の倍数を乗じて算出した金額をこえることができない。

（鉱業用減価償却資産の再評価額）

第十九条　鉱業の用に供する有形減価償却資産（個人の有する家屋を除く。）及び鉱業権の再評価額は、当該資産の取得の時期から再評価

日の前日までの普通償却範囲額の累計額を当該資産の取得価額から控除した金額に、その取得の時期に応じて定められた別表第三の倍数

を乗じて算出した金額をこえることができない。

２　第十七条第二項及び第四項の規定は、前項の場合について準用する。

（その他の事業用資産の再評価額）

第二十条　事業の用に供する資産のうち減価償却資産、土地及び土地の上に存する権利（地上権、永小作権、地役権及び借地権たる賃借権

をいう。以下同じ。）以外のもの（以下「その他の事業用資産」という。）で法人の有するものの再評価額は、当該資産の取得価額にその

取得の時期に応じて定められた別表第三の倍数を乗じて算出した金額をこえることができない。

２　個人の有するその他の事業用資産の再評価額は、財産税調査時期前に取得したものについては、その財産税評価額を二十五倍した金額

とし、財産税調査時期後に取得したものについては、その取得価額にその取得の時期に応じて定められた別表第六の倍数を乗じて算出し

た金額とする。

（土地及び土地の上に存する権利の再評価額）

第二十一条　法人の有する土地及び土地の上に存する権利の再評価額は、その取得価額にその取得の時期に応じて定められた別表第七の倍

数を乗じて算出した金額をこえることができない。

２　個人の有する土地及び土地の上に存する権利の再評価額は、財産税調査時期前に取得したものについては、その財産税評価額を四十倍

した金額とし、財産税調査時期後に取得したものについては、その取得価額にその取得の時期に応じて定められた別表第七の倍数を乗じ

て算出した金額とする。

第二十二条から第二十四条まで　削除
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（個人のその他の非事業用資産の再評価額）

第二十五条　個人の有する家屋で事業の用に供しないものの再評価額は、当該家屋の取得価額にその取得の時期及び耐用年数に応じて定め

られた別表第一の倍数を乗じて算出した金額とする。この場合において、財産税調査時期前に取得したものについては、その財産税評価

額をその取得価額とみなし、財産税調査時期をその取得の時期とみなす。

２　個人の有する資産で事業の用に供しないもの（土地、土地の上に存する権利及び家屋を除く。）の再評価額は、財産税調査時期前に取

得したものについては、その財産税評価額を二十五倍した金額とし、財産税調査時期後に取得したものについては、その取得価額にその

取得の時期に応じて定められた別表第六の倍数を乗じて算出した金額とする。

（個人の事業用家屋について譲渡等があつた場合の再評価額）

第二十六条　個人の有する家屋でその事業の用に供しているものについて譲渡、贈与又は遺贈があつた場合における第八条第二項（第十条

第三項において準用する場合を含む。以下同じ。）の規定により行われたものとみなされた再評価の再評価額は、前条第一項の規定に準

じて計算した金額とする。

（非事業用資産を事業の用に供した場合の再評価額）

第二十七条　第十条第一項において準用する第八条第一項の規定又は第十六条第三項の規定により再評価を行う場合における減価償却資産

の再評価額は、第十七条から第十九条までの規定にかかわらず、当該資産について基準日現在において再評価を行つたものとしてこれら

の規定を適用した場合における再評価額の限度額から、基準日から当該資産をその事業の用に供した日までの期間に応じて大蔵省令で定

めるところにより計算した減価の価額を控除した金額をこえることができない。

（事業用と非事業用とに併用されている資産についての再評価）

第二十八条　個人の有する資産が基準日においてその者の事業の用と事業以外の用とに併用されている場合においては、当該資産のうち事

業の用に供されている割合に相当する部分は、事業の用に供する資産とみなし、その他の部分は、事業の用に供しない資産とみなして、

この法律を適用する。

２　前項に規定する資産の事業の用に供されている割合が基準日後増加した場合においては、当該資産のうちその増加した割合に相当する

部分は、基準日後その事業の用に供したものとみなす。

（取得の時期及び取得価額の特例）

第二十九条　左の各号に掲げる資産については、当該各号に掲げる時期及び金額を、それぞれその取得の時期及び取得価額とみなす。但

し、第八条第二項又は第九条の規定により再評価が行われたものとみなされる場合を除き、当該資産を基準日において有する者の当該資

産の取得の時期及び取得価額をその取得の時期及び取得価額とすることを妨げない。

一　決定整備計画又は企業再編成計画書の定めるところにより第二会社が出資又は譲渡を受けた資産については、当該資産を出資又は譲

渡した会社の当該資産の取得の時期及び取得価額

二　金融機関再建整備法（昭和二十一年法律第三十九号）の規定により同法に規定する譲受金融機関が同法に規定する譲渡金融機関から

譲渡を受けた資産については、当該譲渡金融機関の当該資産の取得の時期及び取得価額

三　旧日本占領地域に本店を有する会社の本邦内にある財産の整理に関する政令に規定する決定整理計画書の定めるところにより新会社

が在外会社から出資又は譲渡を受けた資産については、当該在外会社の当該資産の取得の時期及び取得価額

四　農業協同組合法の制定に伴う農業団体の整理等に関する法律（昭和二十二年法律第百三十三号）の規定に基き農業協同組合又は農業

協同組合連合会が同法に規定する農業団体から譲渡を受けた資産については、当該農業団体の当該資産の取得の時期及び取得価額

五　水産業協同組合法の制定に伴う水産業団体の整理等に関する法律（昭和二十三年法律第二百四十三号）の規定に基き水産業協同組合

が同法に規定する水産業団体から譲渡を受けた資産については、当該水産業団体の当該資産の取得の時期及び取得価額

六　中小企業等協同組合法施行法（昭和二十四年法律第百八十二号）の規定に基き中小企業等協同組合又は農業協同組合若しくは農業協

同組合連合会が同法に規定する旧組合から譲渡を受けた資産については、当該旧組合の当該資産の取得の時期及び取得価額

七　旧産業設備営団法の規定に基き産業設備営団から資産を借り受けていた者が産業設備営団から譲渡を受けた当該資産については、産

業設備営団の当該資産の取得の時期及び取得価額

八　戦時補償特別措置法（昭和二十一年法律第三十八号）第六十条第一項の規定により国、地方公共団体若しくは特定機関（同法第一条

に規定する特定機関をいう。以下この号において同じ。）から譲渡を受けた資産については、その譲渡を受けた者が国、地方公共団体

若しくは特定機関に対し譲渡し、又は国、地方公共団体若しくは特定機関に収用される前におけるその者の当該資産の取得の時期及び

取得価額

九　企業整備その他事業の統制のため法令に基き又は行政官庁の指導若しくは
ヽ

あ
ヽ

つ旋により昭和二十年八月以前において法人が著しく低

い価額の対価で出資者から出資又は譲渡を受けた資産については、その出資者の当該資産の取得の時期及び取得価額

十　企業整備その他事業の統制のため法令に基き又は行政官庁の指導若しくは
ヽ

あ
ヽ

つ旋により昭和二十年八月以前において資産の出資又は

譲渡を受けた法人又は個人から、同月後著しく低い価額の対価で法人又は個人が出資又は譲渡を受けた資産については、当該資産を出

資若しくは譲渡した者又は当該資産の出資若しくは譲渡を受けた者のうちで、当該資産を最初に取得した者の当該資産の取得の時期及

び取得価額

十一　合併法人が合併に因り取得した資産については、被合併法人（当該被合併法人が合併に因り設立した法人又は合併後存続した法人

である場合においては、当該合併に因り消滅した法人）の当該資産の取得の時期及び取得価額

十二　前各号の二以上に該当する資産については、当該各号に掲げる取得の時期のうち最も古い取得の時期及びその時期における取得価

額（その取得の時期及び取得価額が不明の場合においては、知ることができる最も古い取得の時期及びその時期における取得価額）

十三　個人が贈与、相続又は遺贈に因り取得した減価償却資産（家屋を除く。）でその贈与者、被相続人又は遺贈者（これらの者が当該

資産を贈与、相続又は遺贈に因り取得した場合においては、その贈与者、被相続人又は遺贈者。以下この条において同じ。）の当該資

産の取得の時期が財産税調査時期前であるものについては、財産税調査時期及びその財産税評価額

十四　個人が贈与、相続又は遺贈に因り取得した資産（前号の規定に該当するもの並びに昭和二十五年四月一日から昭和二十六年十二月

三十一日までの間に相続又は被相続人からの遺贈に因り取得したもの、昭和二十五年四月一日から昭和二十八年十二月三十一日までの

間に被相続人以外の者からの包括遺贈に因り取得したもの及び昭和二十五年四月一日以後贈与又は被相続人以外の者からの特定遺贈に

因り取得したものを除く。）については、贈与者、被相続人又は遺贈者の当該資産の取得の時期及び取得価額

十五　前各号に掲げる資産に準ずる資産で政令で定めるものについては、政令で定める時期及び価額

第三十条　第十七条から第二十条まで又は第二十五条に規定する資産で一年以上の期間にわたつて取得したものについては、当該期間の末

日の属する時期をその取得の時期とみなし、当該資産を取得するために要した金額の合計額をその取得価額とみなすことができる。

第三十一条　法人が基準日前に帳簿価額の減額（固定資産の減価償却を除く。以下同じ。）をした資産でその帳簿価額の減少額が法人税法

の規定による所得の金額の計算上損金の額に算入されたものについては、その減額をした時（二回以上減額をした場合においては、最後

に減額をした時）の属する時期をその取得の時期とみなし、その減額をした直後の帳簿価額をその取得価額とみなす。
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２　前項の規定は、その帳簿価額の減少額に相当する金額が企業再建整備法に規定する特別損失の計算上同法第三条第一号に掲げる金額と

して計上された場合又は金融機関再建整備法に規定する確定損として計上された場合における帳簿価額の減額については適用しない。

（取得の時期又は取得価額の不明な資産）

第三十二条　個人が財産税調査時期前に取得した減価償却資産（家屋を除く。）で取得の時期又は取得価額の不明なものについては、財産

税調査時期をその取得の時期とみなし、その財産税評価額をその取得価額とみなす。

２　法人が財産税調査時期前に取得した土地、土地の上に存する権利又は家屋で取得の時期又は取得価額の不明なものについては、財産税

調査時期をその取得の時期とみなし、その財産税評価額をその取得価額とみなす。

第三十三条　前条に規定する資産以外の資産で取得の時期又は取得価額の不明なものの取得の時期及び取得価額については、内閣府令・財

務省令で定めるところによる。

（財産税評価額のない資産）

第三十四条　財産税調査時期にあつた資産で財産税評価額がないものについては、大蔵省令で定める価額をその財産税評価額とみなす。

（陳腐化した資産等）

第三十五条　再評価日において陳腐化している資産その他の資産であつてその再評価日における価額が当該資産について第十七条から第二

十条第一項まで又は第二十一条第一項の規定により算出される再評価額の限度額より明らかに、かつ、著しく低いものの再評価額は、こ

れらの規定にかかわらず、内閣府令・財務省令で定める金額を超えることができない。

第四章　再評価税

（納税義務者）

第三十六条　第六条第一項、第八条第一項（第十条第一項において準用する場合を含む。）又は第十四条第一項若しくは第三項の規定によ

り再評価を行つた者、第十六条第五項の規定により再評価を行つたものとみなされた者及び第八条第二項又は第九条の規定により再評価

が行われたものとみなされた資産を基準日において有していた者は、この法律により再評価税を納める義務がある。

（課税の対象）

第三十七条　再評価税は、第四十条又は第四十二条に規定する再評価差額について課する。

２　基準日において個人がこの法律の施行地に有する資産について基準日以後に譲渡、贈与又は遺贈があり、第八条第二項又は第九条の規

定により再評価が行われたものとみなされる場合においては、当該資産についての前項に規定する再評価差額は、同項に規定する再評価

差額から十五万円（その譲渡、贈与又は遺贈があつた年において、当該資産（以下「みなす再評価資産」という。）以外に、基準日にお

いて当該個人がこの法律の施行地において有する資産で、これについてその年において譲渡、贈与又は遺贈があり、第八条第二項又は第

九条の規定により譲渡があつたものとみなされたもの（以下「他のみなす再評価資産」という。）がある場合においては、当該みなす再

評価資産についての前項に規定する再評価差額が、当該再評価差額と当該他のみなす再評価資産についての同項に規定する再評価差額

（当該他のみなす再評価資産が二以上ある場合においては、再評価差額の合計額）との総額に対して有する割合を十五万円に乗じて得た

額）を控除した額とする。

（納税義務の継承）

第三十八条　合併法人は、被合併法人が再評価日において有していた資産についての再評価差額について再評価税を納める義務がある。

２　相続の開始があつた場合においては、相続人は、被相続人が再評価日において有していた資産についての再評価差額について再評価税

を納める義務がある。

３　前項の場合において相続人が二人以上あるときは、各相続人が納付すべき再評価税は、当該再評価税額を各相続人が相続に因り受けた

利益の価額に
ヽ

あ
ヽ

ん分して計算した額による。この場合において、各相続人は、他の相続人の納付すべき再評価税について、その受けた利

益の価額を限度として、連帯納付の責に任ずる。

（公益法人等に対する課税の特例）

第三十九条　左の各号に掲げる法人が、その有する収益事業（法人税法第二条第十三号に規定する収益事業をいう。以下同じ。）に属する

資産以外の資産について再評価を行つた場合においては、当該再評価に係る再評価差額については、再評価税を課さない。

一　日本赤十字社、民法第三十四条の規定により設立した法人、社会福祉法人、更生保護法人、宗教法人並びに学校法人及び私立学校法

（昭和二十四年法律第二百七十号）第六十四条第四項の規定により設立した法人

二　弁護士会及び日本弁護士連合会並びに日本弁理士会

三　法人たる労働組合及び国家公務員法（昭和二十二年法律第百二十号）又は地方公務員法（昭和二十五年法律第二百六十一号）に基く

法人たる国家公務員又は地方公務員の団体

四　漁船保険組合、漁船保険中央会、農業共済組合及び同連合会、国家公務員共済組合及び同連合会並びに町村職員恩給組合連合会

五　住宅組合、海外移住組合及び同連合会並びに負債整理組合

六　損害保険料率算出団体及び家畜登録協会

七　鉱害復旧事業団

２　前項各号に掲げる法人がその有する収益事業に属する資産について再評価を行つた場合においては、当該再評価に係る再評価差額のう

ち、当該資産（当該法人が昭和二十五年一月一日前から引き続き有していたものに限る。）について昭和二十五年一月一日現在において

旧再評価を行つたものとして改正前の法第三章の規定を適用して算出した旧再評価の限度額から当該資産の同日の直前における帳簿価額

（旧再評価を行つた資産については、旧再評価額）を控除した金額に達するまでの金額については、再評価税を課さない。

（法人の資産についての課税標準）

第四十条　法人が再評価を行つた資産についての再評価差額は、当該資産の再評価額から再評価日の直前における当該資産の帳簿価額を控

除した金額とする。

２　左の各号に掲げる場合においては、それぞれ当該各号に掲げる金額（既に再評価又は旧再評価を行つた資産について再評価を行つた場

合において、当該金額のうち既にこの項又は改正前の法第四十条第二項の規定の適用を受け、再評価日又は旧再評価日の直前における当

該資産の帳簿価額に加算された金額があるときは、当該加算された金額の合計額を控除した金額）を再評価日の直前における当該資産の

帳簿価額に加算した金額をもつて前項に規定する当該資産の帳簿価額として、同項の規定を適用する。

一　当該資産について再評価日前に減価償却又は帳簿価額の減額をした場合において、その償却額又は減少額のうちに法人税法の規定に

よる所得の金額の計算上損金の額に算入されなかつた金額又は算入されるべきでなかつた金額があるときは、当該金額

二　当該資産の最初の帳簿価額がその取得価額に満たない場合においては、その満たない金額

３　左の各号に掲げる場合においては、第一項の規定にかかわらず、それぞれ当該各号に掲げる金額をもつて同項に規定する資産について

の再評価差額とする。
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一　企業再建整備法の規定による仮勘定を設けている会社が再評価を行つた場合において、その再評価を行つた資産について第百条第一

項から第三項までの規定により仮勘定として貸借対照表の負債の部に計上すべき金額があるときは、その金額を当該資産について第一

項の規定により計算した金額から控除した金額

二　企業再建整備法の規定による仮勘定を設けていない会社がその有する賠償指定施設又は政令で定める資産で同法に規定する特別損失

の計算上同法第三条第一号に掲げる金額として計上した金額があるものについて再評価を行つた場合においては、その金額（当該資産

が企業再建整備法による旧勘定及び新勘定を併合した日以後賠償指定施設の指定の解除を受けたものであるときは、企業再建整備法に

よる旧勘定及び新勘定を併合した日において同法第三条第一号ニに掲げる金額として計上した金額のうち当該資産に係るものに相当す

る金額をもつて当該資産を取得したものとみなした場合において、その併合した日以後当該指定の解除があつた日までに終了した各事

業年度において法人税法及び同法に基く命令の規定により所得の金額の計算上損金の額に算入されるべきであつた当該資産の減価償却

費の額の合計額を、企業再建整備法第三条第一号ニに掲げる金額として計上した金額のうち当該資産に係るものに相当する金額から控

除した金額）を当該資産について第一項の規定により計算した金額から控除した金額

三　第二会社に対し第三条第三号に規定する出資又は譲渡をする法人（以下この条において「旧会社」という。）が企業再建整備法によ

る旧勘定及び新勘定を併合した日以後、当該第二会社が、その出資又は譲渡に係る賠償指定施設について再評価を行つた場合において

は、当該資産の当該出資又は譲渡の日の直前の帳簿価額（当該帳簿価額が、旧会社がその併合した日において同法第三条第一号ニに掲

げる金額として計上した金額のうち当該資産に係るものに相当する金額をもつて当該資産を取得したものとみなした場合において、そ

の併合した日以後当該資産について賠償の指定の解除があつた日までに終了した各事業年度において法人税法及び同法に基く命令の規

定により所得の金額の計算上損金の額に算入されるべきであつた当該資産の減価償却費の額の合計額を、企業再建整備法第三条第一号

ニに掲げる金額として計上した金額のうち当該資産に係るものに相当する金額から控除した金額に満たないときは、その控除後の金

額）を当該資産の再評価額から控除した金額

４　法人が既に再評価又は旧再評価を行つた資産について再評価を行つた場合において、既に前項第二号若しくは第三号又は改正前の法第

四十条第三項第二号若しくは第三号の規定の適用を受け、当該資産について第一項又は改正前の法第四十条第一項の規定により計算した

金額から控除された金額があるときは、当該資産について企業再建整備法に規定する特別損失の計算上同法第三条第一号に掲げる金額と

して計上した金額から当該控除された金額の合計額を控除した金額を、同号に掲げる金額として計上した金額とみなして、前項の規定を

適用する。

第四十一条　削除

（個人の資産についての課税標準）

第四十二条　個人が第八条第一項（第十条第一項において準用する場合を含む。以下この条において同じ。）又は第十六条の規定により再

評価を行つた減価償却資産についての再評価差額は、第二項の規定に該当する場合を除く外、当該資産の再評価額から左の各号に掲げる

金額を控除した金額とする。

一　財産税調査時期前に取得した資産については、当該資産の財産税評価額から財産税調査時期後再評価日までの期間に応じて所得税法

の規定による所得の金額の計算上必要経費に算入される償却額の累計額を控除した金額

二　財産税調査時期後に取得した資産については、当該資産の取得価額からその取得の日以後再評価日までの期間に応じて所得税法の規

定による所得の金額の計算上必要経費に算入される償却額の累計額を控除した金額

２　個人が既に再評価又は旧再評価を行つた資産について再評価を行つた場合における当該資産についての再評価差額は、既に行つた再評

価又は旧再評価のうち最後に行つたものに係る再評価額又は旧再評価額からその最後に行つた再評価の再評価日又は旧再評価の旧再評価

日以後再評価日までの期間に応じて所得税法による所得の金額の計算上必要経費に算入される償却額の累計額を控除した金額を当該資産

の再評価額から控除した金額とする。

３　個人が再評価及び旧再評価を行わなかつた家屋で第八条第二項の規定により再評価が行われたものとみなされたもの又は第九条の規定

により再評価が行われたものとみなされた資産についての再評価差額は、当該資産の再評価額から第一項各号に掲げる金額（第九条の規

定により再評価が行われたものとみなされた資産については、同項中「所得の金額の計算上必要経費に算入される償却額」とあるのを

「減価の価額」と読み替えた場合における同項各号に掲げる金額。以下この項において同じ。）を控除した金額（所得税法第三十八条第二

項に規定する資産のうち同項第一号の業務の用以外の用に供されているものについては、当該金額から基準日以後当該資産について譲

渡、贈与又は遺贈があつた日までの期間に応じて大蔵省令で定めるところにより計算した償却額又は減価の価額を控除した金額）とす

る。但し、当該資産（当該資産について基準日後改良又は増設が行われた場合においては、その改良又は増設の部分を除く。）の譲渡価

額（譲渡のために経費を要したときは、その経費を控除した金額。以下同じ。）又は贈与若しくは遺贈があつた時における価額が当該資

産の再評価額（所得税法第三十八条第二項に規定する資産のうち同項第一号の業務の用以外の用に供されているものについては、本文に

規定する償却額又は減価の価額を控除した金額）に満たない場合における当該資産についての再評価差額は、当該譲渡価額又は贈与若し

くは遺贈があつた時における価額から第一項各号に掲げる金額を控除した金額とする。

４　個人が既に再評価又は旧再評価を行つた家屋について第八条第二項の規定により再評価が行われたものとみなされた場合における当該

家屋についての再評価差額は、第一号に掲げる金額から第二号に掲げる金額を控除した金額とする。

一　第二十六条に規定する再評価額から基準日以後当該家屋について譲渡、贈与又は遺贈があつた日までの期間に応じて大蔵省令で定め

るところにより計算した償却額を控除した金額（当該金額が当該家屋（当該家屋について基準日後改良又は増築が行われたときは、そ

の改良又は増築の部分を除く。）の譲渡価額又は贈与若しくは遺贈があつた時における価額をこえるときは、その価額に相当する金額）

二　既に行つた再評価又は旧再評価のうち最後に行つたものに係る再評価額又は旧再評価額から当該再評価の再評価日又は当該旧再評価

の旧再評価日から当該家屋について譲渡、贈与又は遺贈があつた日までの期間に応じて大蔵省令で定めるところにより計算した償却額

を控除した金額

５　前二項の場合において、著しく低い価額の対価で資産の譲渡があつたときは、その譲渡があつた時における価額を当該資産の譲渡価額

とみなす。

第四十三条　削除

（税率）

第四十四条　再評価税の税率は、再評価差額の百分の六とする。

第五章　再評価の申告

（法人の再評価の申告）

第四十五条　再評価を行つた法人は、再評価日を含む事業年度終了の日から二月以内に、その再評価を行つた資産について、再評価額の合

計額、再評価差額の合計額、再評価税額の合計額及び内閣府令・財務省令で定める事項を記載した申告書を納税地の所轄税務署長に提出

しなければならない。

２　前項の申告書には、内閣府令・財務省令で定めるところにより、その再評価を行つた資産について再評価額、再評価差額、再評価税額

及び再評価額の限度額（第十七条第一項ただし書に規定する資産について再評価を行つた場合において、当該資産の再評価額が同項本文
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の規定により計算した限度額以下であるときは、当該資産については、当該限度額）並びにこれらの額の算出に関し必要な事項を記載し

た明細書を添付しなければならない。

３　第一項の規定により申告書を提出しなければならない法人が申告書の提出前に合併に因り消滅した場合においては、合併法人は、前二

項の規定に準じて申告書を提出しなければならない。

４　第十三条第二項の規定は、第一項の事業年度について準用する。

（個人の減価償却資産の再評価の申告）

第四十六条　第八条第一項又は第十六条第一項の規定により再評価を行つた個人は、その再評価日の属する年の九月一日から十月三十一日

まで（第十六条第一項の規定により再評価を行う場合において、当該個人が相続の開始又は遺贈の事実があつたことを知つた日が昭和二

十八年七月一日以後であるときは、その知つた日から四月以内）に、その再評価を行つた資産について、再評価額の合計額、再評価差額

の合計額、再評価税額の合計額及び大蔵省令で定める事項を記載した申告書を納税地の所轄税務署長に提出しなければならない。但し、

第八条第一項の規定により再評価を行つた第三条各号に掲げる資産については、その再評価日の属する年の翌年三月十五日までに、これ

を提出しなければならない。

２　第十条第一項において準用する第八条第一項の規定により再評価を行つた個人は、その再評価日の属する年の翌年二月十六日から三月

十五日までに、当該資産について、前項に規定する事項を記載した申告書を納税地の所轄税務署長に提出しなければならない。

３　第十六条第二項又は第三項の規定により再評価を行つた個人は、相続の開始又は遺贈の事実があつたことを知つた日から四月を経過し

た日（その日が昭和二十八年十月三十一日以前であるときは、同日。以下この条において同じ。）までに、その再評価を行つた資産につ

いて、第一項に規定する事項を記載した申告書を納税地の所轄税務署長に提出しなければならない。

４　第四十五条第二項の規定は、前三項の申告書の提出について準用する。

５　第一項から第三項までの規定により申告書を提出しなければならない者が申告書の提出前に死亡した場合においては、相続人は、相続

の開始又は遺贈の事実があつたことを知つた日から四月を経過した日までに、前四項の規定に準じて申告書を提出しなければならない。

６　第八条第一項（第十条第一項において準用する場合を含む。以下同じ。）又は第十六条の規定により再評価を行つた個人が国税通則法

（昭和三十七年法律第六十六号）第百十七条第二項の規定による納税管理人の届出をしないで第一項から第三項までの規定による申告書

の提出期限前にこの法律の施行地に現住しないこととなる場合においては、その現住しないこととなる日までに、第一項から第四項まで

の規定に準じて申告書を提出しなければならない。

（個人の減価償却資産以外の資産の再評価の申告）

第四十七条　第八条第二項又は第九条の規定により再評価が行われたものとみなされた資産については、当該資産を譲渡し、又は贈与した

個人は、その譲渡し、又は贈与した日の属する年の翌年二月十六日から三月十五日までに、当該資産の遺贈があつた場合における当該個

人の相続人は、遺贈の事実があつたことを知つた日から四月を経過した日（その日が昭和二十八年十月三十一日以前であるときは、同

日）までに、当該資産について、再評価額、再評価差額及び再評価税額（当該資産が二以上ある場合においては、これらの額の合計額）

並びに大蔵省令で定める事項を記載した申告書を納税地の所轄税務署長に提出しなければならない。

２　第四十五条第二項の規定は、前項の申告書の提出について準用する。

３　第四十六条第五項及び第六項の規定は、第一項の規定により申告書を提出しなければならない者について準用する。

（修正申告書）

第四十八条　第四十五条の規定により申告書を提出した法人又は第四十六条の規定により申告書を提出した個人は、その申告書又はこれに

添付した明細書に記載した再評価額が第三章に規定する限度額を超えている場合又は再評価差額の計算に誤りがある場合においては、こ

れらの申告書の提出期限から六月以内に限り、これらの申告書について第六十九条の規定による更正の通知があるまでは、これらの申告

書又は明細書の記載事項のうち修正すべき事項及び内閣府令・財務省令で定める事項を記載した修正申告書を納税地の所轄税務署長に提

出することができる。

２　前項の場合において、第三章に規定する限度額をこえている再評価額を修正するときは、その修正申告書に記載すべき再評価額は、そ

の限度額に相当する金額としなければならない。

３　前条の規定により申告書を提出した個人は、その申告書又はこれに添附した明細書に記載した事項に誤がある場合においては、その申

告書について第六十九条の規定による更正の通知があるまでは、その申告書又は明細書の記載事項のうち修正すべき事項及び大蔵省令で

定める事項を記載した修正申告書を納税地の所轄税務署長に提出することができる。

４　第一項又は前項の修正申告書には、内閣府令・財務省令で定めるところにより、再評価額、再評価差額又は再評価税額の修正に関し必

要な事項を記載した明細書を添付しなければならない。

５　第一項の規定により修正申告書を提出することができる法人が修正申告書を提出しないで合併に因り消滅した場合においては、合併法

人は、第一項、第二項及び前項の規定に準じて修正申告書を提出することができる。

６　第一項又は第三項の規定により修正申告書を提出することができる個人が修正申告書を提出しないで死亡した場合においては、相続人

は、第一項から第四項までの規定に準じて修正申告書を提出することができる。

（申告書提出期限の延長）

第四十九条　国税庁長官は、都道府県の全部又は一部にわたり、通信交通の困難その他やむを得ない事由があると認めるときは、地域及び

期日を指定して、第四十五条から第四十七条までに規定する申告書の提出期限を延長することができる。

２　国税庁長官は、前項の指定をしたときは、これを告示する。

３　税務署長は、災害その他やむを得ない事由があると認めるときは、納税義務者の申請により、期日を指定し、第四十五条から第四十七

条までに規定する申告書の提出期限を延長することができる。

４　前項の規定の適用を受けようとする者は、その事由を記載した申請書を納税地の所轄税務署長に提出しなければならない。

（再評価の失効）

第五十条　第六条第一項、第八条第一項、第十四条第一項若しくは第三項又は第十六条の規定により再評価を行つた法人又は個人が第四十

五条又は第四十六条の規定による申告書をこれらの規定による提出期限までに提出しない場合においては、その再評価は、再評価日にさ

かのぼつてその効力を失う。その行つた再評価に係る再評価額がこれらの規定により提出した申告書又はこれに添附した明細書に記載し

た再評価額をこえる場合において、そのこえる金額に係る部分の再評価についても同様とする。

第六章　再評価税の納付

（法人の減価償却資産についての再評価税の納付）

第五十一条　減価償却資産について再評価を行つた法人は、当該資産についての再評価税を、再評価日を含む事業年度から再評価日以後五

年を経過した日の前日を含む事業年度までの各事業年度終了の日から二月以内に、各事業年度の月数に応じ政令で定めるところにより均

分して、国に納付しなければならない。
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２　第六条第一項又は第十四条第一項の規定により減価償却資産について二回以上再評価を行つた場合における再評価税の納付について

は、その再評価日の異なるごとに、各別に前項の規定を適用する。

３　法人が再評価を行つた減価償却資産（当該法人が合併法人である場合においては、被合併法人が再評価を行つた減価償却資産を含む。）

を譲渡し、又は贈与した場合において、当該資産についての再評価税額のうちその譲渡し、又は贈与した日までに第一項の規定による納

期がまだ到来していない税額（第五十六条の規定により納付が延期されている税額を含む。）があるときは、当該法人は、第一項の規定

にかかわらず、当該税額の再評価税を、その譲渡し、又は贈与した日を含む事業年度終了の日から二月以内に、国に納付しなければなら

ない。

４　第十三条第二項の規定は、第一項及び前項の事業年度について準用する。

５　再評価を行つた法人が合併に因り消滅した場合における第一項の規定の特例については、政令で定める。

（法人の減価償却資産以外の資産についての再評価税の納付）

第五十二条　減価償却資産以外の資産について再評価（旧再評価を含む。以下この条において同じ。）を行つた法人（その合併法人を含む

。）は、当該資産についての再評価税（旧再評価税を含む。以下この条において同じ。）を、当該資産を譲渡し、又は贈与した日を含む事

業年度終了の日から二月以内に、国に納付しなければならない。

２　前項の法人が再評価日（旧再評価日を含む。以下この条において同じ。）以後五年を経過した日の前日を含む事業年度終了の日までに

当該資産を譲渡し、又は贈与しなかつた場合においては、当該法人は、同項の規定にかかわらず、当該資産についての再評価税を、当該

事業年度開始の日以後三年内の日を含む各事業年度終了の日から二月以内に、各事業年度の月数に応じ政令で定めるところにより均分し

て、国に納付しなければならない。但し、当該各事業年度のうちいずれか一の事業年度において当該資産を譲渡し、又は贈与した場合に

おいては、当該法人は、当該資産についての再評価税額（旧再評価税の税額（以下「旧再評価税額」という。）を含む。）のうちその譲渡

し、又は贈与した日までに本文の規定による納期がまだ到来していない税額を、その譲渡し、又は贈与した日を含む事業年度終了の日か

ら二月以内に、国に納付しなければならない。

３　第六条第一項又は第十四条第一項の規定により減価償却資産以外の資産について二回以上再評価を行つた場合における再評価税の納付

については、その再評価日の異なるごとに、各別に前項の規定を適用する。

４　第十三条第二項の規定は、第一項及び第二項の事業年度について準用する。

（個人の減価償却資産についての再評価税の納付）

第五十三条　第八条第一項の規定により減価償却資産について再評価を行つた個人又は第十六条第一項から第三項までの規定により減価償

却資産について再評価を行つた相続人は、当該資産についての再評価税額の五分の一に相当する金額の再評価税を、その再評価日の属す

る年の翌年から五年間、毎年二月十六日から三月十五日まで（当該資産について第四十六条の規定により提出すべき申告書の提出期限が

再評価日の属する年の翌年三月十五日後である場合においては、当該提出期限の属する年については、当該申告書の提出期限まで。以下

第五十八条第一項、第二項及び第六項において同じ。）の間において、国に納付しなければならない。

２　第八条第一項の規定により減価償却資産について二回以上再評価を行つた場合における再評価税の納付については、その再評価日の異

なるごとに、各別に前項の規定を適用する。

３　第一項に規定する個人又は相続人が再評価を行つた減価償却資産について再評価日以後譲渡、贈与又は遺贈があつた場合において、当

該資産についての再評価税のうちその譲渡、贈与又は遺贈があつた日までに同項の規定による納期がまだ到来していない税額（第五十八

条の規定により納付が延期されている税額を含む。）があるときは、当該個人若しくは相続人又はこれらの相続人は、同項の規定にかか

わらず、当該税額の再評価税を、左の各号に掲げる期間内に、国に納付しなければならない。

一　譲渡又は贈与があつた場合においては、譲渡又は贈与があつた日の属する年の翌年二月十六日から三月十五日まで

二　遺贈があつた場合においては、相続人が遺贈の事実があつたことを知つた日から四月を経過した日（その日が昭和二十八年十月三十

一日前であるときは、同日）まで

４　第四十六条第六項の規定により申告書を提出した個人は、前三項の規定にかかわらず、再評価を行つた減価償却資産についての再評価

税を、第四十六条第六項の規定による申告書の提出期限までに、国に納付しなければならない。

（個人の減価償却資産以外の資産についての再評価税の納付）

第五十四条　第八条第二項又は第九条の規定により再評価が行われたものとみなされた資産を譲渡し、若しくは贈与した個人又は当該資産

の遺贈があつた場合における当該個人の相続人は、当該資産についての再評価税を、第四十七条第一項又は同条第三項において準用する

第四十六条第五項の規定による申告書の提出期限まで（その申告書の提出期限後に申告書を提出した場合においては、その提出の日）

に、国に納付しなければならない。

２　第四十七条第三項において準用する第四十六条第六項の規定により申告書を提出した個人は、前項の規定にかかわらず、当該資産につ

いての再評価税を、第四十六条第六項の規定による申告書の提出期限までに、国に納付しなければならない。

（修正申告書を提出した場合の再評価税の納付）

第五十五条　第四十八条の規定により修正申告書を提出した場合において、当該修正申告書の提出に因り再評価税の税額が増加したとき

は、当該修正申告書を提出した法人又は個人は、増加した税額の再評価税を、当該修正申告書の提出の日に、国に納付しなければならな

い。

２　前項の場合において、当該修正申告書の提出に因り増加する前の再評価税額のうち第五十一条第一項又は第五十三条第一項の規定によ

る納期が当該修正申告書の提出の日までにまだ到来していない税額があるときは、当該修正申告書を提出した者は、その増加した税額を

これらの規定による納期において納付すべき増加する前の再評価税額に
ヽ

あ
ヽ

ん分して、すでに到来している納期に係る分のその増加した税

額については前項の規定により、まだ到来していない納期に係る分のその増加した税額については、同項の規定にかかわらず、それぞれ

当該納期（第五十一条第三項又は第五十三条第三項の規定による納期を含む。）において、国に納付しなければならない。

（法人の減価償却資産についての再評価税の延納）

第五十六条　減価償却資産についての再評価税を納付する法人は、第五十一条第一項の規定により各事業年度終了の日から二月以内に納付

すべき再評価税額の合計額（前条第二項に規定する修正申告書の提出の日までにまだ到来していない納期に係る分の増加した税額を含

み、前事業年度終了の日から二月以内に納付すべき税額でこの条の規定によりその納付が延期されている税額がある場合においては、当

該税額との合計額とする。以下この条において同じ。）が当該事業年度の償却前利益金額又は当該事業年度の再評価後法定償却範囲額の

うちいずれか少い金額から当該事業年度の再評価前法定償却範囲額を控除した金額に百分の四十二（第三十九条第一項各号及び法人税法

第二条第七号に規定する協同組合等については、百分の三十五）を乗じて算出した金額をこえる場合においては、そのこえる金額の範囲

内の金額の税額について、当該事業年度の翌事業年度終了の日から二月を経過した日の前日まで、その納付を延期することができる。

２　第五十一条第一項の規定により各事業年度終了の日から二月以内に減価償却資産についての再評価税を納付しなければならない法人の

当該事業年度の償却前利益金額がない場合又は当該償却前利益金額が当該事業年度の再評価前法定償却範囲額に満たない場合において
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は、当該法人は、同項の規定により当該事業年度終了の日から二月以内に納付すべき再評価税額の合計額の範囲内の金額の税額につい

て、当該事業年度の翌事業年度終了の日から二月を経過した日の前日まで、その納付を延期することができる。

３　第一項の法人が第五十一条第一項の規定により各事業年度終了の日から二月以内に再評価税を納付すべき場合において、当該期限内に

改正前の法第五十一条第一項又は同法第五十六条の規定により納付すべき旧再評価税額があるときは、当該再評価税の税額と当該旧再評

価税額との合計額を第五十一条第一項の規定により当該事業年度終了の日から二月以内に納付すべき再評価税額の合計額とみなして前二

項及び第六項の規定を適用する。

４　第一項及び第二項の規定は、当該事業年度が昭和三十六年十二月三十一日を含む事業年度である場合においては、適用しない。

５　第一項及び第二項の規定は、当該事業年度分の法人税法の規定による所得について同法第二条第四十号に規定する青色申告書を提出し

ない法人については適用しない。

６　第一項又は第二項の規定により再評価税（旧再評価税を含む。）の納付を延期しようとする法人は、当該事業年度終了の日から二月以

内に、当該事業年度の償却前利益金額、再評価後法定償却範囲額及び再評価前法定償却範囲額、第五十一条第一項の規定により当該事業

年度終了の日から二月以内に納付すべき再評価税額の合計額並びに第一項又は第二項の規定により納付を延期しようとする再評価税額

（旧再評価税額を含む。以下第七項において同じ。）に関する明細書を添附して、納付を延期しようとする旨を納税地の所轄税務署長に届

け出なければならない。

７　前項の届出に係る納付を延期しようとする再評価税額が過大である場合においては、その届出をした法人は、その過大である再評価税

額について国税通則法第三十七条の規定による督促を受けるまでは、前項の明細書の記載事項のうち修正すべき事項を記載した明細書を

添附して、同項の届出を修正する旨を納税地の所轄税務署長に届け出ることができる。この場合においては、同項の届出に係る納付を延

期しようとする再評価税額のうちその修正に因り過大となつた税額を、その修正の届出と同時に、国に納付しなければならない。

８　第十三条第二項の規定は、第一項から第六項までの事業年度について準用する。

第五十七条　前条において「償却前利益金額」とは、法人税法の規定による当該事業年度の損金の額（同法第五十七条及び第五十八条の規

定により所得の金額の計算上損金の額に算入されるものを除く。以下この項において同じ。）から当該事業年度の固定資産の償却額で同

法の規定により所得の金額の計算上損金の額に算入される金額を控除した金額を同法の規定による当該事業年度の益金の額から控除した

金額をいう。この場合において、当該事業年度分について国税通則法第二十四条又は第二十六条の規定による更正があるときは、その更

正に係る所得の金額の計算の基礎となる損金の額及び益金の額による。

２　前項の償却前利益金額は、法人税法第二条第三十号に規定する中間申告書で同法第七十一条第一項各号に掲げる事項を記載したものを

提出する法人については、事業年度開始の日から六月を経過した日の前日までの期間においては、前事業年度の償却前利益金額（当該事

業年度開始の日から七月を経過した日以後あつた国税通則法第二十四条又は第二十六条の規定による更正については、前項後段の規定を

適用しないで計算した償却前利益金額）に六を乗じて前事業年度の月数で除して得た金額とし、その翌日から当該事業年度終了の日まで

の期間においては、当該金額を当該事業年度について前項の規定により計算した償却前利益金額から控除した金額とし、法人税法第二条

第三十号に規定する中間申告書で同法第七十二条第一項各号に掲げる事項を記載したものを提出する法人については、当該事業年度開始

の日から六月を経過した日の前日までの期間においては、当該期間について前項の規定により計算した償却前利益金額とし、その翌日か

ら当該事業年度終了の日までの期間においては、当該償却前利益金額を当該事業年度について同項の規定により計算した償却前利益金額

から控除した金額とする。

３　前項の月数は、暦に従つて計算し、端数があるときは、これを切り捨てる。

４　前条において「再評価後法定償却範囲額」とは、法人税法の規定（再評価を行つた減価償却資産については、同法及び第百二十一条の

規定）により当該事業年度の所得の金額の計算上損金の額に算入することができるものとして定められた減価償却資産の償却範囲額をい

い、「再評価前法定償却範囲額」とは、基準日（当該法人が旧再評価を行つた法人であるときは、昭和二十五年一月一日）において当該

法人（当該法人が合併法人である場合においては、その被合併法人を含む。）が有していた減価償却資産について、再評価日（当該法人

について再評価日が二以上あるときは、その最初の再評価日とし、当該法人が旧再評価を行つた法人であるときは、旧再評価日（旧再評

価日が二以上あるときは、最初の旧再評価日）とする。）の直前における帳簿価額（第四十条第二項の規定の適用がある資産については、

同項各号に掲げる金額を加算した額。以下第百四条において同じ。）に基いて法人税法の規定による所得の金額の計算上損金の額に算入

することができる償却範囲額を当該事業年度の期間に応じて計算した金額をいう。

５　第十三条第二項の規定は、前項の事業年度について準用する。

（個人の減価償却資産についての再評価税の延納）

第五十八条　減価償却資産についての再評価税を納付する個人は、第五十三条第一項の規定により毎年二月十六日から三月十五日までに納

付すべき再評価税額の合計額（第五十五条第二項に規定する修正申告書の提出の日までにまだ到来していない納期に係る分の増加した税

額を含み、前年二月十六日から三月十五日までに納付すべき税額でこの条の規定によりその納付が延期されている税額がある場合におい

ては、当該税額との合計額とする。以下この条において同じ。）がその前年の償却前利益金額又はその前年の再評価後法定償却範囲額の

うちいずれか少い金額から再評価前法定償却範囲額を控除した金額に百分の三十五を乗じて算出した金額をこえる場合においては、その

こえる金額の範囲内の金額の税額について、その翌年二月十六日から三月十五日まで、その納付を延期することができる。

２　第五十三条第一項の規定により毎年二月十六日から三月十五日までに減価償却資産についての再評価税を納付しなければならない個人

のその前年の償却前利益金額がない場合又は当該償却前利益金額がその前年の再評価前法定償却範囲額に満たない場合においては、当該

個人は、同項の規定によりその年二月十六日から三月十五日までに納付すべき再評価税額の合計額の範囲内の金額の税額について、その

翌年二月十六日から三月十五日まで、その納付を延期することができる。

３　第一項の個人が第五十三条第一項の規定により毎年二月十六日から三月十五日までに再評価税を納付すべき場合において、その年二月

一日から同月末日までに改正前の法第五十三条第一項若しくは第二項又は同法第五十八条の規定により納付すべき旧再評価税額があると

きは、当該再評価税の税額と当該旧再評価税額との合計額を第五十三条第一項の規定によりその年二月十六日から三月十五日までに納付

すべき再評価税額の合計額とみなして前二項及び第六項の規定を適用する。

４　第一項及び第二項の規定は、その年が昭和三十六年である場合においては、適用しない。

５　第一項及び第二項の規定は、その前年分の所得税法の規定による所得について同法第二条第一項第四十号に規定する青色申告書を提出

しない個人については適用しない。

６　第一項又は第二項の規定により再評価税（旧再評価税を含む。）の納付を延期しようとする個人は、その年二月十六日から三月十五日

までに、前年の償却前利益金額、前年の再評価後法定償却範囲額、再評価前法定償却範囲額、第五十三条第一項の規定によりその年二月

十六日から三月十五日までに納付すべき再評価税額の合計額及び第一項又は第二項の規定により納付を延期しようとする再評価税額（旧

再評価税額を含む。以下第七項において同じ。）に関する明細書を添附して、納付を延期しようとする旨を納税地の所轄税務署長に届け

出なければならない。

７　第五十六条第七項の規定は、前項の届出に係る納付を延期しようとする再評価税額が過大である場合について準用する。

10



第五十九条　前条において「償却前利益金額」とは、当該資産がその用に供されている事業に係る所得税法の規定によるその年分の必要経

費からその年分の固定資産の償却額で同法の規定により所得の金額の計算上必要経費に算入される金額を控除した金額を当該事業から生

じた同法の規定によるその年分の総収入金額から控除した金額をいう。この場合において、その年分について国税通則法第二十四条又は

第二十六条の規定による更正があるときは、その更正に係る所得の金額の計算の基礎となる必要経費及び総収入金額による。

２　前条において「再評価後法定償却範囲額」とは、所得税法の規定（再評価を行つた減価償却資産については、同法及び第百二十一条の

規定）によりその年分の所得の金額の計算上必要経費に算入することができるものとして定められた減価償却資産の償却額をいい、「再

評価前法定償却範囲額」とは、基準日（当該個人が旧再評価を行つた者であるときは、昭和二十五年一月一日）において当該個人（その

被相続人を含む。）が有していた減価償却資産について、再評価日（当該個人について再評価日が二以上あるときは、その最初の再評価

日とし、当該個人が旧再評価を行つた者であるときは、旧再評価日（旧再評価日が二以上あるときは、最初の旧再評価日）とする。）の

直前における評価額に基いて所得税法の規定による所得の金額の計算上必要経費に算入することができる償却額をその年における前項の

事業から生ずる所得の金額の計算の期間に応じて計算した金額をいう。

（繰上納付）

第六十条　再評価税を納付すべき法人又は個人は、第五十一条から第五十三条まで又は第五十五条第二項に規定する納期の到来前において

も、内閣府令・財務省令で定めるところにより、再評価税額の全部又は一部の繰上納付をすることができる。

（再評価積立金の資本組入れの場合の再評価税の納付）

第六十一条　法人が第百九条第一項の規定により同項に規定する再評価積立金の資本への組入れの限度額に相当する金額の再評価積立金を

資本に組み入れた場合において、第五十一条若しくは第五十二条又は改正前の法第五十一条若しくは第五十二条の規定により納付すべき

再評価税又は旧再評価税のうちその組み入れた日を含む事業年度終了の日から二月を経過した日の前日までにこれらの規定による納期が

まだ到来していない税額（第五十六条又は改正前の法第五十六条の規定によりその納付が延期されている税額を含む。）があるときは、

当該法人は、これらの規定にかかわらず、当該税額の再評価税又は旧再評価税を、その組み入れた日を含む事業年度終了の日から六月以

内に、国に納付しなければならない。

（再評価資産の譲渡等の場合の届出）

第六十二条　第五十一条第三項、第五十二条第一項、同条第二項但書又は前条の場合においては、当該法人（その合併法人を含む。）は、

これらの規定に規定する納期限までに、再評価（旧再評価を含む。）を行つた資産について譲渡若しくは贈与があつた旨又は再評価積立

金を資本に組み入れた旨を納税地の所轄税務署長に届け出なければならない。

２　第五十三条第三項の場合においては、当該個人若しくは相続人又はこれらの相続人は、同項に規定する納期限までに、再評価を行つた

減価償却資産について譲渡、贈与又は遺贈があつた旨を納税地の所轄税務署長に届け出なければならない。

（受贈者等の責任）

第六十三条　受贈者又は受遺者（包括受遺者を除く。）は、贈与者又は遺贈者（これらの者の相続人を含む。）の納付しなければならない当

該贈与又は遺贈した資産についての再評価税について、贈与又は遺贈に因り受けた利益の価額を限度として、連帯納付の責に任ずる。

（延納に係る再評価税の督促）

第六十四条　第五十六条又は第五十八条の規定により再評価税の納付を延期した者が、その延期した期限までに再評価税（旧再評価税を含

む。）を完納しなかつた場合においては、納税地の所轄税務署長は、国税通則法第三十七条の規定によりその納付を督促する。

第七章　更正及び決定

（再評価額等の更正）

第六十五条　第四十五条から第四十八条まで、第八十四条第二項、第八十六条第二項又は第八十八条第二項の規定による申告書の提出があ

つた場合において、納税地の所轄国税局長又は税務署長は、その申告書又はこれに添附された明細書に記載された再評価額、再評価差額

若しくは再評価税額若しくはこれらの額の合計額又は免除される再評価税額について左の各号に掲げる場合の一に該当すると認めるとき

は、その調査により、再評価額、再評価差額若しくは再評価税額若しくはこれらの額の合計額又は免除される再評価税額を更正する。

一　第四十五条、第四十六条又は第四十八条第一項（同条第五項又は第六項において準ずる場合を含む。）の規定による申告書の提出が

あつた場合において、当該申告書に記載された再評価額が第三章に規定する限度額をこえている場合

二　第四十七条又は第四十八条第三項（同条第六項において準ずる場合を含む。以下同じ。）の規定による申告書の提出があつた場合に

おいて、当該申告書に記載された再評価額が第三章の規定により計算した再評価額と異つている場合

三　申告書に記載された再評価差額若しくは再評価税額若しくはこれらの額の合計額又は免除される再評価税額の計算に誤がある場合

（再評価額等の決定）

第六十六条　第四十七条の規定により申告書を提出すべき個人が申告書を提出しなかつた場合においては、納税地の所轄国税局長又は税務

署長は、その調査により、再評価額、再評価差額及び再評価税額並びに、再評価が行われたものとみなされた資産が二以上ある場合にお

いては、それぞれこれらの額の合計額を決定する。

（再評価額等の再更正）

第六十七条　国税局長又は税務署長は、前二条又はこの条の規定により再評価額、再評価差額若しくは再評価税額若しくはこれらの額の合

計額又は免除される再評価税額を更正又は決定した後その更正又は決定に係る再評価額、再評価差額若しくは再評価税額若しくはこれら

の額の合計額又は免除される再評価税額について、なお第六十五条各号に掲げる場合（同条第二号又は第三号に掲げる場合については、

その再評価額、再評価差額又は再評価税額には、前条の規定による決定に係る再評価額、再評価差額又は再評価税額を含む。）の一に該

当すると認めるときは、その調査により、再評価額、再評価差額若しくは再評価税額若しくはこれらの額の合計額又は免除される再評価

税額を更正する。

（更正又は決定の権限）

第六十八条　前三条の規定による更正又は決定について国税局長又は税務署長のいずれがこれを行うかは、政令で定める。

２　国税局長が前三条の規定により更正又は決定をした場合においては、当該国税局長は、その旨を更正又は決定に係る者の納税地の所轄

税務署長に通達するものとする。

（更正又は決定の通知）

第六十九条　税務署長は、第六十五条から第六十七条までの規定により更正若しくは決定をした場合又は前条第二項の規定による通達を受

けた場合においては、更正又は決定があつた旨、更正又は決定に係る再評価額、再評価差額及び再評価税額若しくはこれらの額の合計額

又は免除される再評価税額並びに第七十七条第六項の規定により徴収すべき利子税額を、申告書を提出した者又は申告書を提出すべき者

に通知する。この場合において、第六十五条第一項第一号の規定に該当すると認めるときは、その通知の書面に更正の理由を附記しなけ

ればならない。

11



（再評価額の更正の期限）

第七十条　第四十五条又は第四十六条の規定による申告書についての第六十五条又は第六十七条の規定による再評価額又はその合計額の更

正は、その申告書の提出期限から一年を経過した日後においては、行うことができない。

（追徴税額の徴収及び納付）

第七十一条　税務署長は、第五十一条、第五十三条又は第五十四条の規定により法人又は個人が納付すべき再評価税について第六十五条か

ら第六十七条までの規定によるその再評価税額若しくはその合計額又は免除される再評価税額の更正又は決定があつた場合においては、

第五十一条、第五十三条又は第五十四条の規定による納期が第六十九条の規定による通知をした日までに到来しているかどうかを問わ

ず、その通知をした日から一月を経過した日の前日を納期限として、その追徴税額（その不足税額又はその決定による税額をいう。以下

同じ。）を徴収する。

２　税務署長は、第五十二条の規定により法人が納付すべき再評価税について第六十五条から第六十七条までの規定によるその再評価税額

若しくはその合計額又は免除される再評価税額の更正があつた場合においては、第六十九条の規定による通知をした日から一月を経過し

た日の前日を納期限として、その通知をした日を含む事業年度の前事業年度以前において譲渡又は贈与された資産についての再評価税に

係る追徴税額を徴収する。この場合において、その通知をした日を含む事業年度の前事業年度までに譲渡又は贈与されない資産について

の再評価税に係る追徴税額の納付については、第五十二条の規定による。

３　第十三条第二項の規定は、前項の事業年度について準用する。

４　第一項又は第二項の規定により徴収する再評価税は、国税通則法の適用については、同法第三十六条第一項各号に掲げる国税とみな

す。

第八章　削除

第七十二条から第七十六条まで　削除

第九章　再評価税の利子税額及び免除等

（利子税額）

第七十七条　再評価税（旧再評価税を含む。以下第二号及び第三号を除きこの条において同じ。）の納税義務者は、左の各号の一に該当す

る場合においては、当該各号に掲げる再評価税額（旧再評価税額を含む。以下第二号及び第三号を除きこの条において同じ。）について

は、当該各号に掲げる期間に応じ、当該税額百円について一日三銭の割合を乗じて計算した金額に相当する利子税額をあわせて納付しな

ければならない。

一　再評価税の納税義務者が第五十一条から第五十四条までの規定により納付すべき再評価税（第五十五条第二項の規定により修正申告

書の提出後に第五十一条第一項若しくは第三項又は第五十三条第一項若しくは第三項に規定する納期限において納付すべき再評価税を

含む。）をその納期限（第五十六条又は第五十八条の規定の適用がある場合においては、これらの規定に規定する納期限）内に完納し

なかつた場合においては、その未納に係る再評価税額について、その納期限の翌日から当該再評価税額を納付する日までの期間

二　再評価税の納税義務者が第四十七条に規定する申告書の提出期限後に申告書を提出した場合においては、第五十四条の規定により納

付すべき再評価税額について、当該申告書の提出期限の翌日から当該再評価税額を納付する日までの期間

三　再評価税の納税義務者が第四十八条の規定により修正申告書を提出した場合においては、その修正に因り増加した再評価税額で第五

十五条第一項（同条第二項において同条第一項の規定による場合を含む。以下この条において同じ。）の規定により納付すべきものに

ついて、第五十一条から第五十四条までに規定する納期限の翌日から当該再評価税額を納付する日までの期間

２　前項の場合において、再評価税の納税義務者が同項各号に掲げる再評価税額の一部を納付したときは、その納付の日の翌日以後の期間

に係る利子税額計算の基礎となる再評価税額は、同項各号に掲げる再評価税額からその納付した再評価税額を控除した税額による。

３　前二項の規定は、前二項の利子税額の計算の基礎となる再評価税額が千円未満であるときは適用しない。当該再評価税額に千円未満の

端数があるときは、これを切り捨てて計算する。

４　前三項の規定により計算した利子税額が三百円未満であるときは、これを納付することを要しない。

５　税務署長は、第七十一条の規定による追徴税額を徴収する場合においては、第一項第二号又は第三号及び第二項から第四項までの規定

に準じて計算した利子税額をあわせて徴収する。

６　再評価税の納税義務者が第一項の規定により利子税額をあわせて納付すべき場合又は前項の規定により利子税額をあわせて徴収される

場合において、当該納税義務者が納付した再評価税額が第五十一条から第五十六条まで、第五十八条又は第六十一条の規定により納付す

べき再評価税額又は第七十一条の規定により徴収される再評価税額に達するまでは、その納付した再評価税額は、これらの規定により納

付すべき再評価税額又は徴収される再評価税額に充てられたものとする。

７　昭和三十七年四月一日以後における未納の再評価税については、第一項又は第五項の規定による利子税額の計算上の期間は、同日の前

日までとする。

（延滞税の特則）

第七十七条の二　昭和三十七年四月一日以後における未納の再評価税についての国税通則法第六十条から第六十三条まで及び同法附則第六

条の規定の適用については、次の各号に定めるところによる。

一　再評価税の納税義務者が前条第一項第一号の規定に該当する場合においては、国税通則法第六十条第一項第一号の規定に該当するも

のとみなし、前条第一項第二号若しくは第三号又は第五項の規定に該当する場合においては、同法第六十条第一項第二号の規定に該当

するものとみなす。

二　第七十八条から第八十条まで又は第八十二条の規定により徴収する過少申告加算税額、過少納付加算税額、無申告加算税額又は重加

算税額は、国税通則法第六十条第一項第三号の規定の適用については、不納付加算税又は重加算税の額とみなす。

（過少申告加算税額）

第七十八条　第四十五条から第四十七条までの規定による申告書の提出期限内に当該申告書の提出があつた場合（提出期限後にその提出が

あつた場合であつて、提出期限内にその提出がなかつたことについて正当な事由があると認められる場合を含む。）又は第八十四条第二

項、第八十六条第二項若しくは第八十八条第二項の規定による申告書の提出があつた場合において、第六十五条若しくは第六十七条の規

定による更正があつたとき、又は第四十八条の規定による修正申告書の提出があつたときは、税務署長は、その更正又は修正前の申告に

係る再評価税額に誤があつたことについて正当な事由がないと認める場合には、その更正に係る第七十一条の規定による追徴税額又はそ

の修正に因り増加した再評価税額に百分の五の割合を乗じて計算した金額に相当する過少申告加算税額を徴収する。

（過少納付加算税額）

第七十九条　第六十二条の規定による届出の期限までに当該届出がなく、且つ、第五十一条第三項、第五十二条、第五十三条第三項若しく

は第六十一条の規定による再評価税（旧再評価税を含む。）の納付がなかつた場合又は第五十六条第六項若しくは第五十八条第六項の規

定による届出に係る納付を延期しようとする再評価税額（旧再評価税額を含む。以下この項において同じ。）が過大である場合において、

税務署長は、その届出がなかつたこと、又はその納付を延期しようとする再評価税額が過大であることについて正当な事由がないと認め
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る場合には、第五十一条第三項、第五十二条、第五十三条第三項若しくは第六十一条の規定により納付すべき再評価税額又は過大であつ

た納付を延期しようとする再評価税額に百分の五の割合を乗じて計算した金額に相当する過少納付加算税額を徴収する。

（無申告加算税額）

第八十条　左の各号の一に該当する場合においては、税務署長は、第一号及び第二号の場合にあつては第四十七条の規定による申告書の提

出期限内に当該申告書の提出がなかつたことについて、且つ、第二号の場合にあつては更正又は修正前の申告に係る再評価税額に誤があ

つたことについて、又、第三号及び第四号の場合にあつては第四十七条の規定による申告書の提出がなかつたことについて、正当な事由

がないと認める場合には、当該各号に掲げる再評価税額に、当該各号に掲げる期間に応じ、その期間が一月以内のときは百分の十の割

合、一月をこえ二月以内のときは百分の十五の割合、二月をこえ三月以内のときは百分の二十の割合、三月をこえるときは百分の二十五

の割合を乗じて計算した金額に相当する無申告加算税額を徴収する。

一　第四十七条に規定する申告書の提出期限後に当該申告書の提出があつた場合においては、第五十四条の規定により納付すべき再評価

税額について、当該申告書の提出期限の翌日から当該申告書の提出があつた日までの期間

二　前号の規定に該当する場合において、第六十五条又は第六十七条の規定による更正があつたとき、又は前号の申告書に係る第四十八

条第三項の規定による修正申告書の提出があつたときは、その更正に係る第七十一条第一項の規定による追徴税額又はその修正に因り

増加した再評価税額について、前号に規定する期間

三　第四十七条に規定する申告書の提出がなかつた場合において、第六十六条の規定による決定があつたときは、その決定に係る第七十

一条第一項の規定による追徴税額について、当該申告書の提出期限の翌日からその決定に係る第六十九条の規定による通知をした日ま

での期間

四　前号の規定に該当する場合において、第六十七条の規定により更正があつたときは、その更正に係る第七十一条第一項の規定による

追徴税額について、第四十七条に規定する申告書の提出期限の翌日からその更正に係る第六十九条の規定による通知をした日までの

期間

（過少申告加算税額等の免除）

第八十一条　第四十七条に規定する申告書の提出期限後に当該申告書の提出があつた場合、第四十八条の規定による修正申告書の提出があ

つた場合、第六十二条の規定による届出の期限後に当該届出があつた場合又は第五十六条第七項（第五十八条第七項において準用する場

合を含む。）の規定による修正の届出があつた場合において、その提出又は届出が、当該申告書若しくは修正申告書を提出し、又は当該

届出をした者に係る国税局又は税務署の職員の調査に因り第六十五条から第六十七条までの規定による更正若しくは決定又は第六十四条

の規定による督促があるべきことを予知してされたものでなかつたときは、税務署長は、当該修正申告書の提出、当該届出若しくは修正

の届出に係る過少申告加算税額若しくは過少納付加算税額を徴収せず、又は当該申告書の提出に因り第五十四条の規定により納付すべき

再評価税額若しくは修正に因り増加した再評価税額に百分の五の割合を乗じて計算した金額に相当する無申告加算税額を徴収しない。

（重加算税額）

第八十二条　第七十八条第一項に該当する場合において、再評価税の納税義務者が再評価税額の計算の基礎となる事実の全部又は一部を隠
ヽ

ぺ
ヽ

いし、又は仮装し、その隠
ヽ

ぺ
ヽ

いし、又は仮装したところに基いて第四十五条から第四十七条まで、第八十四条第二項、第八十六条第二

項若しくは第八十八条第二項の規定による申告書又は第四十八条の規定による修正申告書を提出したときは、税務署長は、第七十八条第

一項の過少申告加算税額の計算の基礎となるべき追徴税額又は修正に因り増加した再評価税額（これらの税額の一部が、再評価税額の計

算の基礎となるべき事実で隠
ヽ

ぺ
ヽ

い又は仮装されていないものに基くことが明らかであるときは、当該隠
ヽ

ぺ
ヽ

い又は仮装されていない事実に

基く税額として政令で定めるところにより計算した金額を控除した税額。以下この項において「追徴税額等」という。）に百分の五十の

割合を乗じて計算した金額に相当する重加算税額を徴収する。この場合においては、当該追徴税額等に百分の五の割合を乗じて計算した

金額に相当する過少申告加算税額を徴収しない。

２　第八十条第一項の規定に該当する場合において、左の各号の一に該当する事由があるときは、税務署長は、同項の無申告加算税額の

外、当該無申告加算税額の計算の基礎となつた再評価税額又は追徴税額（これらの税額の一部が、再評価税額の計算の基礎となるべき事

実で隠
ヽ

ぺ
ヽ

い又は仮装されていないものに基くことが明らかであるときは、当該隠
ヽ

ぺ
ヽ

い又は仮装されていない事実に基く税額として政令で

定めるところにより計算した金額を控除した税額）に百分の五十の割合を乗じて計算した金額に相当する重加算税額を徴収する。

一　第八十条第一項第一号の規定に該当する場合においては、再評価税の納税義務者が再評価税額の計算の基礎となるべき事実の全部又

は一部を隠
ヽ

ぺ
ヽ

いし、又は仮装し、その隠
ヽ

ぺ
ヽ

いし、又は仮装したところに基いて第四十七条に規定する申告書の提出期限内に当該申告書

を提出しなかつたこと。

二　第八十条第一項第二号の規定に該当する場合においては、再評価税の納税義務者が再評価税額の計算の基礎となるべき事実の全部又

は一部を隠
ヽ

ぺ
ヽ

いし、又は仮装し、その隠
ヽ

ぺ
ヽ

いし、又は仮装したところに基いて第四十七条に規定する申告書の提出期限後に当該申告書

を提出し、又は当該申告書に係る第四十八条第三項の規定による修正申告書を提出したこと。

三　第八十条第一項第三号又は第四号の規定に該当する場合においては、再評価税の納税義務者が再評価税額の計算の基礎となるべき事

実の全部又は一部を隠
ヽ

ぺ
ヽ

いし、又は仮装し、その隠
ヽ

ぺ
ヽ

いし、又は仮装したところに基いて第四十七条に規定する申告書を提出しなかつ

たこと。

３　前二項の規定に該当する場合において、第四十七条の規定による申告書又は第四十八条の規定による修正申告書の提出について第八十

一条に規定する事由があるときは、税務署長は、当該申告書の提出に因り第五十四条の規定により納付すべき再評価税額又はその修正に

因り増加した再評価税額（これらの税額の一部が、再評価税額の計算の基礎となるべき事実で隠
ヽ

ぺ
ヽ

い又は仮装されていないものに基くこ

とが明らかであるときは、当該隠
ヽ

ぺ
ヽ

い又は仮装されていない事実に基く税額として政令で定めるところにより計算した金額を控除した税

額）に百分の五十を乗じて計算した金額に相当する重加算税額を徴収しない。

４　第四十五条、第四十六条、第八十四条第二項又は第八十六条第二項の規定による申告書で昭和三十七年四月一日以後にその提出期限が

到来するものに係る再評価税について前三項の規定を適用する場合においては、第一項中「百分の五十」とあるのは「百分の三十」と、

第二項中「百分の五十」とあるのは「百分の二十五」と、前項中「百分の五十」とあるのは「第一項の場合にあつては百分の三十、前項

の場合にあつては百分の二十五」とする。

（加算税額の徴収及び端数計算）

第八十二条の二　第七十一条第四項の規定は、第七十八条から第八十条まで又は前条の規定により徴収する過少申告加算税額、過少納付加

算税額、無申告加算税額及び重加算税額について準用する。

２　前項に規定する過少申告加算税額、過少納付加算税額、無申告加算税額及び重加算税額は、国税通則法第百十八条第三項及び第百十九

条第四項の規定の適用については、これらの規定に規定する附帯税の額とみなす。

（加算税額の通知）

第八十三条　税務署長は、第七十八条から第八十条まで又は前条の規定により徴収する過少申告加算税額、過少納付加算税額、無申告加算

税額又は重加算税額を決定したときは、その額を納税義務者に通知する。
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２　第六十九条第二項の規定は、前項の通知について準用する。

（再評価積立金を取りくずした場合の再評価税の免除）

第八十四条　法人が再評価を行つた資産（当該法人が合併法人である場合においては、被合併法人が再評価を行つた資産を含む。）を譲渡

し、若しくは贈与し、又は当該資産についてその帳簿価額の減額をした場合において、第百四条の規定により再評価積立金を取りくずし

たときは、その取りくずした日を含む事業年度終了の日後到来する納期において納付すべき当該資産についての再評価税額（旧再評価税

額及び第五十六条の規定によりその納付が延期されている税額を含む。以下第二項において同じ。）のうちから、その取りくずした金額

に百分の六を乗じて計算した金額に達するまでの税額の再評価税（旧再評価税を含む。）を順次免除する。

２　前項の規定は、同項の規定に該当する法人が再評価積立金を取りくずした日を含む事業年度終了の日から二月以内に、その免除される

再評価税額（前項の規定に該当する資産が二以上ある場合においては、その合計額）及び大蔵省令で定める事項を記載した申告書を納税

地の所轄税務署長に提出した場合に限り適用する。

３　第十三条第二項の規定は、前二項の事業年度について準用する。

第八十五条　削除

（個人の減価償却資産の譲渡損等の場合の再評価税の免除）

第八十六条　個人が再評価を行つた減価償却資産について譲渡、贈与又は遺贈があつた場合において、当該資産（当該資産について基準日

後改良又は増設が行われた場合においては、その改良又は増設の部分を除く。）の譲渡価額又は贈与若しくは遺贈があつた時における価

額が当該資産の再評価額から再評価日（当該資産について再評価を二回行つたときは、二回目の再評価日）以後当該譲渡、贈与又は遺贈

のあつた日までの期間に応じて所得税法の規定による所得の金額の計算上必要経費に算入される償却額を控除した金額に満たないとき

は、当該個人又はその相続人が第五十三条第三項の規定により納付すべき当該資産についての再評価税額（改正前の法第五十三条第三項

の規定により納付すべき当該資産についての旧再評価税額を含む。以下第二項において同じ。）のうち、その満たない金額に百分の六を

乗じて計算した金額に相当する税額の再評価税（旧再評価税を含む。）を免除する。

２　前項の規定は、同項の規定に該当する個人又はその相続人が、第五十三条第三項各号に掲げる納期限までに、その免除される再評価税

額（前項の規定に該当する資産が二以上ある場合においては、その合計額）及び大蔵省令で定める事項を記載した申告書を納税地の所轄

税務署長に提出した場合に限り適用する。

（資力喪失の場合の再評価税の免除）

第八十七条　法人が再評価（旧再評価を含む。）を行つた資産又は個人が再評価を行つた減価償却資産が災害に因り滅失したため、その滅

失の当時当該資産を有していた再評価税（旧再評価税を含む。以下この条において同じ。）の納税義務者が資力を喪失し、その滅失した

時までにまだ納期の到来していない当該資産についての再評価税額（旧再評価税額及び第五十六条又は第五十八条の規定によりその納付

が延期されている税額を含む。以下第二項において同じ。）の納付を困難とするに至つた場合においては、納税地の所轄税務署長は、そ

の納付を困難とする金額を限度として、当該税額の再評価税を免除することができる。

２　前項の規定による税額の免除を受けようとする者は、当該資産の滅失後最初に到来する第五十一条から第五十六条まで、第五十八条又

は第七十一条の規定による納期限までに、免除を受けようとする再評価税額及び内閣府令・財務省令で定める事項を記載した申請書を納

税地の所轄税務署長に提出しなければならない。

３　税務署長は、第一項の規定により再評価税を免除した場合においてはその旨及び免除した税額を、免除しない場合においてはその旨

を、免除を申請した者に通知する。

４　第六十九条第二項の規定は、前項の規定による通知について準用する。

５　第二項の規定による申請書の提出があつた場合においては、税務署長は、第一項の規定による免除が確定するまで、免除を申請した税

額の再評価税の徴収を猶予することができる。

（所得税法の規定による控除不足がある場合の再評価税の免除）

第八十八条　個人が再評価を行つた減価償却資産について譲渡、贈与若しくは遺贈があつた場合又は第八条第二項若しくは第九条の規定に

より資産について再評価が行われたものとみなされた場合において、当該資産を再評価日において有していた個人について所得税法第七

十二条から第八十条までの規定により譲渡、贈与又は遺贈があつた日の属する年分の総所得金額、退職所得金額又は山林所得金額から控

除されるべき金額の合計額が当該総所得金額（再評価を行つた減価償却資産について所得税法の規定による所得の金額の計算上必要経費

に算入される償却額がある場合においては、当該償却額から当該資産についての第五十九条第二項に規定する再評価前法定償却範囲額を

控除した金額を加算した金額）と当該退職所得金額と当該山林所得金額との合計額をこえるときは、第五十三条第三項若しくは第四項又

は第五十四条の規定により納付すべき当該資産についての再評価税額（改正前の法第五十三条第三項の規定により納付すべき当該資産に

ついての旧再評価税額を含む。以下第二項において同じ。）（当該資産が二以上ある場合においては、その合計額）のうち、そのこえる金

額に百分の六を乗じて計算した金額に相当する税額の再評価税（旧再評価税を含む。）を免除する。

２　前項の規定は、同項の規定に該当する個人又はその相続人が、第五十三条第三項若しくは第四項又は第五十四条の規定による納期限ま

でに、その免除される再評価税額（前項の規定に該当する資産が二以上ある場合においては、その合計額）及び大蔵省令で定める事項を

記載した申告書を納税地の所轄税務署長に提出した場合に限り適用する。

３　第一項の場合において年の中途において譲渡、贈与又は遺贈があつた場合における再評価前法定償却範囲額は、第五十九条第二項の規

定により計算した再評価前法定償却範囲額にその年一月から譲渡、贈与又は遺贈があつた日の属する月までの月数を乗じて十二で除して

得た金額による。

４　第五十七条第三項の規定は、前項の月数の計算について準用する。

（端数計算の特例）

第八十九条　国税通則法第百十八条第一項並びに第百十九条第一項及び第三項の規定は、第四十五条から第四十八条まで、第八十四条第二

項、第八十六条第二項又は前条第二項の規定により提出する申告書に記載すべき再評価差額の合計額、再評価税額の合計額及び免除され

る再評価税額（旧再評価税額を含む。）の合計額について適用する。

（納税地）

第九十条　再評価税は、法人については法人税法第十六条から第十八条までの規定による法人税の納税地を、個人については所得税法第十

五条、第十六条及び第十八条第一項の規定による所得税の納税地をその納税地とする。

第九十一条　削除

第十章　削除

第九十二条から第九十六条まで　削除
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第十一章　再評価に関する経理

（総会の承認）

第九十七条　株式会社、有限会社その他の法人で法令、定款、規約又は規則においてその決算について総会その他これに準ずるものの承認

を要する旨の定のあるものが再評価を行つた場合においては、第四十五条の規定により申告書を提出する時までに、当該再評価及びその

再評価額又はその合計額について総会その他これに準ずるものの承認を受けなければならない。

（再評価額についての会社法等の特例）

第九十八条　法人又は個人が再評価を行つた資産の評価及び会計帳簿又は財産目録への記載又は記録の方法については、会社法（平成十七

年法律第八十六号）その他の法令の規定にかかわらず、内閣府令・財務省令の定めるところによる。

（再評価差額についての会社法等の特例）

第九十九条　法人の再評価差額は、会社法その他の法令における利益の処分に関する規定の適用については、利益とみない。

（仮勘定を設けている場合の経理）

第百条　企業再建整備法の規定による仮勘定を設けている会社がその決定整備計画において定めた同法第六条第一項第七号から第九号まで

に掲げる資産で政令で定めるものについて再評価を行つた場合においては、当該会社は、当該資産の再評価額から再評価日の直前におけ

る当該資産の帳簿価額を控除した金額を仮勘定として貸借対照表の負債の部に計上しなければならない。

２　企業再建整備法の規定による仮勘定を設けている会社がその有する賠償指定施設又は政令で定める資産で同法に規定する特別損失の計

算上同法第三条第一号に掲げる金額として計上した金額があるものについて再評価を行つた場合においては、当該資産の再評価額から再

評価日の直前における当該資産の帳簿価額を控除した金額のうち同法第三条第一号に掲げる金額として計上した金額に相当する金額（同

法第二十五条の規定により当該資産について、特別損失の減少額を仮勘定として貸借対照表の負債の部に計上した場合においてはその計

上した金額を控除した金額、特別損失の増加額を仮勘定として貸借対照表の資産の部に計上した場合においてはその計上した金額を加算

した金額）を仮勘定として貸借対照表の負債の部に計上しなければならない。

３　企業再建整備法の規定による仮勘定を設けている会社が既に再評価又は旧再評価を行つた資産について再評価を行つた場合において、

既に前項又は改正前の法第百条第二項の規定により当該資産について仮勘定として貸借対照表の負債の部に計上した金額があるときは、

当該金額の合計額を当該資産について同法に規定する特別損失の計算上同法第三条第一号に掲げる金額として計上した金額から控除した

金額を同号に掲げる金額として計上した金額とみなして、前項の規定を適用する。

４　前三項の規定により仮勘として経理した金額は、企業再建整備法第二十六条の規定の適用については、同法第二十四条又は第二十五条

の規定により仮勘定として経理した金額とみなす。

（再評価差額による損失の
ヽ

て
ヽ

ん補）

第百一条　再評価を行つた法人は、当該再評価に係る再評価差額から当該再評価に係る再評価税額（利子税額、過少申告加算税額、過少納

付加算税額、無申告加算税額、重加算税額、延滞税の額及び国税通則法の施行等に伴う関係法令の整備等に関する法律（昭和三十七年法

律第六十七号）による改正前の国税徴収法（国税通則法附則第七条第一項の規定によりその例によることとされる場合を含む。）の規定

による延滞加算税額を除く。以下この条、第百七条、第百九条及び第百十二条において同じ。）を控除した金額の範囲内において、その

再評価差額をもつて、再評価日を含む事業年度（特別経理会社において企業再建整備法第四十条の二第二項に規定する事業年度が再評価

日を含むものである場合においては、当該事業年度）開始の日における損失（同日において法人税法第二条第十八号に規定する利益積立

金額（企業再建整備法第三十四条の四第一項の規定により留保し、又は同条第四項の規定により積み立てた積立金を除く。）がある場合

においては、その損失の金額から当該利益積立金額を控除した金額に相当する金額の損失）を
ヽ

て
ヽ

ん補することができる。

２　再評価を行つた第二会社で企業再建整備法第三十四条の八第一項の規定により第二会社特別勘定を設けているものは、当該再評価に係

る再評価差額から当該再評価に係る再評価税額を控除した金額に相当する再評価差額をもつて、再評価日を含む事業年度開始の日におけ

る第二会社特別勘定（同法第三十四条の四第四項の規定により積み立てた積立金以外の法人税法第二条第十八号に規定する利益積立金額

がある場合においては、当該利益積立金額を控除した金額に相当する金額の第二会社特別勘定）を償却しなければならない。

３　前二項の場合において、再評価差額をもつて損失を
ヽ

て
ヽ

ん補し、又は第二会社特別勘定を償却したときは、当該法人は、政令で定めると

ころにより、貸借対照表においてその事実を明らかにしなければならない。

（再評価積立金）

第百二条　再評価又は旧再評価を行つた法人は、当該再評価又は旧再評価に係る再評価差額又は旧再評価差額から前条又は改正前の法第百

一条の規定により損失の
ヽ

て
ヽ

ん補又は第二会社特別勘定の償却に充てた金額を控除した残額を再評価積立金として積み立てなければならな

い。

（再評価税納付の場合の再評価積立金の取くずし）

第百三条　法人が再評価税（旧再評価税を含む。以下第百九条を除きこの章及び第十二章において同じ。）を納付した場合においては、当

該法人は、再評価積立金を貸借対照表の負債の部に計上している間は、その納付した日において、その納付した税額に相当する金額の再

評価積立金を取りくずさなければならない。

（資産の譲渡等の場合の再評価積立金の取くずし）

第百四条　法人が再評価（旧再評価を含む。以下第百九条及び第百十四条第二項を除きこの章及び第十二章において同じ。）を行つた資産

（当該法人が合併法人である場合においては、被合併法人の再評価を行つた資産を含み、株式及び出資を除く。以下この条において同じ

。）をその再評価日（旧再評価日を含む。以下第百九条を除きこの章及び第十二章において同じ。）から昭和三十六年十二月三十一日（減

価償却資産以外の資産については、昭和三十七年六月三十日。以下第二項において同じ。）を含む事業年度終了の日までに譲渡し、又は

贈与した場合において、当該資産の譲渡価額又は贈与した時における価額（その譲渡価額又は贈与した時における価額が再評価日の直前

（再評価を二回以上行つた資産については、その最初の再評価の再評価日の直前。以下この条において同じ。）における当該資産の帳簿価

額に満たない場合においては、その帳簿価額）がその譲渡し、又は贈与した時における当該資産の帳簿価額（当該資産について再評価日

後減価償却をした場合において、その償却額のうちに法人税法の規定による所得の金額の計算上損金の額に算入されなかつた金額又は算

入されるべきでなかつた金額があるときは、当該金額を加算した額）に満たないときは、当該法人は、再評価積立金を貸借対照表の負債

の部に計上している間は、その譲渡し、又は贈与した日において、その満たない金額に相当する金額の再評価積立金を取りくずさなけれ

ばならない。

２　法人が再評価を行つた資産についてその再評価日から昭和三十六年十二月三十一日を含む事業年度終了の日までに帳簿価額の減額をし

た場合においては、当該法人は、再評価積立金を貸借対照表の負債の部に計上している間は、その減額をした日において、その帳簿価額

の減少額（減額をした後の帳簿価額が再評価日の直前における当該資産の帳簿価額に満たない場合においては、その減少額からその満た

ない金額を控除した金額）に相当する金額の再評価積立金を取りくずさなければならない。

３　前二項の規定は、企業再建整備法の規定による仮勘定を設けている会社が再評価を行つた資産で当該資産について第百条第一項の規定

により仮勘定として貸借対照表の負債の部に計上された金額があるものについては適用しない。
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４　第十三条第二項の規定は、第一項及び第二項の事業年度について準用する。

（調整勘定を設けている金融機関の再評価積立金の取くずし）

第百五条　金融機関再建整備法の規定による調整勘定を設けている金融機関が、前に旧勘定に属した資産で再評価を行つたものを処分し、

同法第三十七条第一項に規定する処分益を生じた場合は、当該金融機関は、再評価積立金を貸借対照表の負債の部に計上している間は、

その処分した日において、その処分益に相当する金額の再評価積立金を取りくずさなければならない。但し、その処分の際、当該資産の

処分価額とその時における帳簿価額との差益があるときは、処分益とその差益との差額に相当する再評価積立金を取りくずせば足りる。

２　前項に規定する金融機関において、前に旧勘定に属した資産で再評価を行つたものにつき、金融機関再建整備法第三十七条第一項に規

定する増価益を生じた場合は、当該金融機関は、再評価積立金を負債の部に計上している間は、その確定評価基準による評価を行つた日

において、その増価益に相当する金額の再評価積立金を取りくずさなければならない。但し、その確定評価基準による評価を行つた際、

当該資産の評価価額とその直前の帳簿価額との差益があるときは、増価益とその差益との差額に相当する再評価積立金を取りくずせば足

りる。

第百六条　削除

（再評価積立金の取くずしの禁止）

第百七条　法人の再評価積立金は、左の各号に掲げる場合を除く外、取りくずすことができない。

一　第百三条から第百五条までの規定により取りくずす場合

二　第百九条の規定により資本に組み入れる場合

二の二　第百九条の二の規定により資本準備金として積み立て、又はこれに組み入れる場合

三　再評価積立金の額から当該法人の納付すべき再評価税額（旧再評価税額を含む。以下この章において同じ。）を控除した金額の範囲

内において損失を
ヽ

て
ヽ

ん補する場合。但し、損失を
ヽ

て
ヽ

ん補する日において法人税法第二条第十八号に規定する利益積立金額（企業再建整

備法第三十四条の四第一項の規定により留保し、又は同条第四項の規定により積み立てた積立金を除く。）がある場合においては、そ

の損失の金額から当該利益積立金額を控除した金額に相当する金額の再評価積立金の額から当該法人の納付すべき再評価税額を控除し

た金額の範囲内において損失を
ヽ

て
ヽ

ん補する場合に限る。

四　解散した法人が残余財産を分配する場合

五　退社又は脱退に因り出資の持分の払戻をする場合

六　株式の消却又は資本の減少をした法人が当該消却又は減少に因り金銭その他の財産を支払い、又は交付する場合

２　株式会社は、前項第三号の場合において、再評価積立金を取りくずすときは、商法第三百四十三条に定める決議によらなければならな

い。

３　商法第百条の規定は、前項に規定する場合における再評価積立金の取りくずしについて準用する。

４　第百一条第三項の規定は、第一項第三号の規定により再評価積立金をもつて損失を
ヽ

て
ヽ

ん補した場合について準用する。

５　金融機関再建整備法の規定による調整勘定を設けている金融機関の再評価積立金の取りくずしに関しては、この法律に定めるものの

外、別に法律で定める。

（合併の場合の再評価積立金の承継）

第百八条　再評価積立金を貸借対照表の負債の部に計上している法人が合併に因り消滅した場合においては、合併法人は、合併の直前にお

ける当該被合併法人の再評価積立金の額に相当する金額（合併に因り合併法人が被合併法人の株主、社員又は出資者に対して交付し、又

は支払う株式、金銭その他の財産のうち被合併法人の再評価積立金に対応する部分に相当する金額を除く。第百九条の五において同じ。）

を再評価積立金として積み立て、又は当該合併法人の再評価積立金に組み入れなければならない。

（再評価積立金の資本への組入れ）

第百九条　法人は、第百二条の規定により再評価積立金として積み立てた金額からその納付すべき再評価税額を控除した金額の十分の九に

相当する金額の範囲内において再評価積立金を資本に組み入れることができる。

２　旧再評価を行つた法人で再評価を行わないものが旧再評価税を完納したときは、当該法人は、前項の規定にかかわらず、再評価積立金

の全額を資本に組み入れることができる。

３　旧再評価及び再評価を行つた法人で旧再評価税を完納したものは、第一項の規定にかかわらず、再評価積立金のうち旧再評価差額に係

る部分の金額から旧再評価税額に相当する金額を控除した金額の十分の一に相当する金額を第一項に規定する限度額に加算した金額の範

囲内において、再評価積立金を資本に組み入れることができる。

４　前項に規定する法人は、昭和三十二年一月一日以後においては、第一項及び前項の規定にかかわらず、再評価積立金の全額を資本に組

み入れることができる。

５　旧再評価を行わなかつた法人で再評価を行つたものが再評価税を完納したときは、当該法人は、昭和三十二年一月一日以後において

は、第一項の規定にかかわらず、再評価積立金の全額を資本に組み入れることができる。

６　前五項の規定による再評価積立金の資本への組入れに関しては、別に法律で定める。

（再評価積立金の資本準備金への組入れ）

第百九条の二　株式会社又は有限会社は、昭和四十三年三月三十一日を含む事業年度から昭和四十八年三月三十一日を含む事業年度の直前

事業年度までの各事業年度において、それぞれ取締役会の決議又は取締役の過半数の決するところにより、再評価積立金の額の全部又は

一部を商法第二百八十八条ノ二第一項（有限会社法（昭和十三年法律第七十四号）第四十六条第一項において準用する場合を含む。）に

規定する資本準備金（以下「資本準備金」という。）として積み立て、又はこれに組み入れることができる。

第百九条の三　株式会社又は有限会社が、昭和四十八年三月三十一日を含む事業年度の直前事業年度の終了の日において、その貸借対照表

の負債の部に再評価積立金を計上している場合には、当該再評価積立金の金額（再評価税として納付すべき金額がある場合には、これを

控除した額）は、当該終了の日の翌日において資本準備金として積み立て、又はこれに組み入れたものとみなす。

第百九条の四　株式会社又は有限会社は、昭和四十八年三月三十一日を含む事業年度以後の各事業年度において第三条各号に掲げる資産に

ついて再評価を行なつた場合には、第百二条の規定にかかわらず、同条の規定により再評価積立金として積み立てなければならない金額

から再評価税として納付すべき金額を控除した額を資本準備金として積み立て、又はこれに組み入れなければならない。

第百九条の五　株式会社は、昭和四十八年三月三十一日を含む事業年度以後の各事業年度において第百八条の規定により被合併法人の再評

価積立金の額に相当する金額を再評価積立金として積み立て、又はこれに組み入れなければならない場合には、同条の規定にかかわら

ず、当該金額（再評価税として納付すべき金額がある場合には、これを控除した額）を資本準備金として積み立て、又はこれに組み入れ

なければならない。

（更正の場合の経理）

第百十条　法人が第六十九条又は改正前の法第六十九条の規定により再評価額若しくは旧再評価額、再評価差額若しくは旧再評価差額又は

これらの額の合計額の更正の通知を受けた場合においては、当該法人は、その通知を受けた日において、その更正に係る資産について、
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その更正に係る再評価額又は旧再評価額の減少額に相当する金額の帳簿価額の減額をし、更正に係る再評価差額若しくは旧再評価差額又

はその合計額の増加額又は減少額に相当する金額を再評価積立金に組み入れ、若しくは再評価積立金として積み立て、又は再評価積立金

を貸借対照表の負債の部に計上している間は、当該金額の再評価積立金を取りくずさなければならない。

２　法人が第六十九条又は改正前の法第六十九条の規定により第八十四条第二項又は改正前の法第八十四条第二項の規定による申告書に係

る更正の通知を受けた場合において、第百四条の規定により取りくずした再評価積立金の金額が過大であつたときは、当該法人は、その

過大であつた金額に相当する金額を再評価積立金に組み入れ、又は再評価積立金として積み立てなければならない。

第百十一条から第百十三条まで　削除

（公益法人等に対する特例）

第百十四条　この章の規定は、第三十九条第一項各号に掲げる法人で収益事業に属しない資産についてのみ再評価を行つたもの及びこの法

律の施行地にある資産について再評価を行つた法人でこの法律の施行地に本店又は主たる事務所を有しないものについては適用しない。

２　第三十九条第一項各号に掲げる法人がその有する収益事業に属する資産について再評価を行つた場合においては、この章の規定のうち

第九十七条、第九十八条、第百一条から第百四条まで、第百七条、第百八条及び第百十条の規定を当該資産に係る再評価についてのみ適

用する。この場合において、第百一条及び第百七条中「損失」とあるのは「収益事業に係る損失」と、第百四条中「再評価（旧再評価を

含む。以下第百九条及び第百十四条第二項を除きこの章及び第十二章において同じ。）」とあるのは「再評価」と、「再評価日（旧再評価

日を含む。以下第百九条を除きこの章及び第十二章において同じ。）」とあるのは「再評価日」とする。

第十二章　再評価を行つた者の所得の計算

（再評価差額についての法人の所得計算の特例）

第百十五条　法人の再評価差額は、当該法人の再評価日を含む事業年度の法人税法の規定による所得の金額の計算上益金の額に算入しな

い。

第百十六条及び第百十七条　削除

（再評価積立金の取くずしの場合の法人の所得計算の特例）

第百十八条　法人が再評価を行つた資産を譲渡し、若しくは贈与し、又は当該資産について帳簿価額の減額をした場合において、第百四条

の規定により再評価積立金を取りくずしたときは、その取りくずした金額は、その取りくずした日を含む事業年度の法人税法の規定によ

る所得の金額の計算上損金の額に算入しない。

（再評価積立金の資本組入れについての所得計算の特例）

第百十九条　法人が第百九条の規定により再評価積立金を資本に組み入れた場合においては、その組み入れた金額に相当する金額は、法人

税法又は所得税法の規定による所得の金額の計算上利益の配当又は剰余金の分配の金額としない。

２　前項の場合において、法人が当該資本への組入れに因り株式（出資証券を含む。以下この条において同じ。）を発行したときは、当該

法人の株式を有する者が取得した当該発行に係る株式の価額は、その者のその取得の日を含む事業年度又は年の法人税法又は所得税法の

規定による所得の金額の計算上益金の額又は総収入金額に算入しない。

（再評価税についての所得計算の特例）

第百二十条　法人が各事業年度において納付した、若しくは納付すべき再評価税又は個人が各年において納付した、若しくは納付すべき再

評価税は、法人税法又は所得税法の規定による所得の金額の計算上損金の額又は必要経費に算入しない。

（再評価資産についての償却額の計算）

第百二十一条　法人又は個人が再評価を行つた減価償却資産については、当該資産についての再評価日以後においては、その再評価額（第

六十五条若しくは第六十七条又は改正前の法第六十五条若しくは第六十七条の規定による再評価額の更正があつた場合においては、その

更正後の再評価額。以下この条において同じ。）に基いて法人税法又は所得税法の規定により計算した償却額を法人税法又は所得税法の

規定による所得の金額の計算上損金の額又は必要経費に算入する。

２　前項の規定は、有形減価償却資産については、同項の規定により法人税法又は所得税法の規定による所得の金額の計算上損金の額又は

必要経費に算入される償却額の累計額が当該資産の再評価額（再評価を二回以上行つた資産については、その最後の再評価に係る再評価

額）の百分の九十五に相当する金額（有形減価償却資産で、当該資産について再評価を行わない場合において法人税法又は所得税法の規

定による所得の金額の計算上損金の額又は必要経費に算入される償却額の累計額が当該資産の取得価額又は製作価額の百分の九十五に相

当する金額以外の金額であるものについては、当該資産の再評価額に内閣府令・財務省令で定める割合を乗じて算出した金額）に達する

まで適用する。

第十三章　雑則

（報告の徴取、質問及び立入検査）

第百二十二条　当該職員は、再評価税に関する調査その他この法律の施行に関し必要があると認めるときは、左の各号に掲げる者から報告

を徴し、若しくは左の各号に掲げる者に質問し、又は第一号から第三号までに掲げる者の営業所若しくは事務所に立ち入り、その資産若

しくはその資産に関する帳簿書類を検査することができる。

一　再評価税の納税義務者又は再評価税の納税義務があると認められる者

二　再評価を行つた第三十九条第一項各号に掲げる法人

三　前二号に掲げる者から再評価を行つた資産若しくは再評価が行われたものとみなされた資産の譲渡、贈与若しくは遺贈を受けた者若

しくは受けたと認められる者又は当該資産を前二号に掲げる者に譲渡し、若しくは贈与した者若しくは譲渡し、若しくは贈与したと認

められる者又は当該資産を現に所有し、若しくは占有する者若しくは所有し、若しくは占有すると認められる者

２　当該職員は、前項の規定により質問し、又は立入検査する場合においては、その身分を示す証票を携帯し、これを関係人に呈示しなけ

ればならない。

３　第一項の規定による質問又は立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解してはならない。

（この法律の施行地）

第百二十三条　この法律は、本州、北海道、四国、九州及び政令で定めるその附属の島に施行する。

第十四章　罰則

第百二十四条　偽りその他不正の行為により再評価税を免れ、又は再評価税の免除を受けた者は、三年以下の拘禁刑若しくは五百万円以下

の罰金に処し、又はこれを併科する。

２　前項の免れた再評価税額が五百万円を超えるときは、情状により、同項の罰金は、五百万円を超え、その免れた再評価税額に相当する

金額以下とすることができる。

第百二十五条　第四十五条又は第四十六条に規定する申告書に第三章に規定する限度額を超えた再評価額を記載して提出した者は、一年以

下の拘禁刑若しくは百万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。

第百二十六条　次の各号のいずれかに該当する者は、一年以下の拘禁刑又は二十万円以下の罰金に処する。
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一　第百二条又は第百九条の四の規定に違反した者

二　第百三条から第百五条までの規定に違反した者

三　第百七条第一項の規定に違反した者

四　第百八条又は第百九条の五の規定に違反した者

五　第百十条の規定に違反した者

六　第百二十二条第一項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者

七　第百二十二条第一項の規定による質問に答弁せず、又は虚偽の答弁をした者

八　第百二十二条第一項の規定による検査を拒み、妨げ、又は忌避した者

九　第百二十二条第一項の規定による検査に際し虚偽の記載をした帳簿書類を提示した者

第百二十七条　左の各号の一に該当する者は、十万円以下の罰金に処する。但し、情状に因りその刑を免除することができる。

一　正当な事由がなくて第四十七条の規定による申告書を提出しなかつた者

二　第六十二条の規定による届出をしなかつた者

第百二十八条　再評価税の調査に関する事務に従事している者又は従事していた者がその事務に関して知つた秘密を漏らし、又は盗用した

ときは、二年以下の拘禁刑又は三万円以下の罰金に処する。

第百二十九条　法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務又は資産に関して第百二十四

条から第百二十七条までの違反行為をしたときは、その行為者を罰する外、その法人又は人に対し、各本条の罰金刑を科する。

附　則　抄

１　この法律は、公布の日から施行し、別に定める場合を除く外、昭和二十五年一月一日から適用する。

２　法人が基準日後この法律施行前に合併に因り消滅した場合において、合併法人が当該合併に因り取得した資産で基準日において被合併

法人が有していたものは、当該合併法人が基準日において有していたものとみなして、この法律を適用する。この場合において、第十三

条第一項本文中「基準日」とあるのは、「合併の日」と読み替えるものとする。

３　個人が基準日において有していた減価償却資産（基準日後当該個人がその事業の用に供したため減価償却資産に該当することとなつた

資産を含む。）について基準日後昭和二十五年三月三十一日以前に贈与があつた場合においては、当該資産は、受贈者が基準日において

有していたものとみなして、この法律を適用する。この場合において、第十三条第二項中「基準日」及び同条第三項中「当該資産をその

事業の用に供した日」とあるのは、「贈与があつた日」と読み替えるものとする。

４　第八条第二項及び第九条第一項の規定は、基準日後昭和二十五年三月三十一日以前に贈与、相続又は遺贈があつた場合には適用しな

い。この場合において、受贈者、相続人又は受遺者が当該贈与、相続又は遺贈に因り取得した資産で基準日において贈与者、被相続人又

は遺贈者が有していたものは、当該受贈者、相続人は受遺者が基準日において有していたものとみなして、この法律を適用する。

附　則　（昭和二六年三月三一日法律第一〇八号）　抄

１　この法律中附則第二項、第二十一項、第二十二項、第二十四項、第二十八項及び第三十一項から第三十三項までの規定以外の規定は、

公布の日から、附則第二項、第二十一項、第二十二項、第二十四項、第二十八項及び第三十一項から第三十三項までの規定は、復興金融

金庫の解散の日から施行する。

附　則　（昭和二六年四月一〇日法律第一四二号）　抄

１　この法律は、公布の日から施行する。但し、第九条、第十五条、第二十三条、第四十三条、第五十二条第二項（第九条第五項の改正規

定に関する部分に限る。）、第九十七条第二項、第九十八条第一項、第九十九条第二項、第百九条第一項、第百十条の二及び第百十二条の

改正規定は、商法の一部を改正する法律（昭和二十五年法律第百六十七号）施行の日から施行し、第二章及び第三章に係る改正規定（第

九条、第十五条及び第二十三条の改正規定を除く。）は、昭和二十六年一月一日から適用する。

２　改正前の資産再評価法第九十七条第二項、第九十八条第一項及び第百十二条の規定は、株式合資会社については、これらの規定に係る

改正規定施行後も、当分の間、なお、その効力を有する。

３　この法律施行前に解散した法人で資産再評価法第六条第一項又は第十四条第一項の規定により再評価を行つたものは、当該再評価に係

る再評価差額から同法第百一条の規定により損失の
ヽ

て
ヽ

ん補又は第二会社特別勘定の償却に充てた金額及びこの法律施行前に納付した再評

価税額を控除した残額をこの法律施行の日において再評価積立金として積み立てなければならない。但し、この法律の施行前に残余財産

の分配をした場合におけるその分配金額のうち当該残額に対応する部分の金額については、この限りでない。

附　則　（昭和二六年七月一〇日政令第二六一号）　抄

１　この政令は、昭和二十六年七月十一日から施行する。

２３　改正前の登録税法第十九条第七号、所得税法第三条第七号、法人税法第四条第三号、公団等の予算及び決算の暫定措置に関する法律

第一条、国庫出納金等端数計算法第一条第一項、退職職員に支給する退職手当支給の財源に充てるための特別会計等からする一般会計へ

の繰入及び納付に関する法律第二条、資産再評価法第五条第七号、国家公務員等に対する退職手当の臨時措置に関する法律附則第五項第

二号、予算執行職員等の責任に関する法律第九条第一項、地方税法第二十四条第三号及び第七百四十三条第三号並びに公団等の予算及び

決算に添附する書類に関する政令第一条及び第三条の規定は、清算中の持株会社整理委員会については、この政令施行後も、なおその効

力を有する。

附　則　（昭和二七年三月三一日法律第五九号）　抄

１　この法律は、昭和二十七年四月一日から施行し、第四十条、第五十六条、第五十八条、第百条及び第百十三条の改正規定及び附則の規

定以外の規定は、同年一月一日以後譲渡、相続、遺贈又は贈与があつた資産について適用する。

附　則　（昭和二七年六月一二日法律第一八七号）　抄

１　この法律中次項の規定及び附則第十一項中農林中央金庫法（大正十二年法律第四十二号）第十三条の改正規定は、公布の日から、その

他の規定は、公布の日から一年以内で政令で定める日から施行する。

附　則　（昭和二八年八月七日法律第一七五号）　抄

１　この法律は、公布の日から施行する。

２　改正後の資産再評価法（以下「新法」という。）の規定（第百九条及び第百十二条の規定を除く。）は、第三項から第五項までの場合を

除く外、昭和二十八年一月一日から適用する。

３　この法律施行前に法人又は個人が改正前の資産再評価法（以下「旧法」という。）の規定により行つた再評価（第六項の規定によりな

おその効力を有する旧法第十五条の規定によりこの法律施行後に法人が行つたものとみなされる再評価を含む。）、当該再評価に係る再評

価税、当該再評価に関する経理及び当該再評価を行つた者の所得の計算並びに旧法の規定により昭和二十八年一月一日前に個人が行つた

ものとみなされた再評価及び当該再評価に係る再評価税については、新法に特別の定がある場合並びに第四項、第五項及び第七項の場合

を除く外、なお従前の例による。
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４　新法第七十七条第四項（第七十八条第二項、第七十九条第二項、第八十条第二項及び第八十二条第四項において準用する場合を含む。）

の規定は、この法律施行後納付し、又は徴収すべき利子税額、過少申告加算税額、過少納付加算税額、無申告加算税額又は重加算税額に

ついて適用する。

５　新法第八十二条第一項から第三項までの規定は、この法律施行の日以後決定の通知をする重加算税額について適用し、同日前に決定の

通知のされた重加算税額については、なお従前の例による。

９　この法律施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。

附　則　（昭和二九年四月一日法律第五二号）　抄

１　この法律は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和二九年五月一五日法律第一〇六号）　抄

１　この法律は、公布の日から施行する。

９　改正後の資産再評価法第百五条の規定は、この法律の施行前に処分された資産につき第六項の規定により再計算された処分益の経理に

ついても適用する。この場合において、同条中「その処分した日」とあるのは、「金融機関再建整備法の一部を改正する法律（昭和二十

九年法律第百六号）附則第六項に規定する決算の日」と読み替えるものとする。

附　則　（昭和二九年六月一日法律第一四二号）　抄

１　この法律は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和三一年六月一二日法律第一四八号）　抄

１　この法律は、地方自治法の一部を改正する法律（昭和三十一年法律第百四十七号）の施行の日から施行する。

附　則　（昭和三二年三月三一日法律第二六号）　抄

（施行期日）

第一条　この法律は、昭和三十二年四月一日から施行する。

附　則　（昭和三二年三月三一日法律第二七号）　抄

１　この法律は、昭和三十二年四月一日から施行する。

附　則　（昭和三四年四月二〇日法律第一四八号）　抄

（施行期日）

１　この法律は、国税徴収法（昭和三十四年法律第百四十七号）の施行の日から施行する。

附　則　（昭和三四年一二月一五日法律第一九六号）　抄

１　この法律は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和三六年五月二七日法律第九五号）　抄

１　この法律は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和三七年三月三一日法律第四四号）　抄

（施行期日）

第一条　この法律は、昭和三十七年四月一日から施行する。

附　則　（昭和三七年四月二日法律第六七号）　抄

（施行期日）

第一条　この法律は、昭和三十七年四月一日から施行する。

（資産再評価法の一部改正に伴う経過措置）

第六条　改正後の資産再評価法第八十二条の二第二項の規定は、同法第四十五条、第四十七条、第八十四条第二項若しくは第八十六条第二

項の規定による申告書の提出期限又は同法第五十六条第六項、第五十八条第六項若しくは第六十二条の規定による届出の期限が施行日以

後に到来する再評価税について適用し、改正前の資産再評価法第四十五条から第四十七条まで、第八十四条第二項、第八十六条第二項若

しくは第八十八条第二項の規定による申告書の提出期限又は同法第五十六条第六項、第五十八条第六項若しくは第六十二条の規定による

届出の期限が施行日前に到来した再評価税については、なお従前の例による。

（罰則に係る経過措置）

第十八条　この法律の施行前にした国税に係る違反行為及びこの附則の規定により従前の例によることとされる国税に係るこの法律の施行

後にした違反行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。

（国税に関するその他の経過措置の政令への委任）

第十九条　国税通則法附則及び前十八条に定めるもののほか、国税通則法及びこの法律第一章の施行に関し必要な経過措置は、政令で定め

る。

附　則　（昭和三七年四月二〇日法律第八二号）　抄

（施行期日）

第一条　この法律は、昭和三十八年四月一日から施行する。

附　則　（昭和三九年五月一九日法律第八二号）　抄

１　この法律は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和四〇年三月三一日法律第三六号）　抄

（施行期日）

第一条　この法律は、昭和四十年四月一日から施行する。

（国税に関する法律の一部改正に伴う経過規定の原則）

第二条　第一章の規定による改正後の国税に関する法律の規定（所得税及び法人税に関する部分に限る。）は、別段の定めがあるものを除

き、所得税法（昭和四十年法律第三十三号）附則又は法人税法（昭和四十年法律第三十四号）附則の規定によりこれらの法律の規定が適

用される所得税及び法人税について適用し、旧所得税法（昭和二十二年法律第二十七号）又は旧法人税法（昭和二十二年法律第二十八

号）の規定が適用される所得税及び法人税については、なお従前の例による。

附　則　（昭和四一年六月三〇日法律第九八号）　抄

（施行期日）

１　この法律は、昭和四十一年七月一日から施行する。ただし、第四条から第六条まで、第十条（資産再評価審議会及び接収貴金属等処理

審議会に係る部分に限る。）、第十一条、第十三条、第十五条、第二十五条、第二十八条及び第四十八条から第五十一条までの規定は、昭

和四十二年三月三十一日までの間において政令で定める日から施行する。

附　則　（昭和四二年七月二七日法律第八四号）　抄

（施行期日）
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１　この法律は、公布の日から施行する。ただし、第百七条の改正規定（同条第一項の改正規定を除く。）並びに次項第一号及び附則第六

項の規定は、昭和四十三年七月一日から施行する。

（関係法律の廃止）

２　次に掲げる法律は、廃止する。

一　企業資本充実のための資産再評価等の特別措置法（昭和二十九年法律第百四十二号）

二　中小企業の資産再評価の特例に関する法律（昭和三十二年法律第百三十八号）

（関係法律の廃止等に伴う経過措置）

４　附則第二項各号に掲げる法律の廃止後において、法人が資産再評価法第三条各号に規定する資産について同法の規定により行なう再評

価については、別段の定めがあるものを除き、なお従前の例による。

５　この法律の施行前に課した、又は課すべきであつた再評価税に関しては、なお従前の例による。

７　この法律の施行前又は附則第一項ただし書に係る改正規定の施行前にした行為及び附則第四項又は前項の規定によりなお従前の例によ

ることとされる事項に係る当該改正規定の施行後にした行為に対する罰則の適用については、それぞれなお従前の例による。

８　附則第三項から前項までに定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置は、政令で定める。

附　則　（昭和四三年四月二〇日法律第二一号）　抄

（施行期日）

第一条　この法律は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和四五年三月二八日法律第八号）　抄

（施行期日）

第一条　この法律は、昭和四十五年五月一日から施行する。

附　則　（昭和四九年四月二日法律第二三号）　抄

この法律は、公布の日から起算して六月をこえない範囲内において政令で定める日から施行する。

附　則　（昭和五六年六月一日法律第六一号）　抄

（施行期日）

第一条　この法律は、銀行法（昭和五十六年法律第五十九号）の施行の日から施行する。ただし、第四条中長期信用銀行法第八条及び同法

附則の改正規定、第五条中外国為替銀行法第九条の二の改正規定並びに第九条中農林中央金庫法第十七条の改正規定並びに附則第四条第

五項から第七項まで、第五条第五項並びに第六条第五項（附則第四条第八項に係る部分を除く。）及び第六項の規定は、公布の日から施

行する。

附　則　（昭和五六年六月九日法律第七五号）　抄

この法律は、商法等の一部を改正する法律の施行の日（昭和五十七年十月一日）から施行する。

附　則　（昭和五九年八月一〇日法律第七一号）　抄

（施行期日）

第一条　この法律は、昭和六十年四月一日から施行する。

（政令への委任）

第二十七条　附則第二条から前条までに定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置は、政令で定める。

附　則　（昭和五九年一二月二五日法律第八七号）　抄

（施行期日）

第一条　この法律は、昭和六十年四月一日から施行する。

（政令への委任）

第二十八条　附則第二条から前条までに定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な事項は、政令で定める。

附　則　（昭和六一年一二月四日法律第九三号）　抄

（施行期日）

第一条　この法律は、昭和六十二年四月一日から施行する。

（政令への委任）

第四十二条　附則第二条から前条までに定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な事項は、政令で定める。

附　則　（平成二年六月二九日法律第六五号）

この法律は、商法等の一部を改正する法律の施行の日から施行する。

附　則　（平成七年五月八日法律第八七号）　抄

この法律は、更生保護事業法の施行の日から施行する。

附　則　（平成一一年五月二八日法律第五六号）　抄

（施行期日）

第一条　この法律は、平成十一年十月一日から施行する。

附　則　（平成一一年六月一一日法律第七三号）　抄

（施行期日）

第一条　この法律は、公布の日から施行する。ただし、附則第十七条から第十九条まで及び第二十一条から第六十六条までの規定は、平成

十一年十月一日から施行する。

附　則　（平成一一年七月三〇日法律第一一七号）　抄

（施行期日）

第一条　この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。

附　則　（平成一一年一二月二二日法律第一六〇号）　抄

（施行期日）

第一条　この法律（第二条及び第三条を除く。）は、平成十三年一月六日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定

める日から施行する。

一　第九百九十五条（核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律の一部を改正する法律附則の改正規定に係る部分に限る。）

、第千三百五条、第千三百六条、第千三百二十四条第二項、第千三百二十六条第二項及び第千三百四十四条の規定　公布の日

二　第三章（第三条を除く。）及び次条の規定　平成十二年七月一日

附　則　（平成一二年四月二六日法律第四九号）　抄
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（施行期日）

第一条　この法律は、平成十三年一月六日から施行する。

附　則　（平成一二年五月三一日法律第九七号）　抄

（施行期日）

第一条　この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日（以下「施行日」という。）から施行する。

（処分等の効力）

第六十四条　この法律（附則第一条ただし書の規定にあっては、当該規定）の施行前に改正前のそれぞれの法律（これに基づく命令を含

む。以下この条において同じ。）の規定によってした処分、手続その他の行為であって、改正後のそれぞれの法律の規定に相当の規定が

あるものは、この附則に別段の定めがあるものを除き、改正後のそれぞれの法律の相当の規定によってしたものとみなす。

（罰則の適用に関する経過措置）

第六十五条　この法律（附則第一条ただし書の規定にあっては、当該規定）の施行前にした行為及びこの附則の規定によりなお従前の例に

よることとされる場合におけるこの法律の施行後にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。

（その他の経過措置の政令への委任）

第六十七条　この附則に規定するもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置は、政令で定める。

附　則　（平成一四年五月二九日法律第四五号）　抄

（施行期日）

１　この法律は、公布の日から起算して一年を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。

附　則　（平成一七年七月六日法律第八二号）　抄

（施行期日）

第一条　この法律は、平成十九年四月一日から施行する。

附　則　（平成一七年七月二六日法律第八七号）　抄

この法律は、会社法の施行の日から施行する。

附　則　（平成一九年五月二五日法律第五八号）　抄

（施行期日）

第一条　この法律は、平成二十年十月一日から施行する。

（罰則に関する経過措置）

第八条　この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。

（政令への委任）

第九条　附則第二条から前条までに定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置は、政令で定める。

附　則　（令和四年六月一七日法律第六八号）　抄

（施行期日）

１　この法律は、刑法等一部改正法施行日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。

一　第五百九条の規定　公布の日

別表第一

有形減価償却資産及び非事業用家屋についての再評価倍数表（再評価日が昭和２８年中である場合）

　 耐用年数 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 ７年 ８年 ９年 １０年 １１年

取得の時期

明治３３年以前 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

明治３４年 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

明治３５年 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

明治３６年 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

明治３７年 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

明治３８年 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

明治３９年 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

明治４０年 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

明治４１年 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

明治４２年 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

明治４３年 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

明治４４年 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

明治４５年

大正元年

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

大正２年 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

大正３年 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

大正４年 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ０．１４

大正５年 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ０．１６

大正６年 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ０．１６

大正７年 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ０．１４

大正８年 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ０．１３

大正９年 　 　 　 　 　 　 　 　 ０．１０ ０．１６

大正１０年 　 　 　 　 　 　 　 　 ０．１６ ０．２８

大正１１年 　 　 　 　 　 　 　 　 ０．１９ ０．３３

大正１２年 　 　 　 　 　 　 　 　 ０．２１ ０．４２

大正１３年 　 　 　 　 　 　 　 ０．１１ ０．２７ ０．５０

大正１４年 　 　 　 　 　 　 　 ０．１６ ０．３５ ０．６５
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大正１５年

昭和元年

　 　 　 　 　 　 　 ０．２３ ０．５０ ０．８９

昭和２年 　 　 　 　 　 　 ０．１１ ０．３３ ０．６６ １．１

昭和３年 　 　 　 　 　 　 ０．１６ ０．４４ ０．８５ １．４

昭和４年 　 　 　 　 　 　 ０．２５ ０．５９ １．１ １．８

昭和５年 　 　 　 　 　 ０．１０ ０．４１ ０．９２ １．６ ２．７

昭和６年 　 　 　 　 　 ０．２０ ０．６９ １．４ ２．５ ４．０

昭和７年 　 　 　 　 　 ０．２９ ０．８４ １．６ ２．８ ４．４

昭和８年 　 　 　 　 ０．１２ ０．３８ ０．９９ １．８ ３．１ ４．８

昭和９年 　 　 　 　 ０．１８ ０．５６ １．３ ２．３ ３．８ ５．８

昭和１０年 　 　 　 　 ０．２７ ０．７６ １．７ ３．０ ４．８ ７．０

昭和１１年 　 　 　 　 ０．４１ １．０ ２．２ ３．７ ５．７ ８．３

昭和１２年 　 　 　 ０．１４ ０．５０ １．２ ２．４ ３．９ ６．０ ８．４

昭和１３年 　 　 　 ０．２２ ０．７１ １．６ ３．０ ４．９ ７．２ ９．８

昭和１４年 　 　 　 ０．３１ ０．９５ ２．０ ３．６ ５．７ ８．２ １１

昭和１５年 　 　 　 ０．４６ １．２ ２．５ ４．３ ６．６ ９．２ １２

昭和１６年 　 　 ０．１５ ０．６７ １．７ ３．３ ５．４ ８．０ １０ １４

昭和１７年 　 　 ０．２７ １．０ ２．３ ４．２ ６．７ ９．５ １２ １５

昭和１８年 　 　 ０．４６ １．４ ３．１ ５．５ ８．３ １１ １４ １８

昭和１９年 　 　 ０．７２ ２．０ ４．１ ６．８ ９．８ １３ １６ １９

昭和２０年 １月―３月 　 　 １．０ ２．６ ４．９ ７．７ １０ １３ １６ ２０

４月―６月 　 　 １．１ ２．７ ４．９ ７．５ １０ １３ １６ １９

７月―９月 　 　 １．１ ２．８ ４．９ ７．５ １０ １２ １５ １８

１０月―１２月 　 　 ０．９５ ２．２ ３．８ ５．７ ７．７ ９．７ １１ １３

昭和２１年 １月―２月 　 　 ０．６４ １．４ ２．４ ３．６ ４．８ ６．１ ７．２ ８．４

３月 　 　 ０．４９ １．０ １．８ ２．６ ３．５ ４．４ ５．２ ６．０

４月―６月 　 　 ０．３９ ０．８６ １．４ ２．１ ２．７ ３．４ ４．０ ４．７

７月―９月 　 　 ０．３８ ０．８２ １．３ １．９ ２．５ ３．１ ３．６ ４．２

１０月―１２月 　 　 ０．３８ ０．８０ １．２ １．８ ２．３ ２．８ ３．３ ３．８

昭和２２年 １月―３月 　 ０．１２０．４０ ０．８１ １．２ １．７ ２．２ ２．７ ３．２ ３．６

４月―６月 　 ０．１１０．３４ ０．６７ １．０ １．４ １．８ ２．２ ２．５ ２．８

７月―９月 　 ０．０７０．２２ ０．４１ ０．６３ ０．８５ １．０ １．２ １．４ １．６

１０月―１２月 　 ０．０６０．１８ ０．３４ ０．５１ ０．６８ ０．８４ １．０ １．１ １．２

昭和２３年 １月―３月 　 ０．０７０．１９ ０．３５ ０．５１ ０．６８ ０．８４ ０．９８ １．１ １．２

４月―６月 　 ０．０８０．２１ ０．３８ ０．５４ ０．７１ ０．８６ １．０ １．１ １．２

７月―９月 　 ０．０６０．１４ ０．２４ ０．３４ ０．４４ ０．５４ ０．６２ ０．６９ ０．７６

１０月―１２月 　 ０．０６０．１４ ０．２３ ０．３２ ０．４１ ０．４９ ０．５６ ０．６２ ０．６８

昭和２４年 １月―３月 　 ０．０７０．１５ ０．２４ ０．３３ ０．４１ ０．４９ ０．５５ ０．６１ ０．６７

４月―６月 　 ０．０８０．１７ ０．２６ ０．３５ ０．４３ ０．５０ ０．５７ ０．６２ ０．６７

７月―９月 　 ０．０９０．１８ ０．２８ ０．３６ ０．４４ ０．５１ ０．５７ ０．６３ ０．６８

１０月―１２月 　 ０．１１０．２１ ０．３１ ０．３９ ０．４７ ０．５４ ０．６０ ０．６５ ０．７０

昭和２５年 １月―３月 　 ０．１３０．２３ ０．３３ ０．４２ ０．４９ ０．５６ ０．６１ ０．６６ ０．７０

４月―６月 　 ０．１５０．２７ ０．３７ ０．４５ ０．５３ ０．５９ ０．６５ ０．６９ ０．７４

７月―９月 　 ０．１７０．２８ ０．３７ ０．４５ ０．５２ ０．５８ ０．６３ ０．６７ ０．７１

１０月―１２月 　 ０．１９０．２９ ０．３８ ０．４５ ０．５２ ０．５７ ０．６１ ０．６４ ０．６８

昭和２６年 １月―３月 　 ０．２１０．３１ ０．３９ ０．４６ ０．５１ ０．５６ ０．５９ ０．６３ ０．６５

４月―６月 ０ ． １

３

０．２６０．３６ ０．４４ ０．５０ ０．５６ ０．６０ ０．６３ ０．６６ ０．６９

７月―９月 ０ ． １

７

０．３１０．４２ ０．５０ ０．５６ ０．６１ ０．６５ ０．６８ ０．７０ ０．７３

１０月―１２月 ０ ． ２

３

０．３８０．４８ ０．５６ ０．６１ ０．６６ ０．６９ ０．７２ ０．７４ ０．７６

昭和２７年 ０ ． ３

１

０．４６０．５６ ０．６３ ０．６８ ０．７２ ０．７５ ０．７７ ０．７９ ０．８１

上記の表に該当する耐用年数がない資産についての倍数は、その取得の時期及び耐用年数に応じて下記の算式により計算した数による。

（１－償却率）ｎ×取得の時期に応ずる別表第三の倍数

上記の算式において、

「償却率」とは、

１　昭和１９年以前に取得した資産については、その耐用年数に応じて法人税法の規定により定められた償却率をいい、

２　昭和２０年以降に取得した資産については、その耐用年数を４倍した耐用年数に応じて法人税法の規定により定められた償却率をい

い、

「ｎ」とは、

１　昭和１９年以前に取得した資産については、その取得の年から昭和２７年までの経過年数をいい、
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２　昭和２０年以降に取得した資産については、その取得の月から昭和２７年１２月までの経過月数を３で除した数（端数があるときは、

これを切り上げる。）をいう。

１２年 １３年 １４年 １５年 １６年 １７年 １８年 １９年 ２０年 ２１年 ２２年 ２３年

　 　 　 ０．１２ ０．２４ ０．４３ ０．６８ ０．９８ １．３ １．６ ２．４ ３．０

　 　 　 ０．１９ ０．３２ ０．５１ ０．７７ １．１ １．５ １．９ ２．７ ３．５

　 　 　 ０．１９ ０．３８ ０．５７ ０．８９ １．２ １．７ ２．１ ３．０ ３．９

　 　 ０．１２ ０．２４ ０．４２ ０．６０ ０．９６ １．３ １．８ ２．２ ３．２ ４．０

　 　 ０．１１ ０．２８ ０．４５ ０．６８ １．０ １．４ １．９ ２．４ ３．３ ４．２

　 　 ０．１６ ０．３２ ０．４８ ０．７４ １．１ １．５ ２．０ ２．５ ３．５ ４．３

　 　 ０．１５ ０．３６ ０．５７ ０．８８ １．２ １．７ ２．２ ２．７ ３．７ ４．７

　 　 ０．１９ ０．３８ ０．５７ ０．９１ １．３ １．７ ２．３ ２．８ ３．９ ４．８

　 ０．１５ ０．２５ ０．４５ ０．７５ １．０ １．５ ２．１ ２．７ ３．３ ４．５ ５．５

　 ０．１５ ０．３１ ０．５７ ０．８９ １．３ １．８ ２．５ ３．１ ３．８ ５．２ ６．４

　 ０．２０ ０．３６ ０．６７ １．０ １．４ ２．０ ２．７ ３．５ ４．２ ５．８ ７．０

　 ０．２４ ０．４４ ０．７４ １．１ １．５ ２．２ ３．０ ３．８ ４．６ ６．１ ７．４

０．１４ ０．２８ ０．５１ ０．８４ １．２ １．７ ２．４ ３．２ ４．１ ４．８ ６．５ ７．８

０．１８ ０．３７ ０．６１ ０．９８ １．４ ２．０ ２．７ ３．６ ４．６ ５．７ ７．２ ８．６

０．２４ ０．４４ ０．７３ １．２ １．７ ２．４ ３．３ ４．３ ５．４ ６．７ ８．４ １０

０．２９ ０．５３ ０．８７ １．４ １．９ ２．７ ３．７ ４．８ ６．０ ７．４ ９．２ １０

０．２８ ０．５６ ０．８８ １．２ １．９ ２．６ ３．５ ４．５ ５．６ ６．８ ８．４ ９．９

０．２８ ０．５１ ０．８３ １．２ １．７ ２．３ ３．１ ４．０ ４．９ ６．１ ７．４ ８．７

０．２６ ０．４８ ０．７３ １．１ １．５ ２．０ ２．７ ３．５ ４．２ ５．２ ６．８ ７．４

０．２７ ０．４７ ０．７１ １．０ １．４ １．９ ２．５ ３．２ ３．９ ４．７ ５．７ ６．６

０．３０ ０．５０ ０．７８ １．１ １．５ ２．０ ２．６ ３．３ ４．０ ４．８ ５．８ ６．７

０．４７ ０．７９ １．１ １．７ ２．３ ３．０ ３．９ ４．８ ５．８ ６．９ ８．３ ９．６

０．６０ ０．９８ １．４ ２．０ ２．７ ３．５ ４．５ ５．６ ６．６ ７．９ ９．４ １０

０．７０ １．１ １．６ ２．３ ３．１ ３．９ ５．０ ６．２ ７．３ ８．７ １０ １１

０．８４ １．３ １．８ ２．６ ３．４ ４．４ ５．５ ６．７ ８．０ ９．４ １１ １２

１．０ １．６ ２．２ ３．１ ４．１ ５．１ ６．４ ７．８ ９．１ １０ １２ １４

１．４ ２．２ ３．０ ４．１ ５．３ ６．７ ８．３ １０ １１ １３ １５ １７

１．８ ２．７ ３．７ ５．１ ６．５ ８．０ ９．９ １１ １３ １５ １８ ２０

２．２ ３．３ ４．４ ５．９ ７．５ ９．１ １１ １３ １５ １７ ２０ ２２

２．７ ４．０ ５．３ ７．１ ８．９ １０ １３ １５ １７ ２０ ２３ ２５

４．０ ５．８ ７．７ １０ １２ １５ １８ ２１ ２４ ２７ ３１ ３４

５．８ ８．３ １０ １３ １７ ２０ ２４ ２８ ３２ ３６ ４１ ４５

６．４ ８．９ １１ １４ １７ ２１ ２５ ２８ ３２ ３６ ４１ ４５

６．８ ９．３ １１ １４ １８ ２１ ２４ ２８ ３１ ３５ ３９ ４３

８．１ １０ １３ １７ ２０ ２３ ２７ ３１ ３５ ３８ ４３ ４７

９．５ １２ １５ １９ ２２ ２６ ３０ ３４ ３８ ４２ ４６ ５０

１１ １４ １７ ２１ ２５ ２９ ３３ ３７ ４１ ４５ ４９ ５３

１１ １４ １７ ２０ ２４ ２７ ３１ ３４ ３８ ４１ ４５ ４９

１２ １６ １９ ２３ ２６ ２９ ３３ ３７ ４０ ４４ ４８ ５１

１４ １７ ２０ ２４ ２７ ３１ ３４ ３８ ４１ ４４ ４８ ５１

１５ １８ ２１ ２５ ２８ ３１ ３５ ３８ ４１ ４４ ４７ ５０

１７ ２０ ２３ ２７ ３０ ３３ ３７ ４０ ４３ ４６ ４９ ５２

１９ ２２ ２５ ２９ ３２ ３５ ３９ ４２ ４４ ４７ ５０ ５３

２１ ２５ ２８ ３２ ３５ ３８ ４１ ４４ ４６ ４９ ５２ ５４

２３ ２６ ２９ ３３ ３５ ３８ ４１ ４４ ４６ ４８ ５１ ５３

２３ ２６ ２８ ３１ ３４ ３６ ３８ ４０ ４２ ４４ ４６ ４８

２１ ２４ ２６ ２９ ３１ ３３ ３５ ３７ ３９ ４１ ４３ ４４

２０ ２３ ２５ ２８ ３０ ３２ ３３ ３５ ３７ ３８ ４０ ４１

１５ １７ １８ ２０ ２２ ２３ ２４ ２６ ２７ ２８ ２９ ３０

９．５ １０ １１ １２ １３ １４ １４ １５ １６ １６ １７ １８

６．８ ７．６ ８．２ ８．９ ９．５ １０ １０ １１ １１ １２ １２ １２

５．２ ５．８ ６．３ ６．８ ７．３ ７．７ ８．１ ８．５ ８．８ ９．２ ９．５ ９．８

４．７ ５．２ ５．６ ６．０ ６．４ ６．８ ７．１ ７．５ ７．７ ８．０ ８．３ ８．６

４．２ ４．７ ５．０ ５．４ ５．８ ６．１ ６．４ ６．６ ６．９ ７．１ ７．４ ７．６

４．０ ４．４ ４．７ ５．１ ５．４ ５．６ ５．９ ６．２ ６．４ ６．６ ６．８ ７．０

３．１ ３．４ ３．７ ３．９ ４．２ ４．４ ４．５ ４．７ ４．９ ５．１ ５．２ ５．４

１．８ １．９ ２．１ ２．２ ２．３ ２．４ ２．５ ２．６ ２．７ ２．８ ２．９ ３．０

１．３ １．５ １．６ １．７ １．８ １．８ １．９ ２．０ ２．０ ２．１ ２．２ ２．２

１．３ １．４ １．５ １．６ １．７ １．７ １．８ １．９ １．９ ２．０ ２．１ ２．１

１．３ １．４ １．５ １．６ １．７ １．７ １．８ １．９ １．９ ２．０ ２．０ ２．１
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０．８２ ０．８８ ０．９３ ０．９８ １．０ １．０ １．１ １．１ １．１ １．２ １．２ １．２

０．７３ ０．７８ ０．８２ ０．８７ ０．９０ ０．９３ ０．９６ ０．９９ １．０ １．０ １．０ １．０

０．７２ ０．７６ ０．８０ ０．８４ ０．８７ ０．９０ ０．９３ ０．９６ ０．９８ １．０ １．０ １．０

０．７２ ０．７６ ０．８１ ０．８８ ０．８６ ０．８９ ０．９２ ０．９４ ０．９６ ０．９８ １．０ １．０

０．７２ ０．７６ ０．７９ ０．８２ ０．８５ ０．８８ ０．９０ ０．９２ ０．９６ ０．９６ ０．９８ １．０

０．７４ ０．７８ ０．８１ ０．８４ ０．８７ ０．８９ ０．９１ ０．９３ ０．９５ ０．９７ ０．９９ １．０

０．７４ ０．７８ ０．８１ ０．８４ ０．８６ ０．８８ ０．９０ ０．９２ ０．９４ ０．９５ ０．９７ ０．９８

０．７７ ０．８１ ０．８３ ０．８６ ０．８８ ０．９０ ０．９２ ０．９４ ０．９６ ０．９７ ０．９９ １．０

０．７４ ０．７７ ０．７９ ０．８１ ０．８３ ０．８５ ０．８７ ０．８８ ０．９０ ０．９１ ０．９２ ０．９３

０．７０ ０．７３ ０．７５ ０．７７ ０．７８ ０．８０ ０．８１ ０．８２ ０．８４ ０．８５ ０．８６ ０．８７

０．６８ ０．７０ ０．７１ ０．７３ ０．７４ ０．７６ ０．７７ ０．７８ ０．７９ ０．８０ ０．８１ ０．８１

０．７１ ０．７３ ０．７５ ０．７６ ０．７７ ０．７８ ０．７９ ０．８０ ０．８１ ０．８２ ０．８３ ０．８３

０．７４ ０．７６ ０．７８ ０．７９ ０．８０ ０．８１ ０．８２ ０．８３ ０．８４ ０．８４ ０．８５ ０．８６

０．７８ ０．８０ ０．８１ ０．８２ ０．８３ ０．８４ ０．８５ ０．８５ ０．８６ ０．８７ ０．８７ ０．８８

０．８２ ０．８３ ０．８４ ０．８５ ０．８６ ０．８７ ０．８８ ０．８８ ０．８９ ０．８９ ０．９０ ０．９０

　

２４年 ２５年 ２６年 ２７年 ２８年 ３０年 ３２年 ３５年 ３６年 ４０年 ４１年 ４５年

３．６ ４．６ ５．５ ６．６ ７．９ １０ １４ １８ ２０ ２９ ３１ ４０

４．２ ５．３ ６．３ ７．５ ８．９ １１ １５ ２０ ２３ ３２ ３４ ４５

４．６ ５．７ ６．８ ８．０ ９．５ １２ １６ ２１ ２４ ３３ ３５ ４６

４．７ ５．９ ７．０ ８．３ ９．７ １２ １６ ２２ ２４ ３３ ３５ ４６

５．０ ６．２ ７．３ ８．６ １０ １３ １７ ２２ ２４ ３４ ３５ ４６

５．１ ６．３ ７．４ ８．７ １０ １３ １７ ２２ ２４ ３３ ３５ ４５

５．５ ６．８ ７．９ ９．２ １０ １３ １７ ２３ ２５ ３４ ３６ ４６

５．６ ６．８ ８．０ ９．３ １０ １３ １７ ２２ ２５ ３３ ３５ ４５

６．４ ７．８ ９．１ １０ １２ １５ １９ ２５ ２８ ３７ ３９ ４９

７．４ ９．０ １０ １２ １３ １７ ２２ ２８ ３１ ４１ ４３ ５４

８．１ ９．７ １１ １３ １５ １８ ２３ ３０ ３２ ４３ ４５ ５７

８．６ １０ １１ １３ １５ １９ ２４ ３１ ３３ ４４ ４６ ５７

８．９ １０ １２ １４ １６ ２０ ２５ ３１ ３４ ４４ ４６ ５７

９．８ １１ １３ １５ １７ ２１ ２６ ３３ ３６ ４６ ４８ ６０

１１ １３ １５ １７ １９ ２４ ３０ ３７ ４０ ５２ ５４ ６６

１２ １４ １６ １８ ２１ ２６ ３２ ３９ ４２ ５４ ５６ ６９

１１ １３ １５ １６ １９ ２３ ２８ ３４ ３７ ４７ ４９ ６０

９．８ １１ １３ １４ １６ ２０ ２４ ２９ ３１ ４０ ４１ ５０

８．３ ９．７ １０ １２ １３ １６ １９ ２４ ２５ ３２ ３３ ４０

７．４ ８．６ ９．７ １０ １２ １４ １７ ２１ ２２ ２８ ２９ ３４

７．４ ８．６ ９．６ １０ １１ １４ １７ ２０ ２１ ２７ ２８ ３３

１０ １２ １３ １５ １６ ２０ ２３ ２８ ３０ ３７ ３８ ４５

１２ １３ １５ １６ １８ ２２ ２６ ３０ ３３ ４０ ４１ ４８

１３ １４ １６ １８ １９ ２３ ２７ ３２ ３４ ４１ ４３ ５０

１３ １５ １７ １９ ２０ ２４ ２８ ３３ ３５ ４２ ４４ ５１

１５ １７ １９ ２１ ２３ ２７ ３１ ３６ ３８ ４６ ４７ ５５

１９ ２１ ２３ ２６ ２８ ３２ ３８ ４４ ４６ ５５ ５７ ６５

２２ ２５ ２７ ２９ ３２ ３７ ４３ ４９ ５２ ６１ ６３ ７３

２４ ２７ ２９ ３２ ３５ ４０ ４６ ５２ ５５ ６５ ６６ ７６

２７ ３１ ３３ ３６ ３９ ４４ ５０ ５７ ６０ ７１ ７２ ８２

３７ ４１ ４４ ４８ ５１ ５８ ６６ ７５ ７８ ９１ ９３ １０５

４８ ５３ ５７ ６１ ６６ ７５ ８４ ９５ ９９ １１４ １１７ １３１

４８ ５２ ５６ ６０ ６５ ７２ ８１ ９１ ９５ １０９ １１１ １２４

４６ ５０ ５４ ５７ ６１ ６８ ７６ ８５ ８９ １０１ １０３ １１４

５０ ５４ ５８ ６１ ６５ ７２ ８０ ８９ ９３ １０５ １０７ １１８

５３ ５８ ６１ ６５ ６９ ７６ ８４ ９３ ９６ １０８ １１０ １２１

５６ ６１ ６４ ６８ ７２ ７９ ８７ ９５ ９９ １１０ １１２ １２２

５１ ５５ ５８ ６１ ６４ ７０ ７７ ８４ ８６ ９６ ９７ １０６

５３ ５７ ６０ ６３ ６３ ７２ ７８ ８５ ８７ ９６ ９８ １０６

５３ ５７ ５９ ６２ ６５ ７０ ７６ ８２ ８４ ９２ ９４ １０１

５２ ５６ ５８ ６１ ６３ ６８ ７３ ７８ ８０ ８７ ８８ ９５

５４ ５７ ５９ ６２ ６４ ６８ ７３ ７８ ８０ ８６ ８７ ９３

５５ ５７ ５９ ６２ ６４ ６８ ７２ ７６ ７８ ８４ ８５ ９０

５６ ５９ ６１ ６３ ６５ ６９ ７２ ７６ ７８ ８３ ８４ ８９

５５ ５７ ５９ ６０ ６２ ６５ ６９ ７２ ７３ ７８ ７８ ８２

４９ ５１ ５２ ５４ ５５ ５８ ６０ ６３ ６４ ６７ ６８ ７１
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４５ ４７ ４８ ４９ ５１ ５３ ５５ ５７ ５８ ６１ ６２ ６５

４２ ４４ ４５ ４６ ４７ ４９ ５１ ５４ ５４ ５７ ５８ ６０

３１ ３２ ３２ ３３ ３４ ３５ ３７ ３８ ３９ ４１ ４１ ４３

１８ １９ １９ ２０ ２０ ２１ ２２ ２３ ２３ ２４ ２４ ２５

１３ １３ １３ １４ １４ １５ １５ １６ １６ １７ １７ １７

１０ １０ １０ １０ １１ １１ １１ １２ １２ １３ １３ １３

８．８ ９．０ ９．２ ９．４ ９．６ １０ １０ １０ １０ １１ １１ １１

７．７ ８．０ ８．１ ８．３ ８．５ ８．８ ９．１ ９．４ ９．５ ９．９ １０ １０

７．１ ７．３ ７．５ ７．６ ７．８ ８．１ ８．３ ８．６ ８．７ ９．０ ９．１ ９．４

５．５ ５．６ ５．７ ５．８ ５．９ ６．１ ６．３ ６．５ ６．６ ６．９ ６．９ ７．１

３．０ ３．１ ３．２ ３．２ ３．３ ３．４ ３．５ ３．６ ３．６ ３．８ ３．８ ３．９

２．３ ２．３ ２．４ ２．４ ２．４ ２．５ ２．６ ２．７ ２．７ ２．８ ２．８ ２．９

２．１ ２．２ ２．２ ２．３ ２．３ ２．４ ２．４ ２．５ ２．５ ２．６ ２．６ ２．７

２．１ ２．１ ２．２ ２．２ ２．２ ２．３ ２．４ ２．４ ２．５ ２．５ ２．５ ２．６

１．２ １．３ １．３ １．３ １．３ １．３ １．４ １．４ １．４ １．５ １．５ １．５

１．１ １．１ １．１ １．１ １．１ １．２ １．２ １．２ １．２ １．３ １．３ １．３

１．０ １．０ １．０ １．１ １．１ １．１ １．１ １．１ １．２ １．２ １．２ １．２

１．０ １．０ １．０ １．０ １．０ １．１ １．１ １．１ １．１ １．２ １．２ １．２

１．０ １．０ １．０ １．０ １．０ １．０ １．１ １．１ １．１ １．１ １．１ １．１

１．０ １．０ １．０ １．０ １．０ １．０ １．１ １．１ １．１ １．１ １．１ １．１

０．９９ １．０ １．０ １．０ １．０ １．０ １．０ １．０ １．０ １．１ １．１ １．１

１．０ １．０ １．０ １．０ １．０ １．０ １．０ １．１ １．１ １．１ １．１ １．１

０．９４ ０．９５ ０．９６ ０．９６ ０．９７ ０．９９ １．０ １．０ １．０ １．０ １．０ １．０

０．８７ ０．８８ ０．８９ ０．８９ ０．９０ ０．９１ ０．９２ ０．９３ ０．９４ ０．９５ ０．９５ ０．９７

０．８２ ０．８３ ０．８３ ０．８４ ０．８４ ０．８５ ０．８６ ０．８７ ０．８７ ０．８９ ０．８９ ０．９０

０．８４ ０．８５ ０．８５ ０．８６ ０．８６ ０．８７ ０．８８ ０．８９ ０．８９ ０．９０ ０．９０ ０．９１

０．８６ ０．８７ ０．８７ ０．８７ ０．８８ ０．８９ ０．８９ ０．９０ ０．９１ ０．９１ ０．９１ ０．９２

０．８８ ０．８９ ０．８９ ０．８９ ０．９０ ０．９０ ０．９１ ０．９２ ０．９２ ０．９３ ０．９３ ０．９３

０．９０ ０．９１ ０．９１ ０．９１ ０．９２ ０．９２ ０．９３ ０．９３ ０．９３ ０．９４ ０．９４ ０．９５

　

４６年 ５０年 ５５年 ５７年 ６０年 ６１年 ６５年 ７０年 ７５年 ８０年 耐用年数 　

取得の時期

４３ ５４ ６７ ７１ ７９ ８４ ９４ １１１ １２３ １２８ 明治３３年以前

４７ ５９ ７３ ７７ ８６ ９１ １０１ １１９ １３３ １４８ 明治３４年

４９ ６１ ７５ ８０ ８９ ９３ １０４ １２２ １３５ １５０ 明治３５年

４８ ６０ ７４ ７８ ８７ ９１ １０１ １１８ １３１ １４５ 明治３６年

４８ ６０ ７３ ７７ ８６ ９０ １００ １１６ １２９ １４２ 明治３７年

４７ ５８ ７１ ７５ ８３ ８７ ９６ １１２ １２３ １３６ 明治３８年

４８ ５９ ７２ ７６ ８４ ８８ ９７ １１２ １２４ １３６ 明治３９年

４７ ５７ ７０ ７３ ８１ ８５ ９３ １０７ １１８ １３０ 明治４０年

５２ ６２ ７５ ７９ ８７ ９１ １００ １１５ １２６ １３９ 明治４１年

５７ ６９ ８２ ８６ ９５ ９９ １０９ １２５ １３７ １５０ 明治４２年

５９ ７１ ８５ ８９ ９７ １０２ １１１ １２７ １３９ １５２ 明治４３年

６０ ７２ ８５ ８９ ９８ １０２ １１１ １２７ １３８ １５１ 明治４４年

６０ ７１ ８４ ８８ ９６ １００ １０９ １２４ １３５ １４７ 明治４５年

大正元年

６３ ７４ ８８ ９１ ９９ １０４ １１３ １２８ １３９ １５１ 大正２年

６９ ８１ ９６ １００ １０８ １１３ １２２ １３８ １５０ １６２ 大正３年

７２ ８４ ９９ １０３ １１１ １１６ １２５ １４１ １５３ １６５ 大正４年

６２ ７３ ８５ ８８ ９６ ９９ １０７ １２０ １３０ １４０ 大正５年

５２ ６１ ７０ ７３ ７９ ８２ ８８ ９９ １０６ １１５ 大正６年

４２ ４８ ５６ ５８ ６２ ６５ ７０ ７８ ８４ ９０ 大正７年

３６ ４１ ４８ ４９ ５３ ５５ ５９ ６６ ７０ ７５ 大正８年

３４ ３９ ４５ ４７ ５０ ５２ ５５ ６２ ６６ ７１ 大正９年

４７ ５３ ６１ ６３ ６７ ７０ ７５ ８２ ８８ ９４ 大正１０年

５０ ５７ ６５ ６７ ７２ ７４ ７９ ８７ ９３ ９９ 大正１１年

５２ ５９ ６７ ６９ ７３ ７６ ８１ ８９ ９４ １００ 大正１２年

５３ ５９ ６７ ６９ ７４ ７６ ８１ ８８ ９４ １００ 大正１３年

５７ ６４ ７２ ７４ ７８ ８１ ８６ ９３ ９９ １０５ 大正１４年

６７ ７５ ８４ ８７ ９２ ９５ １００ １０９ １１５ １２２ 大正１５年

昭和元年

７５ ８３ ９３ ９５ １０１ １０３ １０９ １１８ １２５ １３２ 昭和２年

７８ ８７ ９６ ９９ １０４ １０７ １１２ １２２ １２８ １３５ 昭和３年
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８４ ９３ １０３ １０６ １１１ １１４ １２０ １２９ １３６ １４３ 昭和４年

１０８ １１９ １３１ １３４ １４１ １４４ １５１ １６２ １７０ １７９ 昭和５年

１３４ １４７ １６２ １６５ １７３ １７７ １８５ １９９ ２０８ ２１７ 昭和６年

１２７ １３９ １５２ １５５ １６２ １６６ １７３ １８５ １９３ ２０２ 昭和７年

１１７ １２７ １３８ １４１ １４７ １５０ １５７ １６７ １７４ １８１ 昭和８年

１２０ １３０ １４１ １４４ １５０ １５３ １５９ １６９ １７６ １８３ 昭和９年

１２４ １３３ １４４ １４６ １５２ １５５ １６１ １７０ １７７ １８３ 昭和１０年

１２５ １３４ １４４ １４６ １５２ １５４ １６０ １６９ １７５ １８１ 昭和１１年

１０８ １１５ １２３ １２５ １３０ １３２ １３６ １４３ １４８ １５３ 昭和１２年

１０８ １１５ １２２ １２４ １２８ １３０ １３４ １４０ １４５ １４９ 昭和１３年

１０２ １０９ １１５ １１７ １２０ １２２ １２６ １３１ １３５ １３９ 昭和１４年

９６ １０１ １０７ １０９ １１２ １１３ １１６ １２１ １２４ １２８ 昭和１５年

９４ ９９ １０４ １０６ １０８ １１０ １１２ １１７ １２０ １２３ 昭和１６年

９１ ９５ １００ １０１ １０４ １０５ １０７ １１１ １１３ １１６ 昭和１７年

９０ ９３ ９７ ９８ １０１ １０２ １０４ １０７ １０９ １１２ 昭和１８年

８３ ８６ ９０ ９０ ９２ ９３ ９５ ９８ ９９ １０１ 昭和１９年

７１ ７４ ７６ ７７ ７８ ７９ ８０ ８２ ８４ ８５ １月―３月 昭和２０年

６５ ６７ ６９ ７０ ７１ ７２ ７３ ７５ ７６ ７７ ４月―６月

６０ ６２ ６４ ６５ ６６ ６６ ６８ ６９ ７０ ７１ ７月－９月

４３ ４４ ４６ ４６ ４７ ４７ ４８ ４９ ５０ ５１ １０月―１２月

２５ ２６ ２７ ２７ ２７ ２８ ２８ ２９ ２９ ３０ １月―２月 昭和２１年

１８ １８ １９ １９ １９ １９ ２０ ２０ ２０ ２０ ３月

１３ １４ １４ １４ １４ １５ １５ １５ １５ １５ ４月―６月

１１ １２ １２ １２ １２ １２ １３ １３ １３ １３ ７月―９月

１０ １０ １０ １１ １１ １１ １１ １１ １１ １１ １０月―１２月

９．５ ９．７ ９．９ １０ １０ １０ １０ １０ １０ １０ １月―３月 昭和２２年

７．２ ７．３ ７．５ ７．６ ７．７ ７．７ ７．８ ７．９ ８．０ ８．１ ４月―６月

３．９ ４．０ ４．１ ４．１ ４．２ ４．２ ４．３ ４．３ ４．４ ４．４ ７月―９月

２．９ ３．０ ３．０ ３．０ ３．１ ３．１ ３．１ ３．２ ３．２ ３．３ １０月―１２月

２．７ ２．８ ２．８ ２．８ ２．９ ２．９ ２．９ ３．０ ３．０ ３．０ １月―３月 昭和２３年

２．６ ２．７ ２．７ ２．７ ２．８ ２．８ ２．８ ２．９ ２．９ ２．９ ４月―６月

１．５ １．６ １．６ １．６ １．６ １．６ １．６ １．７ １．７ １．７ ７月―９月

１．３ １．３ １．３ １．４ １．４ １．４ １．４ １．４ １．４ １．４ １０月―１２月

１．２ １．２ １．３ １．３ １．３ １．３ １．３ １．３ １．３ １．３ １月―３月 昭和２４年

１．２ １．２ １．２ １．２ １．２ １．２ １．３ １．３ １．３ １．３ ４月―６月

１．１ １．２ １．２ １．２ １．２ １．２ １．２ １．２ １．２ １．２ ７月―９月

１．１ １．１ １．２ １．２ １．２ １．２ １．２ １．２ １．２ １．２ １０月―１２月

１．１ １．１ １．１ １．１ １．１ １．１ １．１ １．２ １．２ １．２ １月―３月 昭和２５年

１．１ １．１ １．１ １．１ １．１ １．１ １．１ １．２ １．２ １．２ ４月―６月

１．０ １．０ １．０ １．０ １．０ １．０ １．０ １．１ １．１ １．１ ７月―９月

０．９７ ０．９８ ０．９９ ０．９９ ０．９９ １．０ １．０ １．０ １．０ １．０ １０月―１２月

０．９０ ０．９１ ０．９１ ０．９２ ０．９２ ０．９２ ０．９３ ０．９３ ０．９４ ０．９４ １月―３月 昭和２６年

０．９１ ０．９２ ０．９３ ０．９３ ０．９３ ０．９３ ０．９４ ０．９４ ０．９４ ０．９５ ４月―６月

０．９２ ０．９３ ０．９３ ０．９４ ０．９４ ０．９４ ０．９４ ０．９５ ０．９５ ０．９５ ７月―９月

０．９３ ０．９４ ０．９４ ０．９５ ０．９５ ０．９５ ０．９５ ０．９６ ０．９６ ０．９６ １０月―１２月

０．９５ ０．９５ ０．９５ ０．９６ ０．９６ ０．９６ ０．９６ ０．９６ ０．９７ ０．９７ 昭和２７年

　

別表第二

有形減価償却資産及び非事業用家屋についての再評価倍数表（再評価日が昭和２９年以後である場合）

　 耐用年数 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 ７年 ８年 ９年 １０年 １１年

取得の時期

明治３３年以前 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

明治３４年 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

明治３５年 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

明治３６年 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

明治３７年 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

明治３８年 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

明治３９年 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

明治４０年 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

明治４１年 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

明治４２年 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

明治４３年 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

明治４４年 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
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明治４５年

大正元年

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

大正２年 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

大正３年 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

大正４年 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

大正５年 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ０．１２

大正６年 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ０．１２

大正７年 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ０．１２

大正８年 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ０．１１

大正９年 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ０．１２

大正１０年 　 　 　 　 　 　 　 　 ０．１４ ０．２１

大正１１年 　 　 　 　 　 　 　 　 ０．１６ ０．２８

大正１２年 　 　 　 　 　 　 　 　 ０．１８ ０．３３

大正１３年 　 　 　 　 　 　 　 　 ０．２０ ０．４１

大正１４年 　 　 　 　 　 　 　 ０．１１ ０．２８ ０．５１

大正１５年

昭和元年

　 　 　 　 　 　 　 ０．１８ ０．３９ ０．７３

昭和２年 　 　 　 　 　 　 　 ０．２４ ０．５２ ０．９４

昭和３年 　 　 　 　 　 　 ０．１１ ０．３３ ０．６６ １．１

昭和４年 　 　 　 　 　 　 ０．１７ ０．４５ ０．８７ １．４

昭和５年 　 　 　 　 　 　 ０．３０ ０．７２ １．３ ２．２

昭和６年 　 　 　 　 　 ０．１２ ０．４８ １．０ １．９ ３．２

昭和７年 　 　 　 　 　 ０．１８ ０．６２ １．２ ２．２ ３．６

昭和８年 　 　 　 　 　 ０．２５ ０．７３ １．４ ２．４ ３．９

昭和９年 　 　 　 　 ０．１２ ０．３７ ０．９７ １．８ ３．１ ４．７

昭和１０年 　 　 　 　 ０．１８ ０．５５ １．２ ２．３ ３．７ ５．６

昭和１１年 　 　 　 　 ０．２６ ０．７３ １．６ ２．９ ４．６ ６．７

昭和１２年 　 　 　 　 ０．３３ ０．８７ １．８ ３．０ ４．７ ６．８

昭和１３年 　 　 　 ０．１３ ０．４８ １．１ ２．２ ３．７ ５．７ ８．０

昭和１４年 　 　 　 ０．２０ ０．６４ １．４ ２．７ ４．４ ６．５ ８．９

昭和１５年 　 　 　 ０．２７ ０．８５ １．８ ３．３ ５．１ ７．３ ９．８

昭和１６年 　 　 　 ０．４３ １．１ ２．４ ４．１ ６．１ ８．６ １１

昭和１７年 　 　 ０．１４ ０．６２ １．５ ３．０ ５．０ ７．３ ９．９ １２

昭和１８年 　 　 ０．２５ ０．９３ ２．１ ４．０ ６．２ ８．８ １１ １４

昭和１９年 　 　 ０．４０ １．３ ２．８ ４．９ ７．３ １０ １３ １６

昭和２０年 １月―３月 　 　 ０．５９ １．６ ３．３ ５．５ ８．０ １０ １３ １６

４月―６月 　 　 ０．６１ １．７ ３．３ ５．４ ７．７ １０ １２ １５

７月―９月 　 　 ０．６５ １．７ ３．３ ５．４ ７．６ １０ １２ １４

１０月―１２月 　 　 ０．５３ １．３ ２．６ ４．１ ５．８ ７．５ ９．３ １１

昭和２１年 １月―２月 　 　 ０．３６ ０．９２ １．６ ２．６ ３．６ ４．７ ５．７ ６．８

３月 　 　 ０．２７ ０．６８ １．２ １．９ ２．６ ３．４ ４．１ ４．９

４月―６月 　 　 ０．２２ ０．５４ ０．９８ １．５ ２．０ ２．６ ３．２ ３．８

７月―９月 　 　 ０．２１ ０．５２ ０．９２ １．４ １．９ ２．４ ２．９ ３．４

１０月―１２月 　 　 ０．２１ ０．５０ ０．８７ １．３ １．７ ２．２ ２．６ ３．１

昭和２２年 １月―３月 　 　 ０．２２ ０．５１ ０．８７ １．２ １．７ ２．１ ２．５ ２．９

４月―６月 　 　 ０．１９ ０．４２ ０．７１ １．０ １．３ １．７ ２．０ ２．３

７月―９月 　 　 ０．１２ ０．２６ ０．４３ ０．６１ ０．８０ ０．９９ １．１ １．３

１０月―１２月 　 　 ０．１０ ０．２１ ０．３４ ０．４９ ０．６３ ０．７７ ０．９０ １．０

昭和２３年 １月―３月 　 　 ０．１１ ０．２２ ０．３５ ０．４９ ０．６２ ０．７６ ０．８８ １．０

４月―６月 　 　 ０．１２ ０．２３ ０．３７ ０．５１ ０．６４ ０．７７ ０．８９ １．０

７月―９月 　 　 ０．０８ ０．１５ ０．２３ ０．３２ ０．４０ ０．４８ ０．５５ ０．６２

１０月―１２月 　 　 ０．０８ ０．１４ ０．２２ ０．２９ ０．３６ ０．４３ ０．４９ ０．５５

昭和２４年 １月―３月 　 　 ０．０８ ０．１５ ０．２２ ０．３０ ０．３７ ０．４３ ０．４９ ０．５４

４月―６月 　 　 ０．０９ ０．１６ ０．２３ ０．３１ ０．３８ ０．４４ ０．４９ ０．５５

７月―９月 　 　 ０．１０ ０．１７ ０．２５ ０．３２ ０．３８ ０．４４ ０．５０ ０．５５

１０月―１２月 　 　 ０．１１ ０．１９ ０．２７ ０．３４ ０．４０ ０．４６ ０．５２ ０．５７

昭和２５年 １月―３月 　 　 ０．１３ ０．２１ ０．２８ ０．３５ ０．４２ ０．４７ ０．５２ ０．５７

４月―６月 　 　 ０．１５ ０．２３ ０．３１ ０．３８ ０．４４ ０．５０ ０．５５ ０．６０

７月―９月 　 　 ０．１５ ０．２３ ０．３１ ０．３７ ０．４３ ０．４８ ０．５３ ０．５７

１０月―１２月 　 　 ０．１６ ０．２４ ０．３１ ０．３７ ０．４２ ０．４７ ０．５１ ０．５５

昭和２６年 １月―３月 　 　 ０．１７ ０．２５ ０．３１ ０．３７ ０．４２ ０．４６ ０．５０ ０．５３

４月―６月 　 ０ ． １

２

０．２０ ０．２８ ０．３４ ０．４０ ０．４５ ０．４９ ０．５３ ０．５６
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７月―９月 　 ０ ． １

４

０．２３ ０．３１ ０．３８ ０．４３ ０．４８ ０．５２ ０．５６ ０．５９

１０月―１２月 　 ０ ． １

７

０．２７ ０．３５ ０．４２ ０．４７ ０．５２ ０．５６ ０．５９ ０．６２

昭和２７年 ０ ． ０

９

０ ． ２

１

０．３１ ０．３９ ０．４６ ０．５１ ０．５６ ０．５９ ０．６３ ０．６５

上記の表に該当する耐用年数がない資産についての倍数は、その取得の時期及び耐用年数に応じて下記の算式により計算した数による。

（１－償却率）ｎ×取得の時期に応ずる別表第三の倍数

上記の算定において、

「償却率」とは、

１　昭和１９年以前に取得した資産については、その耐用年数に応じて法人税法の規定により定められた償却率をいい、

２　昭和２０年以降に取得した資産については、その耐用年数を４倍した耐用年数に応じて法人税法の規定により定められた償却率をい

い、

「ｎ」とは、

１　昭和１９年以前に取得した資産については、その取得の年から昭和２７年までの経過年数をいい、

２　昭和２０年以降に取得した資産については、その取得の月から昭和２７年１２月までの経過月数を３で除した数（端数があるときは、

これを切り上げる。）をいう。

１２年 １３年 １４年 １５年 １６年 １７年 １８年 １９年 ２０年 ２１年 ２２年 ２３年

　 　 　 ０．１２ ０．１８ ０．３７ ０．５６ ０．８７ １．１ １．４ ２．１ ２．８

　 　 　 ０．１２ ０．２５ ０．４５ ０．７１ ０．９７ １．３ １．７ ２．５ ３．１

　 　 　 ０．１９ ０．３２ ０．５１ ０．７７ １．１ １．５ １．９ ２．７ ３．５

　 　 　 ０．１８ ０．３６ ０．５４ ０．８４ １．２ １．６ ２．０ ２．９ ３．６

　 　 ０．１１ ０．２２ ０．４０ ０．５７ ０．９１ １．３ １．７ ２．１ ３．０ ３．８

　 　 ０．１０ ０．２６ ０．４２ ０．６４ ０．９６ １．３ １．８ ２．２ ３．１ ３．９

　 　 ０．１５ ０．３１ ０．４６ ０．７２ １．０ １．５ １．９ ２．４ ３．４ ４．２

　 　 ０．１４ ０．３３ ０．５３ ０．７７ １．１ １．５ ２．０ ２．５ ３．５ ４．３

　 ０．１０ ０．２０ ０．４０ ０．６０ ０．９５ １．３ １．８ ２．４ ２．９ ４．１ ５．０

　 ０．１５ ０．２６ ０．４７ ０．７８ １．１ １．６ ２．２ ２．８ ３．４ ４．７ ５．８

　 ０．１５ ０．３１ ０．５６ ０．８８ １．２ １．８ ２．４ ３．１ ３．８ ５．２ ６．３

　 ０．１９ ０．３４ ０．６４ ０．９９ １．３ １．９ ２．６ ３．４ ４．１ ５．５ ６．７

　 ０．２３ ０．４２ ０．７０ １．０ １．５ ２．１ ２．８ ３．６ ４．３ ５．８ ７．０

０．１４ ０．２８ ０．５１ ０．８４ １．２ １．７ ２．４ ３．２ ４．０ ４．８ ６．４ ７．８

０．１９ ０．３９ ０．６４ １．０ １．５ ２．１ ２．９ ３．８ ４．８ ６．０ ７．５ ９．０

０．２４ ０．４３ ０．７３ １．２ １．７ ２．３ ３．３ ４．２ ５．３ ６．６ ８．３ ９．８

０．２４ ０．４４ ０．７２ １．１ １．６ ２．２ ３．１ ４．０ ４．９ ６．１ ７．６ ９．０

０．２２ ０．４４ ０．７０ １．０ １．５ ２．０ ２．７ ３．６ ４．４ ５．４ ６．７ ７．９

０．２２ ０．３９ ０．６３ ０．９５ １．３ １．８ ２．４ ３．１ ３．８ ４．６ ５．６ ６．６

０．２１ ０．３９ ０．５９ ０．９１ １．２ １．６ ２．２ ２．８ ３．４ ４．２ ５．１ ６．０

０．２５ ０．４３ ０．６５ ０．９８ １．３ １．７ ２．３ ２．９ ３．５ ４．３ ５．２ ６．０

０．３９ ０．６５ １．０ １．４ ２．０ ２．６ ３．４ ４．３ ５．１ ６．２ ７．５ ８．６

０．４８ ０．８１ １．２ １．７ ２．３ ３．１ ３．９ ４．９ ５．９ ７．１ ８．５ ９．８

０．５９ ０．９６ １．４ ２．０ ２．７ ３．４ ４．４ ５．５ ６．５ ７．８ ９．３ １０

０．６８ １．１ １．５ ２．２ ３．０ ３．８ ４．９ ６．０ ７．１ ８．４ ９．９ １１

０．８６ １．３ １．９ ２．７ ３．５ ４．５ ５．７ ６．９ ８．１ ９．６ １１ １２

１．１ １．８ ２．５ ３．５ ４．６ ５．８ ７．３ ８．８ １０ １２ １４ １６

１．５ ２．３ ３．２ ４．４ ５．６ ７．０ ８．７ １０ １２ １４ １６ １８

１．８ ２．７ ３．７ ５．１ ６．５ ８．０ ９．８ １１ １３ １５ １８ ２０

２．２ ３．４ ４．５ ６．１ ７．７ ９．４ １１ １３ １５ １８ ２０ ２３

３．３ ４．９ ６．５ ８．７ １０ １３ １５ １８ ２１ ２４ ２８ ３１

４．８ ６．９ ９．１ １１ １４ １７ ２１ ２５ ２８ ３２ ３６ ４０

５．２ ７．４ ９．７ １２ １５ １８ ２２ ２５ ２８ ３２ ３６ ４０

５．６ ７．８ １０ １２ １５ １８ ２１ ２５ ２８ ３１ ３５ ３９

６．６ ９．１ １１ １４ １７ ２０ ２４ ２７ ３１ ３４ ３９ ４２

７．９ １０ １３ １６ １９ ２３ ２６ ３０ ３４ ３７ ４２ ４５

９．２ １２ １５ １８ ２２ ２５ ２９ ３３ ３６ ４０ ４４ ４８

９．１ １１ １４ １７ ２０ ２４ ２７ ３０ ３４ ３７ ４１ ４４

１０ １３ １６ １９ ２２ ２６ ２９ ３３ ３６ ３９ ４３ ４６

１１ １４ １７ ２０ ２３ ２７ ３０ ３３ ３６ ３９ ４３ ４６

１２ １５ １８ ２１ ２４ ２７ ３０ ３４ ３６ ３９ ４３ ４５

１４ １７ ２０ ２３ ２６ ２９ ３２ ３５ ３８ ４１ ４４ ４７

１５ １９ ２２ ２５ ２８ ３１ ３４ ３７ ３９ ４２ ４５ ４８

１７ ２１ ２４ ２７ ３０ ３３ ３６ ３９ ４１ ４４ ４７ ４９

１９ ２２ ２５ ２８ ３１ ３３ ３６ ３９ ４１ ４３ ４６ ４８
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１９ ２１ ２４ ２７ ２９ ３１ ３４ ３６ ３８ ４０ ４２ ４３

１７ ２０ ２２ ２５ ２７ ２９ ３１ ３３ ３５ ３６ ３８ ４０

１７ １９ ２１ ２４ ２６ ２７ ２９ ３１ ３３ ３４ ３６ ３７

１２ １４ １６ １７ １９ ２０ ２１ ２３ ２４ ２５ ２６ ２７

７．８ ８．９ ９．８ １０ １１ １２ １３ １３ １４ １５ １５ １６

５．６ ６．３ ７．０ ７．６ ８．２ ８．８ ９．３ ９．８ １０ １０ １１ １１

４．３ ４．９ ５．３ ５．８ ６．３ ６．７ ７．１ ７．５ ７．９ ８．２ ８．６ ８．９

３．８ ４．３ ４．７ ５．２ ５．６ ５．９ ６．３ ６．６ ６．９ ７．２ ７．５ ７．７

３．５ ３．９ ４．３ ４．６ ５．０ ５．３ ５．６ ５．９ ６．１ ６．４ ６．６ ６．９

３．３ ３．７ ４．０ ４．３ ４．６ ４．９ ５．２ ５．５ ５．７ ５．９ ６．１ ６．３

２．６ ２．９ ３．１ ３．４ ３．６ ３．８ ４．０ ４．２ ４．４ ４．５ ４．７ ４．８

１．５ １．６ １．７ １．９ ２．０ ２．１ ２．２ ２．３ ２．４ ２．５ ２．６ ２．７

１．１ １．２ １．３ １．４ １．５ １．６ １．７ １．８ １．８ １．９ ２．０ ２．０

１．１ １．２ １．３ １．４ １．４ １．５ １．６ １．７ １．７ １．８ １．８ １．９

１．１ １．２ １．３ １．４ １．４ １．５ １．６ １．６ １．７ １．８ １．８ １．９

０．６８ ０．７４ ０．７９ ０．８４ ０．８９ ０．９３ ０．９７ １．０ １．０ １．０ １．１ １．１

０．６０ ０．６６ ０．７０ ０．７４ ０．７８ ０．８１ ０．８５ ０．８８ ０．９１ ０．９３ ０．９６ ０．９８

０．５９ ０．６４ ０．６８ ０．７２ ０．７５ ０．７９ ０．８１ ０．８５ ０．８７ ０．９０ ０．９２ ０．９４

０．５９ ０．６４ ０．６８ ０．７１ ０．７５ ０．７８ ０．８１ ０．８３ ０．８６ ０．８８ ０．９０ ０．９２

０．５９ ０．６４ ０．６７ ０．７１ ０．７４ ０．７７ ０．７９ ０．８２ ０．８４ ０．８６ ０．８８ ０．９０

０．６１ ０．６５ ０．６８ ０．７２ ０．７５ ０．７８ ０．８０ ０．８３ ０．８５ ０．８７ ０．８９ ０．９０

０．６１ ０．６５ ０．６８ ０．７２ ０．７４ ０．７７ ０．７９ ０．８１ ０．８３ ０．８５ ０．８７ ０．８９

０．６４ ０．６８ ０．７２ ０．７４ ０．７７ ０．７９ ０．８１ ０．８３ ０．８５ ０．８７ ０．８９ ０．９０

０．６１ ０．６４ ０．６７ ０．７０ ０．７２ ０．７４ ０．７６ ０．７８ ０．８０ ０．８１ ０．８３ ０．８４

０．５８ ０．６１ ０．６３ ０．６６ ０．６８ ０．７０ ０．７１ ０．７３ ０．７５ ０．７６ ０．７７ ０．７８

０．５６ ０．５８ ０．６０ ０．６３ ０．６４ ０．６６ ０．６８ ０．６９ ０．７０ ０．７１ ０．７３ ０．７４

０．５８ ０．６１ ０．６３ ０．６５ ０．６７ ０．６８ ０．７０ ０．７１ ０．７２ ０．７３ ０．７５ ０．７５

０．６１ ０．６４ ０．６６ ０．６８ ０．６９ ０．７１ ０．７２ ０．７３ ０．７５ ０．７６ ０．７７ ０．７７

０．６４ ０．６７ ０．６９ ０．７０ ０．７２ ０．７３ ０．７４ ０．７６ ０．７７ ０．７８ ０．７９ ０．７９

０．６８ ０．７０ ０．７１ ０．７３ ０．７４ ０．７６ ０．７７ ０．７８ ０．７９ ０．８０ ０．８１ ０．８１

　

２４年 ２５年 ２６年 ２７年 ２８年 ３０年 ３２年 ３５年 ３６年 ４０年 ４１年 ４５年

３．３ ４．２ ５．０ ６．０ ７．２ ９．７ １３ １７ １９ ２７ ２９ ３８

３．８ ４．８ ５．７ ６．８ ８．２ １０ １４ １９ ２１ ３０ ３２ ４２

４．１ ５．２ ６．２ ７．４ ８．８ １１ １５ ２０ ２２ ３２ ３３ ４４

４．３ ５．４ ６．４ ７．６ ９．０ １１ １５ ２０ ２３ ３１ ３３ ４４

４．５ ５．６ ６．７ ７．９ ９．３ １２ １６ ２０ ２３ ３２ ３３ ４４

４．６ ５．８ ６．８ ８．０ ９．４ １２ １６ ２０ ２３ ３１ ３３ ４３

４．９ ６．１ ７．２ ８．５ ９．９ １２ １６ ２１ ２４ ３２ ３４ ４４

５．１ ６．３ ７．３ ８．５ １０ １２ １６ ２１ ２３ ３２ ３３ ４３

５．８ ７．１ ８．３ ９．７ １１ １４ １８ ２３ ２６ ３５ ３７ ４７

６．７ ８．２ ９．５ １１ １２ １６ ２０ ２６ ２９ ３９ ４１ ５２

７．３ ８．９ １０ １１ １３ １７ ２２ ２８ ３０ ４０ ４２ ５４

７．８ ９．４ １０ １２ １４ １８ ２３ ２９ ３１ ４１ ４３ ５４

８．１ ９．８ １１ １２ １４ １８ ２３ ２９ ３２ ４１ ４３ ５４

８．９ １０ １２ １４ １６ ２０ ２５ ３１ ３４ ４４ ４６ ５７

１０ １２ １４ １６ １８ ２２ ２８ ３４ ３８ ４９ ５１ ６３

１１ １３ １５ １７ １９ ２４ ２９ ３６ ４０ ５１ ５３ ６５

１０ １２ １３ １５ １７ ２１ ２６ ３２ ３５ ４５ ４６ ５７

８．９ １０ １１ １３ １５ １８ ２２ ２７ ２９ ３７ ３９ ４７

７．５ ８．８ ９．９ １１ １２ １５ １８ ２２ ２４ ３０ ３１ ３８

６．７ ７．９ ８．８ ９．９ １１ １３ １６ １９ ２１ ２６ ２７ ３３

６．８ ７．８ ８．８ ９．８ １１ １３ １５ １９ ２０ ２５ ２６ ３１

９．７ １１ １２ １３ １５ １８ ２２ ２６ ２８ ３５ ３６ ４３

１０ １２ １３ １５ １７ ２０ ２４ ２８ ３０ ３７ ３９ ４６

１１ １３ １５ １６ １８ ２１ ２５ ３０ ３２ ３９ ４０ ４８

１２ １４ １５ １７ １９ ２２ ２６ ３１ ３３ ４０ ４１ ４８

１４ １６ １７ １９ ２１ ２５ ２９ ３４ ３６ ４３ ４５ ５２

１７ １９ ２１ ２３ ２６ ３０ ３５ ４１ ４３ ５２ ５３ ６２

１７ ２３ ２５ ２７ ３０ ３４ ４０ ４６ ４９ ５８ ６０ ６９

２２ ２５ ２７ ２９ ３２ ３７ ４２ ４９ ５２ ６１ ６３ ７２

２５ ２８ ３０ ３３ ３６ ４１ ４７ ５４ ５７ ６７ ６８ ７８

３３ ３７ ４０ ４４ ４７ ５４ ６１ ７０ ７４ ８６ ８８ １００
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４４ ４８ ５２ ５６ ６１ ６９ ７８ ８８ ９３ １０８ １１０ １２５

４３ ４８ ５１ ５５ ６０ ６７ ７６ ８５ ８９ １０３ １０５ １１８

４２ ４６ ４９ ５３ ５６ ６３ ７１ ７９ ８３ ９５ ９７ １０９

４５ ４９ ５３ ５６ ６０ ６７ ７５ ８３ ８７ ９９ １０１ １１２

４８ ５３ ５６ ６０ ６４ ７１ ７８ ８７ ９０ １０２ １０４ １１５

５１ ５５ ５９ ６３ ６６ ７３ ８１ ８９ ９２ １０４ １０６ １１６

４６ ５０ ５３ ５６ ５９ ６５ ７１ ７８ ８１ ９０ ９２ １０１

４８ ５２ ５５ ５８ ６１ ６７ ７３ ７９ ８２ ９１ ９２ １０１

４８ ５２ ５４ ５７ ６０ ６５ ７１ ７７ ７９ ８７ ８８ ９６

４８ ５１ ５３ ５６ ５８ ６３ ６８ ７３ ７５ ８２ ８４ ９０

４９ ５２ ５４ ５６ ５９ ６３ ６８ ７３ ７５ ８１ ８３ ８８

５０ ５２ ５４ ５７ ５９ ６３ ６７ ７２ ７３ ７９ ８０ ８６

５１ ５４ ５６ ５８ ６０ ６３ ６７ ７１ ７３ ７８ ７９ ８４

５０ ５２ ５４ ５５ ５７ ６０ ６４ ６７ ６９ ７３ ７４ ７８

４５ ４６ ４８ ４９ ５１ ５３ ５６ ５９ ６０ ６３ ６４ ６７

４１ ４３ ４４ ４５ ４７ ４９ ５１ ５４ ５５ ５８ ５８ ６１

３９ ４０ ４１ ４２ ４４ ４６ ４８ ５０ ５１ ５４ ５４ ５７

２８ ２９ ３０ ３０ ３１ ３３ ３４ ３６ ３６ ３８ ３９ ４１

１６ １７ １８ １８ １８ １９ ２０ ２１ ２１ ２３ ２３ ２４

１１ １２ １２ １３ １３ １３ １４ １５ １５ １６ １６ １７

９．１ ９．４ ９．７ ９．９ １０ １０ １１ １１ １１ １２ １２ １３

７．９ ８．２ ８．４ ８．６ ８．９ ９．２ ９．６ １０ １０ １０ １０ １１

７．０ ７．３ ７．４ ７．６ ７．８ ８．１ ８．４ ８．８ ８．９ ９．３ ９．４ ９．８

６．５ ６．７ ６．８ ７．０ ７．２ ７．５ ７．７ ８．０ ８．２ ８．５ ８．６ ８．９

５．０ ５．１ ５．２ ５．３ ５．５ ５．７ ５．９ ６．１ ６．２ ６．５ ６．５ ６．８

２．７ ２．８ ２．９ ３．０ ３．０ ３．１ ３．２ ３．４ ３．４ ３．６ ３．６ ３．７

２．１ ２．１ ２．２ ２．２ ２．２ ２．３ ２．４ ２．５ ２．５ ２．６ ２．６ ２．７

１．９ ２．０ ２．０ ２．１ ２．１ ２．２ ２．３ ２．３ ２．４ ２．５ ２．５ ２．６

１．９ １．９ ２．０ ２．０ ２．１ ２．１ ２．２ ２．３ ２．３ ２．４ ２．４ ２．５

１．１ １．１ １．２ １．２ １．２ １．２ １．３ １．３ １．３ １．４ １．４ １．４

１．０ １．０ １．０ １．０ １．０ １．１ １．１ １．１ １．１ １．２ １．２ １．２

０．９６ ０．９８ １．０ １．０ １．０ １．０ １．０ １．１ １．１ １．１ １．１ １．２

０．９４ ０．９６ ０．９７ ０．９９ １．０ １．０ １．０ １．０ １．１ １．１ １．１ １．１

０．９１ ０．９３ ０．９５ ０．９６ ０．９８ １．０ １．０ １．０ １．０ １．０ １．１ １．１

０．９２ ０．９３ ０．９５ ０．９６ ０．９８ １．０ １．０ １．０ １．０ １．０ １．０ １．１

０．９０ ０．９１ ０．９３ ０．９４ ０．９５ ０．９７ ０．９９ １．０ １．０ １．０ １．０ １．０

０．９１ ０．９３ ０．９４ ０．９５ ０．９７ ０．９８ １．０ １．０ １．０ １．０ １．０ １．０

０．８５ ０．８６ ０．８７ ０．８８ ０．９０ ０．９１ ０．９３ ０．９５ ０．９６ ０．９９ ０．９９ １．０

０．７９ ０．８０ ０．８１ ０．８２ ０．８３ ０．８４ ０．８６ ０．８７ ０．８８ ０．９１ ０．９１ ０．９２

０．７４ ０．７５ ０．７６ ０．７７ ０．７８ ０．７９ ０．８０ ０．８２ ０．８２ ０．８４ ０．８４ ０．８５

０．７６ ０．７７ ０．７８ ０．７９ ０．７９ ０．８０ ０．８２ ０．８３ ０．８４ ０．８５ ０．８５ ０．８７

０．７８ ０．７９ ０．８０ ０．８０ ０．８１ ０．８２ ０．８３ ０．８４ ０．８５ ０．８６ ０．８６ ０．８８

０．８０ ０．８１ ０．８１ ０．８２ ０．８３ ０．８４ ０．８５ ０．８６ ０．８６ ０．８７ ０．８８ ０．８９

０．８２ ０．８３ ０．８３ ０．８４ ０．８４ ０．８５ ０．８６ ０．８７ ０．８７ ０．８９ ０．８９ ０．９０

　

４６年 ５０年 ５５年 ５７年 ６０年 ６１年 ６５年 ７０年 ７５年 ８０年 耐用年数 　

取得の時期

４１ ５１ ６４ ６８ ７６ ８１ ９０ １０７ １２０ １３４ 明治３３年以前

４５ ５６ ７０ ７４ ８３ ８７ ９８ １１５ １２９ １４４ 明治３４年

４７ ５８ ７２ ７６ ８５ ９０ １００ １１８ １３１ １４６ 明治３５年

４６ ５７ ７１ ７５ ８３ ８８ ９８ １１４ １２７ １４１ 明治３６年

４６ ５７ ７０ ７４ ８２ ８７ ９６ １１２ １２５ １３８ 明治３７年

４５ ５５ ６８ ７２ ８０ ８４ ９３ １０８ １２０ １３３ 明治３８年

４６ ５６ ６９ ７３ ８０ ８５ ９３ １０９ １２０ １３２ 明治３９年

４５ ５５ ６７ ７０ ７７ ８６ ９０ １０４ １１５ １２６ 明治４０年

４９ ６０ ７２ ７６ ８４ ８８ ９７ １１１ １２３ １３５ 明治４１年

５４ ６５ ７９ ８３ ９１ ９６ １０５ １２１ １３３ １４５ 明治４２年

５６ ６８ ８２ ８５ ９４ ９８ １０７ １２３ １３５ １４８ 明治４３年

５７ ６８ ８２ ８６ ９４ ９８ １０７ １２３ １３４ １４７ 明治４４年

５７ ６８ ８１ ８４ ９２ ９６ １０５ １２０ １３１ １４２ 明治４５年

大正元年

５９ ７１ ８４ ８８ ９６ １００ １０９ １２４ １３４ １４６ 大正２年

６５ ７８ ９２ ９６ １０４ １０９ １１８ １３４ １４５ １５８ 大正３年
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６８ ８０ ９５ ９９ １０７ １１１ １２１ １３７ １４８ １６０ 大正４年

５９ ６９ ８２ ８５ ９２ ９６ １０３ １１７ １２６ １３６ 大正５年

４９ ５８ ６７ ７０ ７６ ７９ ８５ ９６ １０３ １１１ 大正６年

４０ ４６ ５４ ５６ ６０ ６２ ６７ ７５ ８１ ８７ 大正７年

３４ ３９ ４６ ４７ ５１ ５３ ５７ ６３ ６８ ７３ 大正８年

３２ ３７ ４３ ４５ ４８ ５０ ５４ ６０ ６４ ６９ 大正９年

４４ ５１ ５９ ６１ ６５ ６７ ７２ ８０ ８６ ９２ 大正１０年

４８ ５５ ６２ ６５ ６９ ７１ ７６ ８４ ９０ ９６ 大正１１年

４９ ５６ ６４ ６６ ７１ ７３ ７８ ８６ ９１ ９７ 大正１２年

５０ ５７ ６４ ６６ ７１ ７３ ７８ ８５ ９１ ９７ 大正１３年

５４ ６１ ６９ ７１ ７５ ７８ ８３ ９０ ９６ １０２ 大正１４年

６４ ７２ ８１ ８３ ８８ ９１ ９７ １０５ １１２ １１８ 大正１５年

昭和元年

７１ ７９ ８９ ９２ ９７ １００ １０５ １１５ １２１ １２８ 昭和２年

７４ ８３ ９２ ９５ １００ １０３ １０９ １１８ １２４ １３１ 昭和３年

８０ ８９ ９９ １０２ １０７ １１０ １１６ １２５ １３２ １３９ 昭和４年

１０３ １１３ １２５ １２９ １３５ １３９ １４６ １５７ １６５ １７４ 昭和５年

１２８ １４１ １５５ １５９ １６７ １７１ １７９ １９２ ２０２ ２１１ 昭和６年

１２１ １３３ １４６ １４９ １５６ １６０ １６７ １７９ １８７ １９６ 昭和７年

１１１ １２１ １３２ １３５ １４１ １４５ １５１ １６１ １６８ １７６ 昭和８年

１１４ １２５ １３５ １３８ １４４ １４７ １５３ １６３ １７０ １７７ 昭和９年

１１７ １２７ １３８ １４１ １４６ １４９ １５６ １６５ １７１ １７８ 昭和１０年

１１８ １２８ １３８ １４０ １４６ １４９ １５４ １６３ １６９ １７６ 昭和１１年

１０３ １１０ １１８ １２０ １２５ １２７ １３２ １３９ １４４ １４９ 昭和１２年

１０２ １０９ １１７ １１９ １２３ １２５ １２９ １３６ １４０ １４５ 昭和１３年

９７ １０４ １１０ １１２ １１６ １１８ １２１ １２７ １３１ １３５ 昭和１４年

９１ ９７ １０３ １０４ １０７ １０９ １１２ １１７ １２１ １２４ 昭和１５年

９０ ９５ １００ １０１ １０４ １０６ １０９ １１３ １１６ １１９ 昭和１６年

８７ ９１ ９６ ９７ １００ １０１ １０３ １０７ １１０ １１３ 昭和１７年

８５ ８９ ９３ ９５ ９７ ９８ １００ １０４ １０６ １０８ 昭和１８年

７９ ８２ ８６ ８７ ８９ ９０ ９１ ９４ ９６ ９８ 昭和１９年

６８ ７１ ７３ ７４ ７５ ７６ ７８ ８０ ８１ ８３ １月―３月 昭和２０年

６２ ６４ ６７ ６７ ６８ ６９ ７０ ７２ ７４ ７５ ４月―６月

５７ ６０ ６２ ６２ ６３ ６４ ６５ ６７ ６８ ６９ ７月―９月

４１ ４２ ４４ ４４ ４５ ４５ ４６ ４７ ４８ ４９ １０月―１２月

２４ ２５ ２６ ２６ ２６ ２７ ２７ ２８ ２８ ２９ １月―２月 昭和２１年

１７ １７ １８ １８ １８ １８ １９ １９ ２０ ２０ ３月

１３ １３ １４ １４ １４ １４ １４ １５ １５ １５ ４月―６月

１１ １１ １２ １２ １２ １２ １２ １２ １３ １３ ７月―９月

９．９ １０ １０ １０ １０ １０ １１ １１ １１ １１ １０月―１２月

９．０ ９．３ ９．５ ９．６ ９．７ ９．８ １０ １０ １０ １０ １月―３月 昭和２２年

６．８ ７．０ ７．２ ７．２ ７．４ ７．４ ７．５ ７．７ ７．８ ７．９ ４月―６月

３．７ ３．８ ３．９ ４．０ ４．０ ４．１ ４．１ ４．２ ４．３ ４．３ ７月―９月

２．８ ２．８ ２．９ ２．９ ３．０ ３．０ ３．０ ３．１ ３．１ ３．２ １０月―１２月

２．６ ２．６ ２．７ ２．７ ２．８ ２．８ ２．８ ２．９ ２．９ ２．９ １月―３月 昭和２３年

２．５ ２．６ ２．６ ２．６ ２．７ ２．７ ２．７ ２．８ ２．８ ２．８ ４月―６月

１．４ １．５ １．５ １．５ １．５ １．６ １．６ １．６ １．６ １．６ ７月―９月

１．２ １．３ １．３ １．３ １．３ １．３ １．３ １．４ １．４ １．４ １０月―１２月

１．２ １．２ １．２ １．２ １．２ １．２ １．３ １．３ １．３ １．３ １月―３月 昭和２４年

１．１ １．１ １．２ １．２ １．２ １．２ １．２ １．２ １．２ １．３ ４月―６月

１．１ １．１ １．１ １．１ １．１ １．１ １．２ １．２ １．２ １．２ ７月―９月

１．１ １．１ １．１ １．１ １．１ １．１ １．１ １．２ １．２ １．２ １０月―１２月

１．０ １．１ １．１ １．１ １．１ １．１ １．１ １．１ １．１ １．１ １月―３月 昭和２５年

１．０ １．１ １．１ １．１ １．１ １．１ １．１ １．１ １．１ １．１ ４月―６月

１．０ １．０ １．０ １．０ １．０ １．０ １．０ １．０ １．０ １．０ ７月―９月

０．９２ ０．９３ ０．９５ ０．９５ ０．９６ ０．９６ ０．９７ ０．９８ ０．９８ ０．９９ １０月―１２月

０．８６ ０．８７ ０．８８ ０．８８ ０．８９ ０．８９ ０．８９ ０．９０ ０．９１ ０．９１ １月―３月 昭和２６年

０．８７ ０．８８ ０．８９ ０．８９ ０．９０ ０．９０ ０．９０ ０．９１ ０．９２ ０．９２ ４月―６月

０．８８ ０．８９ ０．９０ ０．９０ ０．９０ ０．９１ ０．９１ ０．９２ ０．９２ ０．９３ ７月―９月

０．８９ ０．９０ ０．９１ ０．９１ ０．９１ ０．９１ ０．９２ ０．９２ ０．９３ ０．９３ １０月―１２月

０．９０ ０．９１ ０．９１ ０．９２ ０．９２ ０．９２ ０．９３ ０．９３ ０．９４ ０．９４ 昭和２７年
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別表第三

鉱業用減価償却資産及びその他の事業用資産（法人）についての再評価倍数表

取得の時期 倍数 取得の時期 倍数

明治３３年以前 ６２２ 昭和１３年 ２２９

明治３４年 ６４９ 昭和１４年 ２０７

明治３５年 ６４２ 昭和１５年 １８５

明治３６年 ６０４ 昭和１６年 １７３

明治３７年 ５７４ 昭和１７年 １５９

明治３８年 ５３５ 昭和１８年 １４８

明治３９年 ５１９ 昭和１９年 １３１

明治４０年 ４８１ 昭和２０年 １月―３月 １０７

明治４１年 ５００ ４月―６月 ９６

明治４２年 ５２４ ７月―９月 ８８

明治４３年 ５１８ １０月―１２月 ６２

明治４４年 ４９９ 昭和２１年 １月―２月 ３６

明治４５年 ４７１

大正元年 ３月 ２５

大正２年 ４７０

大正３年 ４９２ ４月―６月 １９

大正４年 ４８７ ７月―９月 １６

大正５年 ４０２ １０月―１２月 １４

大正６年 ３２０ 昭和２２年 １月―３月 １２

大正７年 ２４４ ４月―６月 ９．６

大正８年 １９９ ７月―９月 ５．２

大正９年 １８１ １０月―１２月 ３．８

大正１０年 ２３５ 昭和２３年 １月―３月 ３．５

大正１１年 ２４０ ４月―６月 ３．３

大正１２年 ２３６ ７月―９月 １．９

大正１３年 ２２８ １０月―１２月 １．６

大正１４年 ２３３ 昭和２４年 １月―３月 １．５

大正１５年 ２６３ ４月―６月 １．４

昭和元年 ７月―９月 １．４

昭和２年 ２７７ １０月―１２月 １．３

昭和３年 ２７５ 昭和２５年 １月―３月 １．３

昭和４年 ２８３ ４月―６月 １．３

昭和５年 ３４４ ７月―９月 １．２

昭和６年 ４０７ １０月―１２月 １．０

昭和７年 ３６７ 昭和２６年 １月―３月 １．０

昭和８年 ３２０ ４月―６月 １．０

昭和９年 ３１４ ７月―９月 １．０

昭和１０年 ３０６ １０月―１２月 １．０

昭和１１年 ２９４ 昭和２７年 １．０

昭和１２年 ２４２

別表第四

無形減価償却資産についての再評価倍数表（再評価日が昭和２８年中である場合）

　 種類 実 用

新 案

権 及

び 意

匠権

漁 業

権 、

特 許

権 及

び 営

業権

電気ガ

ス供給

施設利

用権及

び商標

権

水 利

権

専用側線

利用権及

び鉄道軌

道連絡通

行施設利

用権

　 種類 実用新案

権及び意

匠権

漁業権、

特許権及

び営業権

電気ガス

供給施設

利用権及

び商標権

水利権 専 用 側 線

利 用 権 及

び 鉄 道 軌

道 連 絡 通

行 施 設 利

用権

取得の時期 取得の時期

大正１３年 　 　 　 　 ３．１ 昭和２１年１月―２月 ０．２２ １１ １９ ２３ ２７

大正１４年 　 　 　 　 １１ ３月 ０．７１ ８．０ １３ １６ １９

大正１５年 　 　 　 　 ２１ ４月―６月 ０．７７ ６．２ １０ １２ １４

昭和元年 ７月―９月 １．２ ５．７ ９．３ １１ １２

昭和２年 　 　 　 　 ３２ １０月―１２月１．５ ５．３ ８．３ ９．７ １１

昭和３年 　 　 　 　 ４１ 昭和２２年１月―３月 １．９ ５．１ ７．７ ８．９ １０

昭和４年 　 　 　 　 ５２ ４月―６月 １．７ ４．０ ５．９ ６．８ ７．７

昭和５年 　 　 　 　 ７５ ７月―９月 １．１ ２．３ ３．３ ３．７ ４．２

昭和６年 　 　 　 　 １０２ １０月―１２月０．９７ １．８ ２．５ ２．８ ３．１

昭和７年 　 　 　 　 １０４ 昭和２３年１月―３月 １．０ １．７ ２．３ ２．６ ２．９

昭和８年 　 　 　 　 １０２ ４月―６月 １．０ １．７ ２．３ ２．５ ２．８

昭和９年 　 　 　 １５ １１１ ７月―９月 ０．７０ １．０ １．３ １．５ １．６
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昭和１０年 　 　 　 ３０ １１８ １０月―１２月０．６６ ０．９６ １．２ １．３ １．４

昭和１１年 　 　 　 ４４ １２４ 昭和２４年１月―３月 ０．６７ ０．９３ １．１ １．２ １．３

昭和１２年 　 　 　 ４８ １１０ ４月―６月 ０．６９ ０．９３ １．１ １．２ １．３

昭和１３年 　 　 ２．２５７ １１２ ７月―９月 ０．７１ ０．９２ １．０ １．１ １．２

昭和１４年 　 　 １５ ６２ １０８ １０月―１２月０．７４ ０．９３ １．０ １．１ １．２

昭和１５年 　 　 ２６ ６４ １０３ 昭和２５年１月―３月 ０．７６ ０．９３ １．０ １．１ １．１

昭和１６年 　 　 ３６ ６９ １０２ ４月―６月 ０．８０ ０．９５ １．０ １．１ １．１

昭和１７年 　 　 ４３ ７１ ９９ ７月―９月 ０．７７ ０．９０ １．０ １．０ １．０

昭和１８年 　 　 ５０ ７４ ９８ １０月―１２月０．７４ ０．８４ ０．９２ ０ ． ９

６

１．０

昭和１９年 　 １３ ５３ ７２ ９１ 昭和２６年１月―３月 ０．７１ ０．８０ ０．８６ ０ ． ９

０

０．９３

昭和２０年１月―３月 　 ２１ ５０ ６４ ７８ ４月―６月 ０．７５ ０．８２ ０．８８ ０ ． ９

１

０．９４

４月―６月 　 ２１ ４７ ５９ ７１ ７月―９月 ０．７８ ０．８５ ０．９０ ０ ． ９

２

０．９５

７月―９月 　 ２２ ４４ ５５ ６６ １０月―１２月０．８２ ０．８７ ０．９１ ０ ． ９

３

０．９５

１０月―１２月　 １７ ３２ ３９ ４７ 昭和２７年 ０．８５ ０．９０ ０．９３ ０ ． ９

５

０．９６

別表第五

無形減価償却資産についての再評価倍数表（再評価日が昭和２９年以後である場合）

　 種類 実 用

新 案

権 及

び 意

匠権

漁 業

権 、

特 許

権 及

び 営

業権

電気ガ

ス供給

施設利

用権及

び商標

権

水 利

権

専用側線

利用権及

び鉄道軌

道連絡通

行施設利

用権

　 種類 実用新案

権及び意

匠権

漁業権、

特許権及

び営業権

電 気 ガ ス

供 給 施 設

利 用 権 及

び商標権

水利権 専 用 側 線

利 用 権 及

び 鉄 道 軌

道 連 絡 通

行 施 設 利

用権

取得の時期 取得の時期

大正１４年 　 　 　 　 ３．２ 昭和２１年３月 　 ５．５ １２ １５ １８

大正１５年 　 　 　 　 １２ ４月―６月 　 ４．３ ９．４ １１ １４

昭和元年 ７月―９月 　 ４．１ ８．３ １０ １２

昭和２年 　 　 　 　 ２２ １０月―１２月　 ３．９ ７．４ ９．０ １０

昭和３年 　 　 　 　 ３１ 昭和２２年１月―３月 　 ３．８ ６．９ ８．３ ９．７

昭和４年 　 　 　 　 ４２ ４月―６月 ０．３８ ３．１ ５．３ ６．３ ７．４

昭和５年 　 　 　 　 ６３ ７月―９月 ０．３９ １．８ ２．９ ３．５ ４．０

昭和６年 　 　 　 　 ８８ １０月―１２月０．４３ １．４ ２．２ ２．６ ３．０

昭和７年 　 　 　 　 ９２ 昭和２３年１月―３月 ０．５２ １．４ ２．１ ２．４ ２．８

昭和８年 　 　 　 　 ９１ ４月―６月 ０．６１ １．４ ２．０ ２．４ ２．７

昭和９年 　 　 　 　 １００ ７月―９月 ０．４２ ０．８８ １．２ １．４ １．６

昭和１０年 　 　 　 １５ １０８ １０月―１２月０．４２ ０．７９ １．０ １．２ １．３

昭和１１年 　 　 　 ２９ １１４ 昭和２４年１月―３月 ０．４５ ０．７８ １．０ １．１ １．２

昭和１２年 　 　 　 ３６ １０２ ４月―６月 ０．４８ ０．７８ １．０ １．１ １．２

昭和１３年 　 　 　 ４５ １０４ ７月―９月 ０．５１ ０．７８ ０．９９ １．０ １．２

昭和１４年 　 　 ２．０ ５１ １０１ １０月―１２月０．５５ ０．７９ ０．９９ １．０ １．１

昭和１５年 　 　 １４ ５５ ９７ 昭和２５年１月―３月 ０．５７ ０．７９ ０．９７ １．０ １．１

昭和１６年 　 　 ２４ ６０ ９６ ４月―６月 ０．６１ ０．８２ ０．９９ １．０ １．１

昭和１７年 　 　 ３３ ６３ ９４ ７月―９月 ０．６０ ０．７８ ０．９２ ０ ． ９

８

１．０

昭和１８年 　 　 ４０ ６６ ９３ １０月―１２月０．５８ ０．７３ ０．８５ ０ ． ９

１

０．９７

昭和１９年 　 　 ４４ ６５ ８６ 昭和２６年１月―３月 ０．５７ ０．７０ ０．８０ ０ ． ８

５

０．８９

昭 和 ２ ０

年

１月―３月 　 １０ ４３ ５９ ７４ ４月―６月 ０．６０ ０．７２ ０．８１ ０ ． ８

６

０．９０

４月―６月 　 １２ ４０ ４９ ６８ ７月―９月 ０．６４ ０．７５ ０．８３ ０ ． ８

７

０．９１

７月―９月 　 １３ ３８ ４６ ６３ １０月―１２月０．６８ ０．７５ ０．８５ ０ ． ８

８

０．９２

１０月―１２月　 １０ ２８ ３３ ４５ 昭和２７年 ０．７１ ０．８０ ０．８６ ０ ． ９

０

０．９３

　 １月―２月 　 ７ ．

３

１７ ２２ ２６ 　 　 　 　 　

別表第六

その他の事業用資産（個人）及び非事業用資産（土地及び家屋を除く。）についての再評価倍数表
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取得の時期 倍数

昭和２１年 ３月 ８．８

４月―６月 ６．８

７月―９月 ５．９

１０月―１２月 ６．４

昭和２２年 １月―３月 ４．６

４月―６月 ３．４

７月―９月 ２．３

１０月―１２月 ２．２

昭和２３年 １月―３月 １．９

４月―６月 １．７

７月―９月 １．４

１０月―１２月 １．３

昭和２４年 １月―３月 １．２

４月―６月 １．１

７月―９月 １．１

１０月―１２月 １．２

昭和２５年 １月―３月 １．２

４月―６月 １．３

７月―９月 １．２

１０月―１２月 １．２

昭和２６年 １月―３月 １．１

４月―６月 １．０

７月―９月 １．０

１０月―１２月 １．０

昭和２７年 １．０

別表第七

土地及び土地の上に存する権利の再評価倍数表

取得の時期 倍数 取得の時期 倍数

明治３３年以前 ２８５ 昭和１３年 １２１

明治３４年 ２９７ 昭和１４年 １１５

明治３５年 ２９４ 昭和１５年 １０８

明治３６年 ２７６ 昭和１６年 １０２

明治３７年 ２６２ 昭和１７年 ９６

明治３８年 ２４４ 昭和１８年 ８７

明治３９年 ２３７ 昭和１９年 ７６

明治４０年 ２２０ 昭和２０年 １月―３月 ６６

明治４１年 ２２８ ４月―６月 ６２

明治４２年 ２３９ ７月―９月 ５７

明治４３年 ２３６ １０月―１２月 ５２

明治４４年 ２２８ 昭和２１年 １月―２月 ４７

明治４５年

大正元年

２１５ ３月 ４０

大正２年 ２１５ ４月―６月 ３４

大正３年 ２２９ ７月―９月 ２７

大正４年 ２４８ １０月―１２月 ２０

大正５年 ２４６ 昭和２２年 １月―３月 １５

大正６年 ２０７ ４月―６月 １２

大正７年 １５７ ７月―９月 １０

大正８年 ９９ １０月―１２月 ７．５

大正９年 ９６ 昭和２３年 １月―３月 ５．６

大正１０年 １００ ４月―６月 ４．５

大正１１年 ９８ ７月―９月 ３．７

大正１２年 １０２ １０月―１２月 ３．２

大正１３年 １０３ 昭和２４年 １月―３月 ２．９

大正１４年 １０２ ４月―６月 ２．６

大正１５年

昭和元年

１０１ ７月―９月 ２．５

昭和２年 １０５ １０月―１２月 ２．４

昭和３年 １０７ 昭和２５年 １月―３月 ２．３

昭和４年 １１１ ４月―６月 ２．２

昭和５年 １２２ ７月―９月 ２．０

昭和６年 １４１ １０月―１２月 １．８
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昭和７年 １５０ 昭和２６年 １月―３月 １．７

昭和８年 １４９ ４月―６月 １．６

昭和９年 １４５ ７月―９月 １．５

昭和１０年 １４０ １０月―１２月 １．３

昭和１１年 １３３ 昭和２７年 １．０

昭和１２年 １２８
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